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はじめに  

本稿は統計的手法による国土・都市政策の定量的評価を行った実証研究の成果を取りま

とめたものである。政策形成プロセスでは，政府の説明責任や透明性といった観点からも，

どのような根拠でその政策ないしは具体的な施策が設計されたかを明らかにすることが求

められている。近年は，政策効果に関するデータを利用した客観的な証拠 (エビデンス )を

根拠として施策を設計するべきという機運が高まっている。しかしデータは単なる数字で

あり，そこから情報を取り出すための様々な工夫がある。もっとも強い主張を行えると考

えられているのは，対象施策に関する実験を行い，そこから得たデータ (実験データ )から

施策の効果の有無を検証することである。実験が も信頼に足るとされている理由は，施

策を与える個体 (処置群 )と与えない個体 (対照群 )を母集団からランダムに抽出して行うこ

とで，個体の平均的な変化がその施策によってもたらされたもの (因果効果 )であると，統

計的信頼性の下に主張できるからである。しかし，すべての施策について実験を行えるわ

けではないし，また実際にはほとんどのデータは実験的環境から取得されておらず，ほと

んどの政策分析は観察データから実施せざるを得ない。  

こうした観察データを利用して政策の因果効果を推定することは困難ではあるものの，

膨大な理論的・実証的研究の蓄積の上に，因果効果を極力バイアス少なく推定するための

様々な推定手法や推定量が開発されてきた。その基本的なアイデアは，政策の効果が及ぶ

と考えられる事実 (アウトカム )について，できるだけ実験に近い (準実験的 )状況を見つけ出

し，あるいは作り出して，その枠組の中で処置群と対照群のアウトカムの比較を行う，と

いうものである。こうした手法は学術的にすでに実績のあるものもあるが，実務とくに政

策形成のための根拠として十分に活用されているとは言えない。本稿は，関心対象となる

都市政策がもたらした様々な因果効果を，ほとんど誰でも入手可能な観察データから推定

することをつうじて，政策の多面的な評価について議論を行うことを目的とする。また，

個別の分析に先立って，各手法についてレビューを行い，利用可能な条件や推定上の問題

点などについて整理する。  

本稿は全体で 7 章で構成されている。第 1 章は本稿の動機となった政策形成における客

観的証拠の整備の重視という近年のトレンドについて触れ，根拠に基づく政策形成 (EBPM)

において統計的手法がどのように位置づけられているかを論じる。  
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第 2 章では，とくに計量経済学の分野で発達してきた因果効果の推論手法について論じ

る。ここでは内生性や平均処置効果などの基本的な概念についても整理する。  

第 3 章では経済主体の便益が不動産の価値に帰着するという資本化仮説に基づく統計的

手法であるヘドニックアプローチを用いた交通投資の生産力効果の分析を行う。従来交通

投資の便益はその交通手段の利用者のみの便益 (直接便益 )のみを算定することが慣例とな

っているが，近年交通投資がもたらす間接的な便益の計測についても着目されており，ひ

とつの実証研究として，移動の一般化費用の変化によるオフィス賃料への影響をつうじて，

交通投資の間接的な便益として生産経済への影響を評価することを試みた。  

第 4 章では，土地の利用規制がもたらす立地の非効率性について，工業等制限法という

工場立地規制の規制解除を自然実験と見立て，差分の差法を用いた実証分析により論じる。

戦後の首都圏への人口流入をせき止める方策として，人口流入の要因と目された工場 (およ

び大学 )の都心部への新増設を原則禁止としたのが工業等制限法である。工業等制限法は人

口流入の抑制という点では一定の効果があったが，土地の 有効利用という観点からは正

当化できず，政策形成において多面的な評価が必要であることを論じる。  

第 5 章は，第 4 章で取り上げた工業等制限法について，事業所立地のみならず，住宅市

場にも影響があった可能性があることを，規制の境界線を閾値とする回帰不連続デザイン

手法によって明らかにする。工業等制限法はその土地の用途を (規制が有効な期間は )将来

にわたって限定する効果をもつ。その結果，不動産価格の下落局面では規制区域にある物

件のほうが規制のない物件よりも下落幅が大きくなっている可能性があることが示される。

また工場の近接性に対する影響も規制の有無と近接する工場集積地の特徴によって地域性

が現れることが明らかになっており，第 4 章と同様に多面的な政策評価の必要性を強調す

る。  

第 6 章は大都市制度の自治体財政への影響について Synthetic Control Method による合成

的手法によって比較対照を構築し，一般市が中核市に移行することでどのような財政への

影響があるのかを分析する。一般的には事務権限が広域自治体である道府県から移譲され

ることにより歳出額は増加すると考えられる。しかし民生費に限定してその影響をみると，

増加するかどうかは移行する自治体の特性によって異なることが明らかとなった。具体的

には，地方経済圏の中心的な自治体 (本研究では旭川市 )では行政負担が大きくなる一方，
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大都市圏のベッドタウンの要素が強い自治体 (本研究では川越市・船橋市・大槻市 )ではそ

れほど大きな歳出増にはつながっていない。中核市移行にともなう財源措置の議論につい

て，一概な制度設計ではなく自治体ごとの特性に鑑みたきめ細かい政策形成が必要になる

だろう。  

第 7 章では各章のとりまとめを行うとともに各分析の課題に触れ， 後に本研究の主た

る関心事とした政策評価における統計的因果推論の今後の展開について，先行研究を基に

筆者なりの見解を論じる。  
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第1章 研究の背景・問題の所在 

第1節 研究背景  

総務省(2018)「EBPM に関する有識者との意見交換会報告」において，「これまでの我が

国の政策決定においては，局所的な事例や体験(エピソード)が重視されてきたきらいがあ」

り，「本来の政策目標達成のため実効性にかけるものが多い」という問題意識の下，「エビ

デンスに基づく政策立案の推進が必要」という認識が示された。ここで言う「エビデンス」

とは，「社会科学の専門性を取り入れ，十分なデータと厳密な方法に基づき，政策オプショ

ンの効果や費用を分析すること」とされており，記述統計と分析統計に分けて考えられて

いる。記述統計とは現状を的確に捉えるものであり，政策立案の契機や根拠として重要と

考えられることを示唆する役割を担う。収集されたデータの特徴(平均・分散・標準偏差・

分布等)を明らかにすることが目的であり，データの測定信頼性や測定妥当性が記述統計の

鍵とされている。一方，分析統計はある政策オプションがもたらす効果について，因果関

係の推定を行うものとされ，ある関心対象となる変数の変化が，本当にその政策によって

発生したのかを統計手法によって分析することが役割である。分析統計をつうじて，政策

目標を達成する手段としての政策の検討・選択に役立てることが目的とされている。分析

統計の鍵は必要なデータの集め方，処理の仕方，分析手続きが十分に検討されていること

である。総務省の報告書では「エビデンスの形成は，社会科学の専門性を取り入れ，十分

なデータと厳密な方法に基づき，政策オプションの効果や費用を分析することが重要であ

るとの認識が示された」とし，政策立案におけるエピソード重視からエビデンス重視への

シフトが重要であるという潮流が生まれている。これをエビデンス(根拠)に基づく政策形

成(Evidence-Based Policy Making，EBPM)と呼ぶ。 

 これまでにおいても政策形成の際に，その選択肢が採用される根拠がまったくないまま

当てずっぽうや政局のみで行われてきたわけではない。しかし，その根拠の形成において

重視されているのが過去の経験やエピソード，あるいは利害関係者に配慮したとも取られ

かねない恣意的な資料が積み上げられてきたことが指摘されている 1。近年の EBPM の潮

流が，これまでの政策形成の議論と特徴的に異なる点は，エビデンスの形成にあたって政

策効果の「因果関係(causality)」が重視されるという点にある。関心あるアウトカムの変化

は評価対象の政策がもたらしたものである(あるいは政策の効果とは言えない)，と統計的

手法に則って主張できることが期待されている。  

                                                        
1 例えば関沢(2018)はエビデンスの乏しい政策という場合に効果のエビデンスが存在しない(No 
Evidence of Effects，NEE)と効果がないというエビデンスがある(Evidence of No Effects，ENE)の 2 つの

状況があるとし，とくに ENE のようなときには政策を実施しないほうが望ましいにも関わらず，現実

の様々な利害関係が存在するために政治的判断に実施が委ねられてしまうという懸念を指摘している。  
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 ある変数間の共変関係が因果関係であるかどうかを統計的に検討するための手法や検定

方法は計量経済学においても長らく研究されてきた。経済学あるいは経済データを用いた

分析の特有の分析上の課題として，変数間の関係を同時方程式モデルで説明することによ

る同時性バイアスがある。第 2 章第 4 節でも論じるが，たとえば需要関数を推定しようと

したときに，取引量を価格に回帰させて得られた回帰係数は需要曲線の傾きを表していな

い可能性が高く，このバイアスを除去するために操作変数法などの手法が開発された。こ

の操作変数法はその後，同時性バイアスのみならず，測定誤差や欠落変数といった分析デ

ザイン上の問題点の解決策としても広く利用されてきた手法である。 

 しかしながら操作変数法の弱点は，質の良い操作変数を見つけることが必ずしも容易で

はない，という点がある。実験データが得られない状況で，観察データから極力バイアス

の少ない推定値を，政策の効果を処置群と対照群の平均値の比較といった単純なパラメー

タで構わないから得たいという期待は，EBPM の潮流とともに政策評価の現場においても

高まるだろう。こうした観察データからバイアスの少ない推定値を得る統計的手法として，

統計的因果推論は非常に強力なツールとなりうる。統計的因果推論は主に疫学の分野で，

計量経済学とは独立した分野で発展してきたが，近年計量経済学が因果推論手法を取り入

れることで，施策評価の領域で大きな成果を上げつつある。本研究も統計的因果推論によ

る政策評価を実証的に行う。  

Varian (2016)は因果効果を推定する方法として 4 つの手法を紹介している。  

 

1. 実験(Experiments) 

2. 回帰不連続デザイン(Regression Discontinuity Design)  

3. 操作変数(Instrumental Variables) 

4. 差分の差法(Difference-in-Differences) 

 

このうち，1 の実験的手法は実験データ(experimental data)を得るための実験計画が非常

に重要になる。周到に処置群と対照群をランダムに割り当てた状況の下で行われた実験か

ら得られたデータを比較する方法をランダム化比較試験(RCT)と呼び，RCT による処置群

と対照群の差の比較による結果は，因果関係を強く支持するものとして近年注目されてい

る方法である。一方，本研究が対象としているのは実験データではなく，非実験的な状況

で何らかの目的で集められた観察データ(observational data)である。一般的な政府統計など

はこの観察データである。社会科学が関心を持つ政策の多くは倫理的な理由などにより実
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験が難しく 2，観察データによる因果効果の推定を行う際に上記の 2～4 といった手法が有

用になる。また，観察データも大量に得られる場合ばかりではなく，例えばドイツの東西

併合のような歴史的にも稀有な事象の因果効果を分析したい場合には，大標本理論に基づ

く回帰分析による推論ではなく，別の方法を用いる必要がある。従来はこうした事象の分

析はケーススタディのような比較的定性的な分析に頼ることが主であったが，Abadie et 

al.(2015)は Synthetic Control Methods という手法によって，ドイツの東西併合による旧西ド

イツ経済への影響を統計的に分析した。  

こうした統計的手法による政策評価は近年目覚ましい発展を遂げているが，日本の政策

形成においても，政策の効果に関する客観的なエビデンスの蓄積に対する要請に応えるた

め，上記に挙げた手法を用いて様々な施策の評価を行っていくことは今後ますます重要に

なると考えられる。ただし，観察データを用いた因果推論によって，より正確な政策の因

果効果を推定するためには，手法ごとに様々な条件が置かれていることに留意する必要が

ある。第 2 章では，Varian(2016)で紹介された 4 つの手法のうち，実験的手法を除く 3 つの

手法に加え，Synthetic Control Methods の 4 つの因果推論手法と，日本の定量的な政策評価

に大きな貢献を果たしてきたヘドニックアプローチによる回帰分析について，分析手法の

要点と置かれている仮定について整理する。  

また，本研究の特徴として，特に交通投資の効果や工場立地規制，大都市制度の財政へ

の影響といった都市や国土政策を取り上げたことが挙げられる。これらのトピックを取り

上げた理由は 2 つある。まずこれらの施策は過去にあまり定量的な評価がなされてこなか

ったことがある。例えば本研究で取り上げた工業等制限法は工場立地規制によって首都圏

中心部への人口集中を抑制する政策であるが，この政策が京浜工業地帯の製造業に大きな

影響を持っていたという指摘があるものの，定量的に論じた研究はほとんどない。また大

都市制度のひとつである中核市に移行した自治体の財政への影響も指摘されていた点では

あるが，実際どの程度の影響が移行後に生じていたのかを定量的に論じた研究も筆者の調

べた限りほとんどなかった。こうした研究蓄積の少なさの背景には，効果の定量的評価を

行うに十分耐えうる量のデータの蓄積を待たねばならず，データが十分に揃った段階では

すでに当該政策への関心は薄れているか，より緊急性の高い政策課題に注目が集まってし

まい，十分な事後的検討がなされないままにされてしまうといったことが考えられるだろ

                                                        
2 例えば行政による失業者に対する雇用支援プログラムの効果を分析したいとして，支援プログラムを

与える失業者と与えない失業者をランダムに割り当て，その後の就業確率や生活改善の状況などの差異

を調べるということは，学問的には興味深いものだが，政策として国民から支持されるとは考えにく

い。ただし，参加資格をくじ引きで与え，当選者が参加の有無の選択を行うような状況では，くじ引き

の結果を操作変数とした操作変数法によって準実験的な状況を作り出すことができる(Angrist et 
al.(1996))。割り当てのメカニズムに関する慎重な洞察が因果推論においては重要であると言える。  
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う。しかしながら，例えば人口減少下での都市の人口密度の低下を背景として，集積の経

済を生かした都市政策が展開されているなか，どのような産業や移動手段でより効果的な

集積の経済が発揮されているかに関する分析結果の蓄積は有益と考えられる。また，東京

への人口一極集中は再び現代的課題として議論されている問題であり，工業等制限法にも

再び注目が集まっている 3ことから，過去の政策を振り返り，どのような影響があったか

を検証しておくことも，今後の政策形成に資すると考えられる。  

もうひとつは，本研究で取り上げたこれらの政策が，政策効果の分析で大きな問題とな

る割り当てによって生じる内生性の問題を論ずるにあたって有用な施策の設計となってい

ると考えられることである。第 4 章および第 5 章で取り上げた工業等制限法は，明確な線

引きによって規制区域と非規制区域が分けられており，因果効果の推論を行う上での割り

当ての問題を論ずるのに適当であると考えられる。また自治体の中核市移行のような，大

標本理論による推論を正当化できるほどの大きさの標本が得られない事象を分析したい場

合に Synthetic Control Methods を適用することで，どのような知見が得られるかを論じ，今

後の政策効果の分析におけるひとつの重要な選択肢として同手法の活用の場面は増えるだ

ろうことが期待される。 

 本研究の主要な部分は第 2 章以降であるが，統計的手法の整理および実証分析に入る前

に，本章次節以降で政策評価に関する基本的な概念と用語の整理を行う。  

 

第2節 政策評価：概念整理と本研究の位置づけ  

第1項 政策評価における評価概念  

 政策評価(policy evaluation) 4という言葉自体はかなり広い概念を含む。少なくとも「政策」

と「評価」の 2 つの概念を含む言葉である。ここでは「評価」概念について山谷(2012a, 第

3 章)を参考に整理する。評価という単語の意味するところは多義的であるが，1980 年代に

評価可能性(evaluatability)や評価の評価(meta-evaluation)といった議論があり，「評価できな

                                                        
3 例えば内閣府「地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議」の 終報告(https://www.kantei.g
o.jp/jp/singi/sousei/meeting/daigaku_yuushikishakaigi/h29-12-08_daigaku_saishuuhoukoku.pdf， 終閲覧日：

2019 年 10 月 13 日 )では，「平成 14 年の首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律の廃止

以降、東京圏周縁地域から大学が撤退し、東京  23 区へ移転する状況が続いており、大学撤退地域の衰

退も懸念される」とし，「近年学生数の増加が著しい東京都特別区(23 区)においては、学部・学科の所

在地の移転等も含めて、原則として大学の定員増を認めないこととする」といった提言がなされてい

る。  
4 似た用語として「行政評価」がある。山谷(2012a)の定義に従うと「政策評価」が評価対象とするもの

が政策のデザインとその運用マニュアルであるプログラム，このプログラムが操作するプロジェクトで

あり，それらの有効性を評価する。一方，「行政評価」は行政組織とスタッフの業務活動，及びそれら

を支える予算を対象とする。この用語の使い分けは政策の現場ではかなり混乱しており，同じ内容の政

策評価に対して自治体ごとに「政策評価」と呼んだり「行政評価」と名付けたりされている。その経緯

や行政評価については上述書を参照。  



5 

いものは評価しない」という考え方と「評価の出来不出来を技術的な側面から判断すべし」

という考え方が台頭した。評価概念を論じるにあたって重要な文献とされる Weiss(1998)に

おいては，評価の定義は「プログラムや政策の改善に貢献する手段として，プログラムや

政策の活動やアウトカムを，一群の明示的暗示的基準と比較して，体系的にアセスメント

すること」とされた。ここでは評価可能性の観点から，評価する対象は「プログラムや政

策の活動」及びその「アウトカム」，と範囲を限定されている。また評価を行うことの目的

は「プログラムや政策の改善に貢献する」ためであるとして，政策評価の特徴を明確に示

した。  

また，評価をどのように行うか，という方針を提示したのがアメリカ連邦政府の Federal 

Evaluation Policy という報告書である。この報告書では評価の特徴として「実施中のプログ

ラムがその目的を達成する有効性を評価する，プログラムが置かれている状況で影響を及

ぼす他の要因を，そのプログラムの効果から区別するための調査デザインの諸原則に準拠

する，現在の作業を修正してプログラムの改善を目指す」ことが挙げられている(Wholey, 

et al.1970)。プログラムの効率性ではなく効果(有効性)を見ること，プログラムの効果とそ

の他の要因からの影響を区別する調査デザインを行うこと，現行のプログラムの修正や改

善を目指すことはその後の政策評価に大きな影響を与えており，例えば政策学の標準的な

テキストである Understanding Public Policy において政策評価は「プログラムがその目標を

達成するときのあらゆる有効性をアセスメントすること」(Dye, 2011)と定義されている。

上記政策評価に関する 2 つの特徴は，現在においても政策評価の考え方に反映されている

と言えよう。  

「評価」は多義的と先に述べたが，評価に対応する英単語は，evaluation，appraisal，analysis，

assessment など複数ある。いずれも policy という単語と組み合わせることで，政策に関す

る何らかの評価ないしは分析を行う意味合いが含められる 5。イギリス財務省が作成して

いる政策評価のためのガイダンスである ”The Green Book”はその副題を ”Guidance on 

Appraisal and Evaluation”とし，appraisal と evaluation を明示的に分けている。The Green Book

では appraisal を「政府目標に合致する政策の代替案について，その費用，便益およびリス

クを評価(assessing)すること」と定義し，その目的を「政策の意思決定者の判断に資する情

報を提供すること」としている。一方，evaluation は「政策介入の設計，施行および成果に

関する構造的な評価(assessment)を行うこと」と定義している。ここでは「政策介入は機能

                                                        
5 このほかに policy study や policy research 等の用語もあるが，これらは比較的学術的な営為あるいは中

長期的な調査の意味合いが強く，本研究が政策形成のための判断材料としての政策評価に着目している

ことから，これらは除いた。  
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しているか(したか)」「費用及び便益は想定どおりだったか」「その他の帰結を生み出して

いるか」「その帰結は想定されていたか」「政策はうまく実行されたのか」といった項目が

確認される。いずれも評価の行為には定量的な評価の意味合いを持つ assess を使っている

ものの，政策評価のプロセスは，政策の意思決定のために，まだ顕現していない政策の価

値を見積もる appraisal と政策実施後，実際に顕現した効果の価値 (value)の算定を行う

evaluation として使い分けがなされている。  

 一方，日本では appraisal と evaluation は，(少なくとも政策評価の文脈においては)いず

れも「評価」とされている。むしろ，評価のタイミングに着目して「事前評価」と「事後

評価」にそれぞれ対応させているのが実態と言えよう。また評価の目的や方法については

下記でも述べるように平成 14 年施行の政策評価法の中で「事業評価方式」「実績評価方式」

「総合評価方式」といった形で体系立てられている(次項参照)。  

 また，政策を実施した結果として実現される効果のうち，政策目標とする指標を「アウ

トカム(成果)」，政策目標とは異なるが生じた予期せぬ影響や間接的な効果を「インパクト

(影響)」と呼ぶことがある山谷(2012a)。政策評価は一般的に「アウトカム(成果)」を分析対

象としているが，本研究の対象とするのはむしろ「インパクト(影響)」のほうであると言え

る。これは本章第 3 項の議論ともつながるが，Manski(2013)が指摘するように，政策分析

者は様々な誘因から信頼性を犠牲にして強健な結論を導く傾向がある。政策主体の外部者

が政策評価を行うにあたってできる貢献は，政策の影響について多面的に分析することで

あると考えられることから，本研究は積極的に上記で言うところの「インパクト」を分析

対象としている。なお，政策評価の文脈における「アウトカム」と，第 2 章以降で論じる

統計的因果推論における「アウトカム」は，前者が政策目標としての成果を意味する一方，

後者は分析対象としての従属変数を意味し，狭義には異なる概念である。  

 

第2項 日本の政策評価に関する制度  

 日本における政策評価の制度的枠組みは平成 13 年制定，平成 14 年施行の「行政機関が

行う政策の評価に関する法律(以下，政策評価法)」に規定される。総務省のウェブサイト上

に公開されている「政策評価ポータルサイト」には，同法及びその施行令をはじめとして，

各行政機関が円滑に政策評価を行えるように，同法に関連する基本方針やガイドラインな

どが公開されている。そのうち「政策評価に関する基本方針 6」には政策評価制度の導入

の目的として,「効率的で質の高い行政及び成果重視の行政を推進する」ことと「国民に対

                                                        
6 http://www.soumu.go.jp/main_content/000499512.pdf(閲覧日：2019 年 8 月 12 日 ) 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000499512.pdf
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する行政の説明責任を徹底する」ことを挙げ，これらを「政策の効果等に関し，科学的な

知見を活用しつつ合理的な手法により測定又は分析し，一定の尺度に照らして客観的な判

断を行う」ことをつうじて実現するとされている。  

 評価は，その対象とする政策の特性に応じて「必要性」「効率性」「有効性」の観点から

行うことが同法第 3 条に明示されているほか，基本方針には「公平性」や「優先性」とい

った視点も考慮すべきとされている。各行政機関 7の長は同法第 6 条の規定に基づいて政

策評価に関する「基本計画」を定めることが義務付けられている(図  1-1)。  

 

 

 

加えて基本方針では，政策評価の効率的な実施の確保という観点から，「事業評価方式」

「実績評価方式」「総合評価方式」の 3 つの評価方式を提示しており，政策の特性などに応

じて適切な方式を用いることを推奨している(表 1-1)。このうち「事業評価方式」は政策実

施の妥当性や効果を事前に評価することを主眼においている。一方，「実績評価方式」は予

め事前に設定された政策目標を達成できているかを事後的に評価する目的をもつ。 後の

                                                        
7 ここでいう「行政機関」は同法第 2 条に定められており，内閣府および各省庁，委員会等を含む公的

機関を指す。  

図 1-1 政策評価法で定められる政府の政策評価体系  
(出所 )総務省「政策評価ポータルサイト」より抜粋  
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「総合評価方式」も事後的な評価を行うものであるが，当初設定された政策目標に限らず，

様々な側面への政策効果の発現状況を掘り下げ，問題点やその原因などを探ることで将来

の政策の見直しや改善に資することを目的としている。  

  

表 1-1 「政策評価に関する基本方針」における評価方式  

評価方式  説明  

事業評価方式  個々の事業や施策の実施を目的とする政策を決定する前に、その採否、
選択等に資する見地から、当該事業又は施策を対象として、あらかじ
め期待される政策効果やそれらに要する費用等を推計・測定し、政策
の目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、行政
関与の在り方からみて行政が担う必要があるか、政策の実施により費
用に見合った政策効果が得られるかなどの観点から評価するととも
に、必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った評価内容を踏まえ検
証する方式  
(注)「事業評価」は、個別公共事業に係る事前及び事後の評価を指すものとして
用いられることがある。  

実績評価方式  政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、
政策の目的と手段の対応関係を明示しつつ、あらかじめ政策効果に着
目した達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的・継続的
に測定するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体におけ
る取組や最終的な実績等を総括し､目標の達成度合いについて評価す
る方式  

総合評価方式  政策の決定から一定期間を経過した後を中心に、問題点の解決に資す
る多様な情報を提供することにより政策の見直しや改善に資する見地
から、特定のテーマについて、当該テーマに係る政策効果の発現状況
を様々な角度から掘り下げて分析し、政策に係る問題点を把握すると
ともにその原因を分析するなど総合的に評価する方式  

(出所)総務省「政策評価に関する基本方針」より抜粋。下線は筆者。  

 

 政策評価法のガイドラインにおいては，実際の政策評価の実施にあたっての留意点がま

とめられている。その中で各府省が所掌する政策は一般的な区分として表  1-2 のように整

理できるとしている。ガイドラインではこれらはあくまで「理念型」であり，必ずしも明

確に 3 つに区分できるわけではないとしている。また山谷(2012a，第 7 章)はこの区分が採

用された経緯を整理しており，日本で政策評価制度が検討されている 2000 年の段階では

政策評価の代表的な方式として「政策体系評価」「施策実績評価」「事業評価」とされてい
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たものが様々な議論を経て，先の 3 つの方式で紹介した名称に変更され，また基礎概念と

なる評価対象の政策区分についても「あくまで理念型」といった注釈を付したところから，

日本では「施策」や「プログラム」といった用語に統一的な見解はないとしている。  

 

表 1-2 政策評価ガイドラインにおける政策区分 

区分  説明  

政策(狭義) 特定の行政課題に対応するための基本的な方針の実現を目的と

する行政活動の大きなまとまり。  

施策  政策(狭義)における「基本的な方針」に基づく具体的な方針の実

現を目的とする行政活動のまとまりであり、「政策(狭義)」を実

現するための具体的な方策や対策ととらえられるもの。  

事務事業  施策における「具体的な方策や対策」を具現化するための個々

の行政手段としての事務及び事業であり、行政活動の基礎的な

単位となるもの。  
(出所 )総務省「政策評価の実施に関するガイドライン」より抜粋  

 

 各府省の統一性を確保する責務を担うのは総務省行政評価局であり，各府省で実施され

た政策評価を取りまとめ，ポータルサイト上に公開している。ほとんどの府省で「事業評

価方式」「実績評価方式」の 2 つは少なくとも実施され公開されている。しかしながら，政

策目標そのものではなく，政策によって発現した様々な影響について問題点を探る意図を

もつ「総合評価方式」による評価は府省によって実施状況に差があり，平成 15 年以降毎年

実施しているのは厚生労働省及び国土交通省の 2 つのみ 8である。畠(2015)は政策評価制度

の今後の課題のひとつとして「総合評価方式の一層の活用」を挙げている。総合評価方式

は他の 2 つと並んで主要な評価方式とされているが，他の 2 つに比べて活用実績は非常に

少ない。その理由として手間がかかる，経験の蓄積が少ないなどが先行研究からも指摘さ

れている。しかし総合評価方式による政策評価は「政策体系のより上位にある政策(狭義)

等の評価に用いられることが想定」されており，また「政策評価にいちばんイメージが近

い(山谷 a，2012)」とする指摘もあるように，政策評価制度の本来目的達成のためには，さ

らに積極的な活用が図られるべきであろう。  

  

第3項 政策評価は誰が行うか：客観性の担保  

政策評価の実施にあたっては各府省が自らの所掌する政策について自ら評価を行うこ

                                                        
8 なお国土交通省は平成 14 年の政策評価法施行以降，公開されている平成 30 年度まで毎年総合評価方

式による評価を実施・公開している唯一の省である。  
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とが基本とされている。しかしながら「誰が評価を行うか」は，その評価実施主体自身が

評価結果から受ける影響から無関係でないかぎり，評価結果を操作する誘因が働く可能性

があり，評価体系のあり方を考える上では重要な論点であろう。政策評価主体が適切に配

置されていない場合，政策評価の目的である質の高い成果重視の行政の推進や，国民に対

する行政の説明責任の実現を阻む原因となりうる。しかし山谷(2012a)が指摘するように，

ある政策を評価するといっても，立場ごとに必要な情報は変わってくるため，政策評価者

も単独である必要はないとも言える。その際に考えるべきは，政策評価者自身が直面する

政策評価から受ける影響であるほかに，評価技術の蓄積や評価できるスキルをもった人材，

アクセス可能なデータ，プロジェクト規模に応じた予算確保など様々な点を考慮する必要

がある。  

また，Manski(2013)は，政策分析を行う際に必ず何らかの仮定が置かれるが，仮定が強い

ほど強い結論を導ける一方，分析の信頼性が減少するというジレンマについて「The Law of 

Decreasing Credibility（信頼性減少の法則）」と名付け，政策分析者は様々な誘因から，強い

結論を導くのと引き換えに分析の信頼性を犠牲にしがちな傾向がある，と指摘している。

例えば科学コミュニティなら強烈な新奇性ある発見をした人を，世間は曖昧さのない明確

な政策提言をした政策分析者を称賛するため，分析者は彼ら自身が主張できる範囲を超え

て自らの仮説を擁護し，強い結論を出す誘因を持っているという。またアメリカ合衆国第

36 代大統領のリンドン・ジョンソンは会議の 中，予測の値を幅を持たせて発表したエコ

ノミストに対し「範囲など不要，ひとつの数字をよこせ (“Rages are for cattle. Give me a 

number.”)」と言ったといわれている。大統領ほどの権力者からの要求に，自らの主張を貫

徹させることは一流の科学者とて容易ではない。このエピソードが示すように，政策分析

者は客観的・科学的な分析結果から導出できる結論以上の強い結論を様々な場面で提示す

ることを求められている。  

 日本の政策評価制度では，ガイドラインに示されているように，外部学識経験者の知見

を活用するための会議を実施したり，個々の政策の分野に応じて専門的知見を有する学識

経験者の意見を個別に聴取したりするなどをつうじて，評価の客観性を担保するよう推奨

している。山谷(2012a，終章)あるいは畠(2015)は評価の客観性担保の仕組みとして，政策

評価法第 12 条で定める，総務省による「客観性担保評価」の積極的活用を推奨している

が，これは各府省で作成された評価書を総務省行政評価局がメタ的に評価する機能を持っ

ている。すなわち政策の実施主体と評価の実施主体を分離させることで政策評価自体の客



11 

観性を高める仕組み 9である。こうした制度整備から，政策評価の客観性の確保には，政

策実施主体と評価主体の切り離しが有効であろうという考え方がみてとれる。  

 なお，山谷(2012a，第 2 章)は日本の政策評価の研究スタイルは，政策にアプローチする

学問研究の学風の違いから，2 つ存在すると指摘する。ひとつは経済学や社会学，統計学

を背景とする「政策分析」的政策評価のグループであり，分析・測定の手法，データの収

集方法，それらの科学的客観性に関心を持っているグループである。もう一つは「こうし

た手法や方法は客観的・中立的なものではない」という考えを前提とし，「政策評価と民主

的な社会のあり方」や政策評価をめぐる議会・国会などの関係をテーマに研究する，いわ

ゆる「ガバナンス論」における政策評価の位置を考察するグループである。後者のグルー

プは政治学や行政学などを背景にしている。  

専門とする学問体系が得意とする分析手法などによってアプローチの仕方も自然と分

かれてしまうのかもしれないが，一方がもう一方を意識し，前者が評価の客観性やデータ

の利用可能性に拘泥するあまり利害関係者の間での評価の使われ方や期待されている評価

の視点を考えることをおろそかにしがちであったり，後者が評価制度そのものを信用して

いないあまりに，実務的な関心事を 優先し客観性はともかく政治的な使い方に注意を払

っているばかりでは，日本の政策評価はその目的である「効率的で質の高い行政及び成果

重視の行政を推進」の実現に資することは難しいであろう。  

 

第4項 証拠に基づく政策形成と政策評価  

 証拠に基づく政策形成(Evidence-based policy making，EBPM)は，医学分野における「エ

ビデンスに基づく医療(EBM)」に端を発し、1990 年代前半に医療分野で導入された。その

後、教育や開発援助等、他の様々な分野にも適用されてきた(三菱 UFJ リサーチアンドコン

サルティング(2017))。EBPM として政策評価に先行的に適用したのは英国のブレア政権で

あった 10。日本では 2017 年 6 月の「経済財政運営と改革の基本方針 2017」において「安

全で安心な暮らしと経済社会の基盤確保」の実現に向けた統計改革との車輪の両輪という

位置づけがなされ，同年 8 月に EBPM 推進委員会が発足した。その根拠とされているのが

統計改革推進会議が 2017 年 5 月に提出した『 終取りまとめ』であり，EBPM の必要性

と，その推進体制の構築について提言がなされている。『 終取りまとめ』では，EBPM の

                                                        
9 畠(2015)は客観性担保評価で詳細に仕組みが定められているにも関わらず，実際には点検活動(改めて

政策評価を行うこと等が必要ではないかとの観点から各行政機関に事実関係や考え方の照会等を行う活

動)のみに留まっており，それはそれなりに効果を挙げているものの，客観性・厳格性確保という目的

には十分か疑問を呈している。  
10 英国における EBPM の展開は内山他(2018)に詳しい。  
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推進にあたって「政策の前提となる関連事実と政策課題を的確に把握するとともに，具体

的政策の内容とその効果をつなぐ論理，政策効果とそのコストの関係を明示することが欠

かせない」と指摘している。この「具体的政策の内容とその効果をつなぐ論理」こそがエ

ビデンスと言うことができるだろう。ただし，『 終取りまとめ』自体は，比較的 EBPM 推

進体制の構築に関する提言を中心にまとめられ，経済統計の整備やユーザー視点の統計シ

ステムの構築といった内容になっており，政策形成に用いられるべきエビデンスとはなに

か，どのようなエビデンスの構築方法があるのか，という点には言及されていない。  

 EBPM におけるエビデンスについて，内閣府の「平成 30 年度 EBPM 取組方針」によれ

ばエビデンスとは「政策効果の測定に重要な関連を持つ情報やデータ」とされている。す

なわち特定の政策の効果(有効性)を示す情報やデータということになるが，総務省(2018)

「EBPM に関する有識者との意見交換会報告」において，エビデンスの形成にあたって「社

会科学の専門性を取り入れ，十分なデータと厳密な方法に基づき，政策オプションの効果

や費用を分析すること」が重要としており，むしろエビデンスは，「データを活用して測定

された政策効果を示す情報」と定義されるべきではないだろうか。  

総務省(2018)では，エビデンスを構築するにあたって必要なデータは「①記述統計とし

てのもの」と「②分析統計としてのもの」という 2 つに分類されており，エビデンスの形

成においては，それぞれ以下のような役割を担うとされている(表 1-3)。  

 

表 1-3 エビデンスの分類 

記述統計  

 現状を的確に捉えるもの 
 政策立案の契機や根拠として重要と考えられることを示唆する  
 収集されたデータの特徴(平均・分散・標準偏差・分布等)を明らか

にする  
 測定信頼性・測定妥当性 

分析統計  

 政策の因果関係の推定を行うもの  
 この政策によりこの効果が発生したのかを統計手法によって分析  
 目標を達成する手段としての政策の検討・選択に役立てる  
 必要なデータの集め方，処理の仕方，分析手続き  

(出所)総務省(2018)を基に筆者作成  

 

 ここで示されている記述統計と分析統計のどちらが重要ということはなく，いずれも重

要というのが報告書の見解であるが，記述統計における統計量は平均や分散といった統計

学の基本的な算定方法によって得られるものであり，論点は分析手法よりもデータの測定

信頼性や妥当性，また正しいデータハンドリング技術などにある。一方，分析統計は統計
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学の手法でデータを解析して政策効果の因果関係に関する推論を行うものである。この因

果関係の分析にあたって，従来の事前事後分析や相関関係を見るだけでは因果関係は捉え

きれないという問題提起がなされており，因果関係を推論する手法として①ランダム化比

較試験(Randomized Controlled Trial，RCT)，②疑似実験・自然実験等の手法による因果関係

の推論，③回帰分析をはじめとする分析統計が挙げられている。  

 第 1 節での議論と重なるが，今後の政策形成において実験的アプローチによる研究成果

に期待が高まる一方，引き続き観察データに基づく因果効果の推定が重要であることには

変わらないだろう。経済学の中でも計量経済学の分野では，長らく因果関係に関心をもっ

てきた。近年では医学や疫学の分野で発展してきた因果推論というアプローチを計量経済

学の文脈に取り込み，様々な政策の因果効果の分析が行われるようになっている。一方，

日本では因果推論を用いた政策効果の実証分析は緒についた段階であり，データの利用可

能性や因果推論を応用するにあたっての論点などを整理することは有用だと考える。  
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第2章 統計的手法による政策評価 

第1節 政策の因果効果と内生性 

 経済学では長年政策の分析に関心が持たれており，計量経済学の発展とともに政策効果

の分析手法も高度化していった。とくに経済理論の帰結から導出される変数間関係を回帰

モデルで表現し，各種パラメータを 小二乗法(OLS)などの統計的手法で推定することを

基本線としてきた。このとき経済学的な関心から想定される推定量のバイアス，とくに観

測できない要因や測定誤差の存在による説明変数と誤差項の相関がもたらす内生性の問題

をいかに除去あるいは軽減した上で因果効果を推定するかは，計量経済学あるいは実証経

済学の中心課題として，膨大な研究成果が蓄積されてきた。この内生性の問題に対する完

全な解決策は現在のところなく，関心ある政策効果の性質に合わせて様々に分析デザイン

を工夫し，バイアスなく推定する上で設けられた仮説を支持するエビデンスを補足するこ

とで，分析の頑健性を担保する方針が一般的と考えられる。  

 計量経済学において指摘されてきた内生性の原因 11はいくつかあり，政策効果の分析に

おいてもいずれも無視できないものであるが，政策効果の因果推論で注目されてきたトピ

ックに内生的な処置の割当に関わる問題がある。一般的には，政策はある特定の性質や問

題を抱えた個人あるいは企業などの個体に実施されることが多く，そうした特徴を持った

うえで政策介入を受けた個人や企業と，そうした特徴を持たない個人や企業とをひとつの

サンプルに含めてアウトカムの差として政策効果を分析しても，その差をもたらした要因

が政策介入によるものなのか，あるいは政策介入を実施させた特徴ゆえなのか，識別する

ことができない。この場合でも，政策介入を実施させた「ある特徴」が観測できる場合に

は，推定式にそれらを変数として含めることで，特徴の差異がもたらす影響は除去できる

ので，政策効果の推定には支障はないと考えられるが，問題はこれらの特徴あるいは要因

が観測できない場合に生ずる。  

 

第2節 因果推論アプローチに基づく政策評価  

第1項 Rubin の潜在アウトカムモデルと処置効果  

政策によってアウトカムに生じる変化量を処置効果(treatment effect)と呼ぶ。これは,ある

分析対象の変数 (アウトカム )の変化が，関心ある政策的な処置 (treatment)あるいは介入

(intervention)によって引き起こされていることから呼ばれる。すなわちある変化量を処置

                                                        
11 Greene (2012)では内生性の要因として①欠落変数，②内生的な処置，③同時方程式，④動学パネルデ

ータを用いたランダム効果モデル，④パラメータの欠落，⑤測定誤差，⑥サンプルセレクションバイア

ス，⑦パネルデータの摩耗(生存バイアス)を挙げている。これらは互いに無関係な問題ではなく，例え

ば⑥サンプルセレクションと②内生的な処置や⑦パネルデータの摩耗は関連が深い。  
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効果と呼ぶときには，関心ある政策が原因となって，結果としてその変化が生じていると

いう因果関係を内在していることを前提としている。  

共変量(covariates)と交絡要因(confounders)は，処置変数とアウトカム変数以外の変数を表

すが，一般的に前者は観測できる変数である一方，後者はアウトカムに影響を与えるが観

測できていない要因を表す(Lee(2016))。また処置群と対照群で共変量の分布が共通してい

ることを「共変量バランス 12」と呼ぶことができる。  

因果関係と相関関係が異なることは過去にも多く指摘されてきたことであり，また政策

の因果効果を推定する上でもっとも重要な区別のひとつであるが，その効果を明確に区別

(あるいは識別)したうえで推定することは容易ではない。経済学の分野における因果効果

の推定について長らく用いられてきた方法は構造方程式モデルと，そのパラメータを推定

するために応用されてきた操作変数法(Instrumental Variables Methods)が代表的である。一

方，統計学の分野では構造方程式モデルではなく Fisher や Neyman を嚆矢としたランダム

化比較実験を基本とし，Rubin(1974)等によって観測データに基づく因果推論として拡張さ

れてきた (Imbens and Wooldridge(2009))。また 1990 年代からこれらを結びつける努力

(Angrist，Imbens and Rubin (1996)など)がなされてきた結果が，近年の経済学分野における

因果推論の興隆につながっていると考えられる。  

ここでは Rubin の潜在アウトカムモデル(Rubin Causal Model，以下 RCM)のアイデアに基

づいて，プログラム評価における因果関係を整理する 13。プログラム評価においては，個

体 (個人や企業，自治体といった分析単位 )がある処置 (treatment)を受けることを「参加

(participation)」と呼ぶことが多い。例えば職業訓練を受けることによる生涯所得への影響

を分析するケースでは，その職業訓練に参加したかどうかという表現になる。一方，個体

がある政策の対象となることを「介入(intervention)」と呼ぶケースもある。呼び方が因果効

果の識別や仮定に関する議論に本質的な影響を及ぼすわけではないが，後に見るように，

処置の有無に関する情報を個体が操作しうるかどうかが一つの論点になる。すなわち，実

際の特定の政策評価の処置効果を推定するにあたっては，選択バイアス(selection-bias)がど

のように生じるかを個々の分析ごとに判断する必要がある。自ら職業訓練プログラムに参

加する意思をもつ個人は，何らかの要因によって訓練を受けようとしない個人よりもプロ

グラム参加によって得られる利益が大きいことを算段して参加を決定しているかもしれな

い。そうした状況が想定されるときには平均処置効果として定義される政策効果はバイア

                                                        
12 実際上は，この共変量バランスを確認するには２つのグループの平均値を比べる程度にとどまって

いる(Lee(2016))。  
13 なお，本節における処置効果の説明は Wooldridge(2012)および Athey and Imbens(2017)に多くを拠っ

ている。  
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スを持つことになる。参加の有無を自ら決定する場合，何らかの大きなメリットを考慮し

ている状況を自己選択(self-selection)という。  

本研究において扱う関心対象となる政策は，第 4 章と第 5 章では工業等制限法であり，

処置対象を政策実施主体たる政府によって決定されていることから「介入」あるいは「政

策介入」という表現にする。一方，第 6 章で扱う「中核市」は自治体が自ら指定に名乗り

を上げることを決定する必要があることから「介入」よりは「参加」に近い処置である。

しかしここでは一般市が中核市になることを「参加」とすると語感が不自然になることか

ら，「移行(transition)」を政策的な処置と同義で用いることとする。なお，本研究のいずれ

の章においても「処置(treatment)」といった場合には，参加や介入あるいは移行といった概

念と同義である。  

 

第2項 平均処置効果の推定と諸仮定  

プログラム評価においてもっとも関心のある測定値は𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0として表現できる。ここで

𝑦𝑦はアウトカムをあらわし，右下の添字は，ある政策介入があった場合に 1，介入がなかっ

た場合に 0 を示す。すなわち，政策があった場合に観測されるアウトカムと，政策がなか

った場合に観測されるアウトカムの差であり，これを処置効果(treatment effect)と呼ぶ。プ

ログラム評価における 大の問題はある分析対象となる個体について，𝑦𝑦1と𝑦𝑦0が同時には

観測できないことであり， Holland(1986)によって「因果推論における根本問題 (the 

fundamental problem of causal inference)」と呼ばれている。RCM における因果効果の推論

は，データの欠測問題として捉えることができる 14。  

ある母集団から無作為抽出された標本を想定する。この標本は i.i.d. 15を満たしていると

する。この i.i.d の仮定は，ある個体のアウトカムが一般均衡効果と呼ばれるような経路を

通じてさえも，互いに影響を及ぼさないような状況を想定しているため，経済学を含む社

会科学において観測データを用いた実証分析を行う場面では，ほとんどの場合成立しない

と考えられる。ただしプログラム評価における処置効果を理解する上では導入として有用

な仮定であることから，i.i.d.標本を前提に議論する。一般にプログラム評価における処置

効果の推定の際には，ある個体に対する処置の結果生じたアウトカムの変化は，他の個体

には影響しない，すなわち処置効果自体は個体間で独立しているという仮定(Stable Units 

                                                        
14 Wooldridge(2010)chap.21 においても同様の指摘があるが，星野(2009)はこの視点から RCM の枠組み

における因果推論について詳細に解説を行っている。  
15 Independent， identically distributed の略で，独立同分布の仮定を置く。各観測値同士は互いに関係を

持たず，同じ母集団からの復元無作為抽出を想定し，各観測値を独立した確率変数とみなしたとき，同

じ分布を持つことを仮定している。  
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Treatment Value Assumption あるいは SUTVA)が置かれている(例えば Angrist，Imbens and 

Rubin (1996))。これは標本に i.i.d.を前提とすることが，そのまま SUTVA を含意すること

であり，i.i.d.が強い仮定であることが示唆される。  

プログラム評価において中心的な関心事とされるのが平均処置効果 (Average Treatment 

Effect，以下 ATE)である。ATE は以下のように定義される：  

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 ≡ 𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0) (2-1) 

 

ここで𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎は ATE を表し，母集団からの無作為抽出によって得られた個体に対する処置効

果の平均である。ここでは母集団全体における処置効果の平均値として計算されているこ

とを意味する。一方，もう一つのプログラムの効果として多くの文献で推定量の候補とさ

れるのが，処置群への平均処置効果(Average Treatment Effect on Treated，以下 ATT)と呼ば

れるもので，以下のように定義される：  

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 ≡ 𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) (2-2) 

 

ここで𝑤𝑤(= 0, 1)は処置の有無を示す 2 値変数で，𝑤𝑤 = 1のとき処置があったことを示す。式

(2-2)の意味するところは，処置があった個体における，処置があったときのアウトカムと

処置がなかったときのアウトカムの差の平均ということである 16。  

 先に「因果推論の根本問題」として紹介したように，(2-1)および(2-2)で定義された 2 つ

の種類の処置効果に関しては，特定の個体のアウトカムについて，𝑦𝑦0ないしは𝑦𝑦1しか観測

できないため，それぞれを同時に直接計測することは不可能である。この点について，実

際に観測されるアウトカム𝑦𝑦は以下のように定式化することができる： 

 

𝑦𝑦 = (1−𝑤𝑤)𝑦𝑦0 +𝑤𝑤𝑦𝑦1 = 𝑦𝑦0 + 𝑤𝑤(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0) (2-3) 

 

                                                        
16 Wooldridge(2010)においては，このほかに Imbens and Angrist(1994)によって導入された局所平均処置

効果(Local Average Treatment Effect，LATE)を分析の関心となる処置効果の候補として紹介している。

LATE は Weak assumption における操作変数法を用いる際に有益だが，一般に識別できない部分サンプ

ルへの処置効果を計測していることや，LATE の定義が IV の利用可能性に依存してしまうという点か

ら，詳細に論じていない。本研究においても操作変数法は中心的な関心事ではないため，本脚注に留め

る。  
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以上から，プログラム評価においては，実際に観測されるアウトカム𝑦𝑦と処置の有無を示す

𝑤𝑤，および(一般的には)各個体に関するその他の共変量(covariates)を使って，いかに ATE や

ATT を推定するか，ということが中心的な関心事となる。  

ここで，𝑤𝑤について，(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)との統計的独立，すなわち𝑤𝑤の値がそれぞれ𝑦𝑦0および𝑦𝑦1の確

率分布に影響しないという仮定を置く。言い換えると，処置はすべての個体についてラン

ダムに生じる状況の下では，𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0)となり，ATE と ATT は同一のも

のとなる。(2-3)から実際に観測されるアウトカムは  

 

処置有り個体：𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 1) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑤𝑤 = 1) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1) 

処置なし個体：𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 0) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0) 

 

と表すことができる。各式の右側の等式は，処置とアウトカムの独立から導き出されてい

る。以上から，ATE は  

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 0) 

(2-4) 

 

と変形することができる。すなわち，仮に政策介入やプログラムへの参加が，個体の特徴

などによらず，ランダムに与えられている場合，ATE と ATT は等しく，その推定値は単純

にアウトカムの標本平均の差で得ることができる。近年の EBPM の文脈で言及されている

ように，関心あるプログラムについて，選ばれた被検体に対して実験的な状況下でランダ

ムに処置を与えることができるような場合においては，得られた実験データの標本平均で

平均処置効果を推定できる。  

しかしながら，実際のプログラム評価においては，実験データを得られる機会は限られ

ており，特定の政策介入は何らかの理由をもった個人あるいは企業，地域等を対象に行わ

れていることがほとんどであるし，特別な資格(例えば年齢や性別，一定の年収以下など)

を満たす個人を対象としたプログラムが実施されることが多い。職業訓練プログラムを例

にとると，ある個人がそのプログラムに参加するかどうかは，自分がそのプログラムに参

加することで得られるであろうベネフィット，すなわちその個人にとっての(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0)を考

慮して決定していると考えるのが自然であろう。その結果，プログラムに参加している個



19 

人(𝑤𝑤 = 1)はそうでない個人(𝑤𝑤 = 0)に比べて，プログラムからより多くのベネフィットを得

られる個体が参加者の多くを占めることになり，𝑤𝑤と(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)の統計的独立の仮定は保持さ

れなくなる 17。 

いま，𝑦𝑦0 = 𝜇𝜇0 + 𝑣𝑣0および𝑦𝑦1 = 𝜇𝜇1 + 𝑣𝑣1として表せるとする。ここで  𝜇𝜇𝑔𝑔 = 𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�,𝑔𝑔 = 0, 1であ

る。すなわち，𝑣𝑣𝑔𝑔は処置の有無に応じた固有の効果と考えることができる。このとき，処

置効果𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0は以下のようになる：  

 

𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0 = (𝜇𝜇1 − 𝜇𝜇0) + (𝑣𝑣1 − 𝑣𝑣0) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0) + (𝑣𝑣1 − 𝑣𝑣0) 

= 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 + (𝑣𝑣1 − 𝑣𝑣0) 

(2-5) 

 

また，ATT は処置群のみに注目したときの平均処置効果であるから，上記の表現を使う

と 

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝐸𝐸(𝑣𝑣1 − 𝑣𝑣0|𝑤𝑤 = 1) (2-6) 

 

として表すことができる。ここで第 1 項は平均であるから，第 2 項の(𝑣𝑣1 − 𝑣𝑣0)は平均値か

らの距離，すなわち個体に特有のプログラム参加(あるいは政策介入の割当)による利益を

表していると考えることができる。したがって，ATE と ATT の差は，プログラムの参加者

に関して個体に特有の効果(個別効果)の平均値が，平均処置効果からどの程度離れている

かを示していると言うことができる。加えて，ATE に関心がある場合，個別効果を十分に

                                                        
17 ここで，𝑤𝑤と𝑦𝑦1の間の独立は仮定せず，𝑤𝑤と𝑦𝑦0の間のみに統計的独立を仮定するという，𝑤𝑤と(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)と

の間の独立よりはいくぶん弱い仮定を置くならば，標本平均の差は  

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 0) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0) + 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0) + 𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0) + 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎  

= 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 

として，ATT と一致することがわかる。このとき左の 2 つの項は，𝑤𝑤と𝑦𝑦0の統計的独立の仮定により

𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 1) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0)が成り立つことからキャンセルアウトしている。ただしこの𝑤𝑤と𝑦𝑦0の

統計的独立の仮定も現実的にはやや強い仮定である。この仮定は，あるプログラムに参加するかどうか

(あるいは政策的な介入が割り当てられるかどうか)の決定に，𝑦𝑦1すなわち処置有りのときのアウトカム

には影響を受けることを許容するが，𝑦𝑦0すなわち処置なしのときのアウトカムからは影響を受けないこ

とを意味する。  

 



20 

コントロールできれば，𝑤𝑤と(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)との統計的独立という強い仮定を置かなくても，比較的

弱い仮定で ATE を推定することができる。  

先に簡単に触れた共変量(covariates)ベクトル𝐱𝐱をここで再度導入する。このときの母集団

は(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1,𝑤𝑤, 𝐱𝐱)となり，同じく観測される値は(𝑦𝑦,𝑤𝑤, 𝐱𝐱)となる。ここで，潜在アウトカム(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)

と処置の有無𝑤𝑤との間の統計的独立仮定を緩め，相関を認める。処置がランダムに決まっ

ておらず，潜在アウトカムおよびその差(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0)との関連によって決まっていると想定さ

れる場合には，ATE あるいは ATT を推定するには別の仮定が必要になる。Rosenbaum and 

Rubin (1983)は ignorability of treatment(処置の無視可能性 18)と呼ばれる以下のような仮定

を導入した：  

 

仮定 ATE1: 共変量ベクトル𝐱𝐱で条件づけたとき，𝒘𝒘と(𝒚𝒚𝟎𝟎,𝒚𝒚𝟏𝟏)は独立である 

 

すなわち共変量の値を固定した場合には，確率変数である潜在アウトカム変数の確率分

布は処置変数の値に影響を受けないことを意味する。例えばある職業訓練プログラムの参

加の決定には，参加することによって得られるベネフィット(将来の所得の増加など)を考

慮して，それが大きい個人が参加を決める傾向があるとすれば，参加している個体とそう

でない個体の間には個体特有の効果が存在してしまう。そのベネフィットが仮に性別(𝑥𝑥1 =

(𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓,𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓) )にのみ依存して決まっているとすれば，性別ごとには潜在アウトカムの確

率分布は処置の有無に依存しない，したがって女性に限定した分析をすればランダムに処

置を割り振ったことと同じ(男性の場合も同様)である，つまり選択バイアスは無視できる

とする仮定である。ただし一般的に観測データを用いて処置効果を分析する際には，ひと

つの共変量だけで処置の無作為な割当を仮定できることはほとんどなく，複数の共変量を

コントロールすることになるだろう。  

また仮定 ATE1 は，共変量で条件付けたときの期待値について，処置変数との独立(mean 

independence)を多くの場合満たす。すなわち以下の関係を含意することを意味する：  

 

仮定 ATE1’: (𝐚𝐚) 𝑬𝑬(𝒚𝒚𝟎𝟎|𝒘𝒘,𝐱𝐱) = 𝑬𝑬(𝒚𝒚𝟎𝟎|𝐱𝐱) 

 (𝐛𝐛) 𝑬𝑬(𝒚𝒚𝟏𝟏|𝒘𝒘, 𝐱𝐱) = 𝑬𝑬(𝒚𝒚𝟏𝟏|𝐱𝐱) 

 

仮定 ATE1’は，潜在アウトカムという確率変数を共変量でコントロールしたとき，各ア

                                                        
18 非交絡(unconfoundedness)や条件付き独立の仮定とも呼ばれる。  
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ウトカムの期待値は処置の有無に依存しなくなる(上記の例だと，女性あるいは男性に限っ

てみると潜在アウトカムの平均値は，どちらに割り当てられた場合にも等しくなる)ことを

示唆する。これは Frisch-Waugh-Lovell(FWL)定理と同じものであり，いったん共変量𝐱𝐱でそ

れらの効果をすべて除外(パーシャルアウト)すれば，もともと相関のあった(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)と処置

変数𝑤𝑤の関係は統計的独立なものになるという仮定である。ただし処置の割当が観測でき

ない変数(𝑓𝑓とする)の変動に依存する場合，仮定 ATE1 は保持されなくなる点には留意が必

要である。𝑓𝑓が(𝐱𝐱,𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)と統計的独立の確率変数であれば仮定 ATE1 は保持される。  

以上の議論を要約すると，割当によって潜在アウトカムの確率分布を変化させてしまう

ような要因をできる限り共変量ベクトル𝐱𝐱に含めることで，それらの値を固定した下(共変

量の条件付き)での潜在アウトカムの期待値と処置変数は統計的独立が成立する(無視可能

性の仮定が満たされる)というものである。したがって，ここから直観的に推察されること

は，𝐱𝐱に含める要因をできる限り多くすることが望ましいというものである。  

しかしながら，実際上は𝐱𝐱の中には処置変数𝑤𝑤から影響を受けるような変数は含めるべき

ではないとされている。例えば職業訓練プログラムの参加の有無(𝑤𝑤)と将来所得の関係を調

べたいときに，処置があった後にさらに追加で何らかの教育や訓練を受けたとすると，そ

うした追加的な教育を受ける確率それ自体が𝑤𝑤によって影響を受けるとすれば，それらを

分析に含めて処置後の変動を固定してしまうことで，結果として𝑤𝑤の影響を歪めてしまう

ことになる。これは形式的には Wooldridge (2005)によって以下のように説明されている。

まず極端なケースとして，処置変数𝑤𝑤と潜在アウトカム変数(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)については，統計的独立

を仮定する。したがって潜在アウトカムの確率分布は処置の有無に影響を受けない。一方，

共変量𝐱𝐱に含まれる変数のうち少なくともひとつが処置変数𝑤𝑤と相関し，𝐷𝐷(𝐱𝐱|𝑤𝑤 = 1) ≠

𝐷𝐷(𝐱𝐱|𝑤𝑤 = 0)であるとする。ここで𝐷𝐷(⋅)は分布である。このとき，繰り返し期待値の法則から

𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔|𝑤𝑤, 𝐱𝐱� = 𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔|𝐱𝐱�,𝑔𝑔 = 0, 1が成り立つのは，𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�𝐱𝐱� = 𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�,𝑔𝑔 = 0, 1が成り立つとき，その

ときのみであることが示される。このことが意味するところは，共変量𝐱𝐱が潜在アウトカム

𝑦𝑦𝑔𝑔の予測に何らかの影響をもたらしてはならないということである。Wooldridge(2010)は共

変量ベクトルに含まれる変数の候補として，処置がなされる前に計測された変数を挙げて

いる。  

この「共変量𝐱𝐱で条件づけたとき，処置変数𝑤𝑤と潜在アウトカム(𝑦𝑦0,𝑦𝑦1)は統計的独立であ

る」ことを仮定する Ignorability は，特に本研究をとおして関心の対象としている観測デー

タを利用するケースにおいては，実際に観測される値は(𝑦𝑦,𝑤𝑤, 𝐱𝐱)であるために，原理的には

確かめることができない。ただし，いくつかの間接的な確認方法は提案されている(この部

分について包括的にレビューしたものとしては，例えば Imbens and Wooldridge (2009)など)。 
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Ignorability を前提としたうえで，さらに overlap と呼ばれる仮定が ATE の推定に必要と

されている。これは形式的には以下のように示される：  

 

仮定 ATE2： すべての𝐱𝐱 ∈ 𝖃𝖃について𝟎𝟎 < 𝐩𝐩(𝒘𝒘 = 𝟏𝟏|𝐱𝐱) < 𝟏𝟏を満たす  

 

ここで𝔛𝔛は共変量のサポート(support) 19である。この意味するところは，共変量𝐱𝐱で条件づ

けたとき，すべてのアウトカムに関して処置の有無の両方が観察される，ということであ

る。言い換えると，共変量の取りうるすべての値について，処置の有りもしくは無しのい

ずれにも割り当てられうる機会があり，ある特定の変数を考慮すると処置はありえなくな

る(あるいは処置しか観測できなくなる)ことはない，と言える。  

 Rosenbaum and Rubin (1983)はここでの仮定 ATE1(ignorability)と仮定 ATE2(overlap)を合

わせた仮定を”strong ignorability”と呼んだ。  

 以上の大きくは 2 つの仮定(ignorability と overlap)の下，ATE や ATT の推定を一般化する

20。式(2-3)から，実際に観測される値は𝑦𝑦 = 𝑦𝑦0 +𝑤𝑤(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0)として書き表すことができた。

ここで平均に関する無視可能性の仮定(仮定 ATE1’)に基づくと：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤, 𝐱𝐱) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0 + 𝑤𝑤(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0)|𝑤𝑤, 𝐱𝐱) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤, 𝐱𝐱) + 𝑤𝑤[𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑤𝑤, 𝐱𝐱) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤, 𝐱𝐱)] 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝐱𝐱) + 𝑤𝑤[𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝐱𝐱)− 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝐱𝐱)] 

≡ 𝜇𝜇0(𝐱𝐱) + 𝑤𝑤[𝜇𝜇1(𝐱𝐱)− 𝜇𝜇0(𝐱𝐱)] 

(2-7) 

 

とすることができる。ここで仮定 ATE1’は 2 行目から 3 行目の展開に反映されている。ま

た 4 行目の式では𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�𝐱𝐱� ≡ 𝜇𝜇𝑔𝑔(𝐱𝐱),𝑔𝑔 = 0, 1として定義されている。また式(2-7)から以下の関

係式が導出される：   

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝐱𝐱,𝑤𝑤 = 0) = 𝜇𝜇0(𝐱𝐱) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝐱𝐱,𝑤𝑤 = 1) = 𝜇𝜇1(𝐱𝐱) 
(2-8) 

これは処置の有無，それぞれのケースについて観測データから潜在アウトカムの条件付き

                                                        
19 確率変数におけるサポートとは，正の確率を持つ実現値の集合のことを指す (Angrist and Pischke (2009))。  
20 Wooldridge(2010)では識別のアプローチとして，①条件付き期待値に基づくアプローチと②逆傾向ス

コアウェイトに基づくアプローチの 2 つを論じている。本研究では近年より実証分野への応用が進めら

れている分析手法(DID や RDD)に関連の深いアプローチである前者のみを取り上げる。傾向スコア等に

よるマッチングに基づくプログラム評価については例えば Lee(2016)Chap.2 などを参照。  
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期待値が得られることを示唆する。また ignorability の成立とは別に，観測データ(𝑦𝑦, 𝐱𝐱,𝑤𝑤)を

用いて𝑓𝑓0(𝐱𝐱) ≡ 𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝐱𝐱,𝑤𝑤 = 0),𝑓𝑓1(𝐱𝐱) ≡ 𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝐱𝐱,𝑤𝑤 = 1)を，overlap の仮定の下に定義する。すな

わち実際に我々が計算できる統計量は𝑓𝑓𝑔𝑔(⋅),𝑔𝑔 = 0, 1となる。ここで仮定 ATE1’，つまり

ignorability が成り立つとき，潜在アウトカムの条件付き期待値である𝜇𝜇𝑔𝑔(⋅)と𝑓𝑓𝑔𝑔(⋅)すること

から：  

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝑓𝑓1(𝐱𝐱)−𝑓𝑓0(𝐱𝐱) (2-9) 

 

として，すべての𝐱𝐱 ∈ 𝔛𝔛について𝑓𝑓𝑔𝑔(𝐱𝐱)が識別できる限り，観測データから得られる標本平

均から平均処置効果を推定できる。  

 以上から，観察データを用いた条件付き期待値に基づく平均処置効果の識別のための鍵

となる仮定は，①ignorability(無視可能性)と②overlap(すべての𝐱𝐱 ∈ 𝔛𝔛について処置の有無が

存在)であり，ignorability の仮定によって式(2-8)が成立し，overlap の仮定によって条件付

きの標本平均を潜在アウトカムの条件付き期待値に対応させることで，標本平均の差とし

て平均処置効果を得られることが明らかになった。  

 

第3節 ヘドニックアプローチに基づく評価  

前節での議論から，共変量を十分に含めることによって政策効果を識別する戦略は一定

の仮定の下で可能であった。政策効果の一般的な分析方法であるヘドニックアプローチに

よる推定は，その一つと言えるであろう。本節ではいくつかの先行研究に即して，ヘドニ

ックアプローチが市場財を機能の束(ベクトル)と考えて，価格を機能に回帰させることに

よって得られる値を市場参加者の機能に対する評価額とみなすことができることを，理論

的な側面から整理する。一方で，ヘドニックアプローチによって正確に便益計算をしよう

とする場合には，いくつかの条件が必要であることも 後に論じる。 

 

第1項 政策分析におけるヘドニックアプローチ  

 市場で取引される財(仮に市場財と呼ぶ)に関する価格のように，価値に関連する観察さ

れる情報を持つ財については，価格情報を用いて様々な経済学的関心に基づく分析を行う

ことができる。一方，例えばきれいな空気や近隣のひどい騒音といった環境に関する要因

など，人々にとって何らかの価値を持ってはいるが市場で取引されない財(仮に非市場財と

呼ぶ)は価格情報を持たず，それらの価値を計測することが困難である。ヘドニックアプロ

ーチは，環境条件の違いが地価あるいは住宅価格といった不動産価格に反映されることに
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着目し，不動産価格が土地や住宅の性質だけでなく周辺環境などの特徴ベクトル(束)で表

現してそれぞれの特徴の不動産価格形成に与える貢献度を定量化する分析方法であり，価

格情報が観察されない非市場財の価値を計測するために有力な分析手法として多くの研究

に活用されてきた(金本・中村・矢澤(1989))。  

ヘドニックアプローチの有効性を担保する根拠のひとつは，共変量ベクトルに含める変

数リストを経済理論から導出できることにあると言える。ヘドニック回帰モデルは個人の

効用 大化から導出される需要関数と土地所有者の利潤 大化から導出されるオファー関

数の均衡として定式化される。ヘドニック回帰モデルに含まれる変数は個人の効用関数に

含まれるその土地が持つ様々な属性の束であり，ある土地の周辺に公共サービスが提供さ

れていたり，その土地への政策介入があった場合，それらを個人の効用に影響を与える財

として効用関数に含めることで，需要関数に反映され，一般均衡の帰結としてヘドニック

回帰モデルに現れる。このモデルの回帰係数は個人の支払い意思額として解釈されるため，

政府の資産たる公共施設やインフラ，各種土地政策の評価としてヘドニックアプローチに

基づく回帰分析が重用されてきた。例えば用途別容積型地区計画制度と街並み誘導型地区

計画制度を併用した地区計画策定の効果を計測した和泉(1998)や，容積移転による歴史的

環境保全と土地高度利用の双方を実現したプロジェクトが周辺に及ぼした効果について検

証した保利・片山・大西(2008)，地震に関する危険度を分析した山鹿・中川・齊藤(2002)，

推定手法の精緻化という観点からは近隣外部性を考慮した清水(2008)，空間的自己相関と

不均一分散を考慮した隅田・藤沢(2011)など枚挙に暇がないほどに広く活用されている分

析手法である。  

 

第2項 ヘドニックアプローチの理論的基礎  

ヘドニックアプローチは Rosen(1974)によって理論的基礎が展開された。そこでは，ある

様々な性質を持つ財(異質財)の価値は，その財が持つ効用に作用する複数の特徴によって

決まる，というヘドニック仮説を基礎とし，観測される財の価格とそれらの特徴の量によ

って，暗示的(implicit)な価格が定義できるとする。この暗示的な価格をヘドニック価格と

呼ぶ。  

ここで Rosen(1974)に依拠して，ヘドニック価格モデルの経済学的根拠を整理する。ヘド

ニック価格は分析対象となる異質財に関する供給者と需要者の各々の 適化行動および市

場の clearing condition(供給量=需要量)から導出される。まずある異質財の市場を想定する。

その財は𝑛𝑛個の性質を持ち，性質ベクトルを𝑧𝑧 = (𝑧𝑧1, 𝑧𝑧2, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛)と表す。𝑧𝑧の各要素は客観的に

計測可能であり，また市場には十分な量の財が流通しているため，いかなる𝑧𝑧の組み合わせ
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も連続的に変化すると想定する。簡単化のために中古市場は想定しない。各財は市場で独

自の価格をもち，それらは性質ベクトル𝑧𝑧に関して特定の(固定された)価値を有する。した

がって，財市場では価格と性質ベクトルについての価格関数𝑝𝑝(𝑧𝑧) = 𝑝𝑝(𝑧𝑧1, 𝑧𝑧2, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛)が暗示的

(implicit)に顕示されている，ということができる。この価格関数は消費者あるいは生産者

のヘドニック回帰モデルと一致しており，例えば他の銘柄(ブランド)と比較しながら買う

ものを決定した後に得られる価格である。また，もし同じ性質の組み合わせが異なる価格

で販売されていたとしたら，消費者は価格の低い方を選択するとする。言い換えれば，誰

が販売者か，ということは購買の意思決定には影響しないことを仮定する。意思決定に与

えるのは，あくまでもその財の持つ性質であることが仮定されている。また𝑝𝑝(𝑧𝑧)は二階微

分が可能であるという条件を課す。  

消費者はある特定の性質ベクトル𝑧𝑧をもつ財を一つ購入すると想定する。消費者の効用

関数を𝑈𝑈(𝑥𝑥, 𝑧𝑧1, 𝑧𝑧2, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛)とする。ここで𝑥𝑥は，消費者が消費するその他のすべての財ベクトル

であり価格が 1 のニュメレールである 21。所得を𝑦𝑦とすると，予算制約は𝑦𝑦 = 𝑥𝑥 + 𝑝𝑝(𝑧𝑧)と表

すことができる。このときの消費者は以下の予算制約付き効用 大化によって消費選択を

行っている：  

 

max
𝑥𝑥,𝑧𝑧

𝑈𝑈(𝑥𝑥, 𝑧𝑧1, 𝑧𝑧2, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛) 

𝑠𝑠. 𝑡𝑡. 𝑦𝑦 = 𝑥𝑥 + 𝑝𝑝(𝑧𝑧) 
(2-10) 

 

この 適化問題の１階の条件式から，以下の限界代替率に関する等式が得られる：  

 

𝜕𝜕𝑝𝑝
𝜕𝜕𝑧𝑧𝑖𝑖

= 𝑝𝑝𝑖𝑖 =
𝑈𝑈𝑧𝑧𝑖𝑖
𝑈𝑈𝑥𝑥

 , 𝑖𝑖 = 1, … ,𝑛𝑛 (2-11) 

 

ここで𝑝𝑝𝑖𝑖は追加的な𝑧𝑧𝑖𝑖の消費に支払われる限界価格とニュメレール財の限界価格との比

率になっており，ニュメレール財の価格を１にしていることから財𝑧𝑧𝑖𝑖の限界価格と一致し

ている。 適消費は， も好ましい性質の組み合わせを実現している異質財を購入するこ

とで達成される。  

つぎに空間的な要素を考慮に含めるための設定を行う。すなわち立地地点に応じて移動

(輸送)費用が変化するために異質財に対する支払意思額が変化する。この支払意思額は一

                                                        
21 𝑧𝑧を中間財とみなして，それらを使って消費者自ら新たな自己消費のための財を生産するということ

もありうるが，簡単化のために無視する。  
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般的には外生的に与えられる効用水準𝑢𝑢と所得水準𝑦𝑦に依存すると考えられる。この異質財

に対する支払意思額を表す関数を付け値関数(bid function)とよび，𝜃𝜃(𝑧𝑧1, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛;𝑢𝑢,𝑦𝑦)と表す。

空間的な裁定(arbitrage)が働くことから，立地に関わらず効用水準は一定とすると，消費者

は以下のような間接効用関数を持つ：  

 

𝑈𝑈(𝑦𝑦 − 𝜃𝜃, 𝑧𝑧1, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛 ) ≡ 𝑢𝑢 (2-12) 

 

すなわち，異質財𝑧𝑧および(ニュメレールに支払える額の)金銭に関する無差別曲線(平面)を

表している。消費者は，この効用水準𝑢𝑢を維持するように付け値を変化させる。(2-12)の間

接効用関数を微分することで以下を得る：  

 

𝜃𝜃𝑧𝑧𝑖𝑖 =
𝑈𝑈𝑧𝑧𝑖𝑖
𝑈𝑈𝑥𝑥

 (2-13) 

 

これは，財の性質𝑧𝑧𝑖𝑖の暗示的な価格が𝑧𝑧𝑖𝑖と金銭の限界代替率になっていることを示す。すな

わち特定の効用水準と所得水準が与えられたときに消費者が追加的な１単位の𝑧𝑧𝑖𝑖に対して

置く価値の大きさである。  

消費者は効用が 大になるように付け値を変化させ， 適な消費量が𝑧𝑧∗である場合，支

払意思額と市場価格が一致する点，つまり𝜃𝜃(𝑧𝑧∗;𝑢𝑢∗,𝑦𝑦) = 𝑝𝑝(𝑧𝑧∗)および𝜃𝜃𝑧𝑧1(𝑧𝑧1∗;𝑢𝑢∗,𝑦𝑦) = 𝑝𝑝(𝑧𝑧1∗)のと

きに効用は 大化される。また所与としていた効用水準と所得水準の異なるタイプの消費

者を導入することにより，財ベクトル𝑧𝑧に対する付け値関数も変化する。このことを図示し

たのが図 2-1 である。簡単化のために異質財の１番目の性質𝑧𝑧1に対する需要量を変化させ，

その他の性質に対する需要量は一定であるとする。このとき，消費者 1 が市場で取引を行

う結果実現する取引量と価格の組み合わせは𝑓𝑓1である。また異なる消費者 2 が同様に実現

させる取引は𝑓𝑓2で決まる。ここでは消費者 2 のほうが𝑧𝑧1に対してより高い付け値を提示し

ていると言える。市場に参加するすべての消費者に関して同様の付け値関数を描くことが

でき，市場価格関数𝑝𝑝(𝑧𝑧)は，結果としてすべての消費者の付け値関数の包絡線として表現

される。  
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市場価格は消費者と生産者の相互作用で決まるため，生産者側の意思決定も考慮する必

要がある。生産者の生産量の決定と提示する価格(オファー価格)についても消費者の付け

値関数と同様に，目的関数の 適化から描写することができる。ここでは簡単化のため，

各企業は競争的であると想定する。また結合生産は考えない，つまり工場間の費用のスピ

ルオーバーや共同での生産などを考慮せず，各工場は特定の財の生産に特化している状況

のみを考える。𝑀𝑀(𝑧𝑧)を𝑧𝑧ベクトルの性質をもつ財の生産量とする。生産にかかる総コストは

𝐶𝐶(𝑀𝑀, 𝑧𝑧;𝛽𝛽)として表すことができる。ここで𝛽𝛽は要素価格や技術水準など生産行動を決定づ

けるパラメータである。すなわち生産コストは財の性質，技術および総量で決まる，とす

る。このとき各工場の生産量は以下の 適化行動によって決定される：  

 

max
𝑀𝑀,𝑧𝑧

𝑀𝑀𝑝𝑝(𝑧𝑧)− 𝐶𝐶(𝑀𝑀, 𝑧𝑧1, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛) (2-14) 

 

このとき𝑧𝑧の単位あたり収入は，市場価格関数𝑝𝑝(𝑧𝑧)の implicit 価格関数として与えられる。

ここで消費者の設定と同様に利潤 大化の一階の条件から，企業側の提示希望価格(オファ

ー価格関数)𝜙𝜙(𝑧𝑧1, … , 𝑧𝑧𝑛𝑛;𝜋𝜋,𝛽𝛽)を得ることができる。これは生産量が 適に決まったときに，

一定の利潤𝜋𝜋を維持するために 大受け入れられる財の単価を示唆している。  

一定の利潤を維持する前提で 適な 𝑧𝑧∗が選択されたとき，オファー価格関数から

𝜙𝜙(𝑧𝑧∗;𝜋𝜋∗,𝛽𝛽) = 𝑝𝑝(𝑧𝑧∗)および  𝜙𝜙(𝑧𝑧𝑖𝑖∗;𝜋𝜋∗,𝛽𝛽) = 𝑝𝑝(𝑧𝑧𝑖𝑖∗)が得られる。消費者のケースとは逆に，企業の

オファー価格は市場価格関数に上から接するようになる。これは同じ量の𝑧𝑧𝑖𝑖を生産する場

合，価格が上がるほど利潤もあがるためである(中村(1992))。また技術水準および利潤によ

って工場ごとにオファー価格関数は変わってくる。これを図示したのが図  2-2 である。  

図 2-1 異質財の性質に対する支払意思額と取引価格の関係  
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工場 1 のほうが𝑧𝑧1についてはより少ない量で生産したほうがよい技術水準を持っている

と考えられる。消費者のケースと同様に，市場に参加しているすべての生産者についてオ

ファー価格関数を描写することができ，その包絡線として市場価格関数が得られる。  

以上の議論から，消費者の 適化行動と生産者の 適化行動を付け値関数とオファー価

格にそれぞれ還元し，それぞれの関数の包絡線が市場価格関数と一致することが示された。

言い換えれば，ヘドニック価格関数が，異なる機能のベクトルとして考えた財がもつ性質

ごとの価値を表しうることを，ミクロ経済学の理論的基礎づけによって示された。  

 

第3項 ヘドニックアプローチの課題  

ただし金本・中村・矢澤(1989)でも指摘されているように，実証の段階ではヘドニックア

プローチは多くの課題を抱える。とくにデータとして得られる価格情報は基本的には市場

価格であり，付け値価格あるいはオファー価格ではない。単純に価格を財の性質に回帰さ

せてしまうと，その価値を過大評価することになる。またヘドニックアプローチによって

便益を正確に推定する場合には，いくつかの条件が満たされていなければならない。  

同論文によれば，ヘドニックアプローチ適用の条件は大きく理論的条件と統計的条件に

分けることができる(表  2-1 参照)。理論的条件とは，ヘドニックアプローチが依拠する資

本化仮説の有効性の問題であり，非市場財の便益が不動産価格に完全に帰着するかどうか

図 2-2 オファー価格関数と市場価格関数の関係 
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を問うものである。もう一方の統計的条件とはパラメータをバイアスなく推定するための

諸条件に関する問題であり，多くの場合は不動産価格を説明するために多数の変数を含め

る必要性から生じる多重共線性の問題，あるいはコントロールすべきと考えられる変数が

得られないという欠落変数から生じる内生性の問題である。  

 

表 2-1 ヘドニックアプローチによる価格関数の推定の諸条件  

理論的条件  1. 地域間の移動が自由で移動コストがかからない 
2. 土地市場は競争的でなければならない  
3. 環境条件の改善は，経済全体の価格体系を変化させるほど大きいも

のではない。  
4. 料金徴収される非市場財の場合には，料金収入を考慮に入れなけれ

ばならない。  
5. 標本に含まれるのは，比較的同質な個人であること。  
6. 将来大きな投資が想定されるような地区をデータに極力含めない。 

統計的条件  1. データの入手可能性  
2. 共変量の利用可能性  
3. 関心のある変数の変動  
4. 多重共線性  
5. 限定的な効果の範囲  

(出所) 金本・中村・矢澤(1989)を基に筆者作成  

 

第4項 小括  

ヘドニックアプローチに基づく政策評価はこれまでにも有用な分析ツールであったし，

今後もその重要性は変わらないだろう。本稿の第 3 章では，企業の費用 小化行動からオ

フィス賃料関数を導出した八田・唐渡(1999)のヘドニックモデルを参考に，東京特別区に

おける交通投資がもたらす集積の経済の効果を分析する。しかしながら，前節における説

明にあったように政策の結果として生じた因果効果(あるいは処置効果)を分析するために

はいくつかの仮定を乗り越えねばならず，近年の因果推論の計量経済学への応用が進んだ

ことにより，従来型のヘドニック回帰モデルと因果推論手法の融合的な手法を用いた研究

(Banzhaf(2015)，Kuminoff and Pope(2014)など)も進んでいる。第 5 章では，ヘドニックアプ

ローチによって工場立地規制の住宅価格に与える影響を分析するが，規制の割り当てが，

ある決定変数の特定の値(閾値)によって政策の割り当てが決定される場合に，閾値周辺の

個体をサンプルとして抽出して比較する回帰不連続デザインを応用して政策効果の推定を

試みている。  
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第4節 操作変数法(Instrumental Variables Method; IVM) 

 本節では，計量経済学の分野で開発され発展してきた因果効果の推定方法のひとつであ

る操作変数法について論じる。経済学を含む多くの社会科学の実証研究において直面する

内生性の問題に有効に対処できる手法として，操作変数推定量の性質に関する理論的考察

と同手法を用いた実証研究は膨大な蓄積がなされている。しかし操作変数法については，

その識別の鍵となる操作変数の利用可能性に困難がある場合が多く，因果効果の代替的な

推定手法として近年統計的因果推論手法に即した手法が多く取り入れられるようになって

いる。本稿でも後者の手法に着目して論じているため，本節では操作変数法の概要および

推定方法を簡潔に論ずるに留める。  

 

第1項 操作変数法のモチベーション  

 経済学の文脈においてしばしば問題にされてきたのが，取引量と価格の同時決定の問題

である。一般に原因(𝑥𝑥)に対して結果(𝑦𝑦)が想定される場合，𝑦𝑦 𝑜𝑜𝑛𝑛 𝑥𝑥の回帰分析により，原因

変数𝑥𝑥の変化が結果変数𝑦𝑦に対してどの程度の影響を与えているか(すなわち限界効果)を線

形関数の傾き(�̂�𝛽)として把握できる。しかし，ある財(𝐺𝐺)の価格(𝑝𝑝)の変化が需要量(𝑄𝑄𝑑𝑑)にどの

程度の影響を与えているかを知りたい，すなわち需要関数を推定したいときに，取引量が

𝑄𝑄として観測されているとすると，𝑄𝑄 𝑜𝑜𝑛𝑛 𝑝𝑝で回帰分析して得られる線形関数の傾きは，需要

関数の傾き(�̂�𝛽𝑑𝑑)として単純に解釈することはできない。なぜならば取引量𝑄𝑄と価格𝑝𝑝は，財

𝐺𝐺に対して異なる目的関数を持つ 2 つの主体(需要者と供給者)の相互作用によって同時に

決まっているためである。したがって，観測されている𝑝𝑝と𝑄𝑄の組み合わせは時間とともに

移動する需要関数と供給関数の単なる交点を示しているだけであり，2 つの観測データだ

けでは，価格の変化という原因に対する需要者の反応(すなわち需要関数)という結果を 2

変数の回帰分析で取り出すことはできない。  

上記のような状況を架空の財の取引量と価格データを用いてグラフで示したのが図 2-3

である。左図をみると価格が上昇すると取引量も増えているように見える。一般的に価格

と量の正の関係は供給曲線を表していると考えられるかもしれないが，観測データが示し

ているのはあくまで需要曲線と供給曲線が交わる均衡点であるため，右図のようにすべて

の観測値の背後には２本の曲線が隠されていると考えるべきである。 

 



31 

 
 

 もちろん図  2-3 左図のように観測値が 1 本の供給曲線の上をなぞっている可能性はあ

る。この場合，あくまで観測値は需要曲線と供給曲線の交点として実現しているはずなの

で，観測時点(あるいは地点)で供給曲線はまったく同じであり，需要曲線だけが何らかの

要因で上下した結果として観測されたと考える必要がある(図 2-4 左図)。しかしながら供

給曲線が標本内では常に固定されていると先見的に想定できる妥当な理由付けがない限り

は，上記の理由によって取引量を価格に回帰して得られた係数が供給曲線の傾きを表して

いると解釈することはできない。なぜならば，図 2-4 右図のように実際には回帰係数とは

異なる傾きの供給曲線が背後に隠されているかもしれないからである。  

 

 
  

しかしながら，図  2-4 左図は供給曲線の推定について重要な示唆を含んでいる。すなわ

ちある時点(あるいは地点)の供給曲線に固定する状況が作り出せれば，需要曲線だけをシ

フトさせる変数(例えば所得など，需要関数をシフトさせるが供給曲線には影響はないと考

図 2-3 価格と取引量のデータプロット  

図 2-4 観測データと供給曲線の関係  
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えられる変数)を導入することで実現する値は，供給曲線上をたどっているはずである(図 

2-5 参照)。この片方の関数だけに含まれる変数を動かすことによってもう一方の関数を推

定する方法は Wright(1928)によって開発され，のちにこの変数が操作変数 (Instrumental 

Variable)と呼ばれるようになった(Angrist and Pischke(2009))。  

 

 

  

同時方程式に含まれる関数の操作変数を用いた推定方法は以下のように定式化される。

まず 2 つの関数を以下のように表す：  

 

𝑄𝑄𝑠𝑠 = 𝛼𝛼0 + 𝛼𝛼1𝑃𝑃 + 𝜀𝜀 (2-15) 

𝑄𝑄𝑑𝑑 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝑃𝑃 + 𝛽𝛽2𝐼𝐼 + 𝑢𝑢 (2-16) 

 

ここで𝑄𝑄𝑠𝑠は供給量を，𝑄𝑄𝑑𝑑は需要量を表すとする。経済学では取引量は需要曲線と供給曲線

の交点で決まると考えるから，取引量は必ず𝑄𝑄𝑠𝑠 = 𝑄𝑄𝑑𝑑の条件下で観測されている。これを均

衡条件と呼ぶ。また需要曲線のみに含まれる𝐼𝐼は需要曲線のみ影響する変数であり，ここで

は仮に所得とする。  

均衡条件から𝑄𝑄𝑠𝑠 = 𝑄𝑄𝑑𝑑 = 𝑄𝑄とすると，𝑄𝑄と𝑃𝑃については両方の式に含まれている。こうした

分析上想定している方程式体系の中で値が決まる変数を内生変数と呼び，一方，𝐼𝐼のよう片

方の式にしか含まれず値は外生的に与えられると考える変数を外生変数と呼ぶ。分析者の

関心が(2-15)の推定にあるとして，観測される𝑄𝑄を𝑃𝑃に回帰させて得られるパラメータは(2-

15)と(2-16)のどちらに関係するものであろうか。一般に価格があがれば供給者は供給量を

図 2-5 操作変数による供給曲線の識別  
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増やすものと想定される。供給曲線と呼ばれる生産者の行動を定式化した関数を現実の取

引データから推定しようとするならば，需要関数と供給関数からなる均衡モデルを想定す

る必要があり，均衡モデル下で供給関数を推定(価格に対する供給量の反応として表される

パラメータ𝛼𝛼1の推定)するには，取引量𝑄𝑄は需要関数の動きも反映されているということを

考慮しなくてはならない，ということである。 

均衡モデルにおける内生変数である価格𝑃𝑃は(2-15)と(2-16)および均衡条件𝑄𝑄𝑠𝑠 = 𝑄𝑄𝑑𝑑から以

下のように変形することができる：  

 

𝑃𝑃 = −
{(𝛼𝛼𝑜𝑜 − 𝛽𝛽0) + 𝛼𝛼2 − 𝛽𝛽2𝐼𝐼 + (𝜀𝜀 − 𝑢𝑢)}

𝛼𝛼1 − 𝛽𝛽1
 (2-17) 

 

すなわち価格は𝑃𝑃 = 𝑓𝑓(𝜀𝜀,𝑢𝑢)として，誤差項である供給関数や需要関数の外生ショックの関数

として表現することができる。言い換えると，価格は誤差項と相関をもつ変数であること

がわかる。 小二乗推定量として得られる線形回帰関数のパラメータが一致性を持つため

には説明変数と誤差項に相関がないという条件(直交条件)が必要である。より直観的には，

取引量と価格の関係から供給関数を表す回帰モデル𝑄𝑄 = 𝛾𝛾0 + 𝛾𝛾1𝑃𝑃 + 𝑣𝑣の誤差項には，需要関

数に影響を与えるショック項𝑢𝑢も含まれており，需要関数が何らかの影響で動いてしまう

と供給者の反応以外の理由によって価格も変化してしまう，ということである。この説明

変数と誤差項の相関によって推定量にバイアスが生じる問題を内生性と呼ぶ。  

 均衡モデルにおける内生性の問題は，需要関数を動かすような影響を誤差項から取り出

し，分析上で操作できれば，供給関数と誤差項が相関しない状況，すなわち図  2-5 のよう

に供給関数を固定した状況を作り出したうえで，需要関数を操作することができれば，そ

の結果として観測される値は供給関数をたどっているということができる。上記の均衡モ

デルでは所得水準𝐼𝐼は価格と相関する(所得の増加は需要関数を上方へシフトさせ，価格を

引き上げる効果を持つ)一方，供給者の行動には影響を与えないと考えられる。このとき，

はじめに価格を所得水準に回帰させて，所得水準から予測される価格𝑃𝑃�を得る。この𝑃𝑃�は所

得以外の影響からは独立した変動をもつ価格変数として得ることができる，言い換えれば

𝑃𝑃�と𝜀𝜀は相関がない状況が作り出せている。この所得の変動により予測された価格𝑃𝑃�に取引

量𝑄𝑄を OLS で回帰させて得られた回帰係数は𝛼𝛼1の一致推定量になっている。  

 

第2項 操作変数法による因果効果の識別  

 操作変数法は上記のような同時方程式体系の中で発明され発展されてきたが，内生性の
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問題にうまく対処できる方法であるとして，近年では欠落変数や観測値の測定誤差など

様々な内生性の問題 22に応用されている。本項では操作変数法をフォーマルに定式化する。

まず以下の線形回帰モデルが関心のあるモデルであるとする：  

 

𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝐱𝐱𝐢𝐢′𝜷𝜷+ 𝜀𝜀𝑖𝑖 (2-18) 

 

 この回帰モデルを 小二乗法 (OLS)で推定した場合に得られる推定量𝜷𝜷が不偏性及び一

致性を持つためには，少なくとも誤差項の説明変数による条件付き期待値が 0(𝐸𝐸(𝜀𝜀𝑖𝑖|𝐱𝐱𝑖𝑖) = 0)

であるという仮定が必要である。  

 

𝐸𝐸(𝜀𝜀𝑖𝑖|𝐱𝐱𝑖𝑖) = 𝜂𝜂𝑖𝑖 (2-19) 

 

つまり誤差項には説明変数に関するいかなる情報も含まれていない，より直観的に表現す

れば誤差項と説明変数の間には相関関係がないことが条件ということになる。  

 

𝐸𝐸(𝐱𝐱𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖) = 𝛾𝛾 (2-20) 

 

前項で論じた供給関数の価格と誤差項の間には，均衡モデルにおける需要関数の影響を

含んだ誤差項である結果，価格と誤差項に相関関係が生じており，これを内生性と呼んだ

が，この状況は本項の設定と同様に考えることができる。  

 推定量の不偏性は，推定量の期待値をとったときに真のパラメータと一致することで定

義されるが，式(2-19)のとき，OLS 推定量の不偏性は以下のように成立しなくなる：  

 

𝐸𝐸(𝐛𝐛|𝐗𝐗) = 𝐸𝐸((𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏 𝐗𝐗′𝒚𝒚) 

= 𝐸𝐸 �(𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′(𝐗𝐗𝜷𝜷+ 𝜺𝜺)� 

= 𝐸𝐸((𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝐗𝐗𝜷𝜷+ (𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝜺𝜺) 

= 𝜷𝜷 + 𝐸𝐸((𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝜺𝜺) 

= 𝜷𝜷 + (𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝜼𝜼 ≠ 𝜷𝜷 

 

また同様に，標本サイズを無限に大きくしたときに推定量が漸近的に真のパラメータと一

                                                        
22 操作変数法で対処される内生性のリストは例えば Greene(2012) Chapter8 などを参照。  
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致する性質である一致性についても，以下のように成立しなくなる 23： 

 

plim 𝐛𝐛 =  plim �(𝐗𝐗′𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′(𝐗𝐗𝜷𝜷+ 𝜺𝜺)� 

= 𝜷𝜷 + plim�
𝐗𝐗′𝐗𝐗
𝑛𝑛
�
−1

plim�
𝐗𝐗′𝜺𝜺
𝑛𝑛
� 

= 𝜷𝜷 + 𝐐𝐐𝐗𝐗𝐗𝐗−1𝜸𝜸 ≠ 𝜷𝜷 

 

 ここで前項で議論したような，「内生変数に相関はあるけれども誤差項には相関のない」

変数𝐳𝐳𝑖𝑖があるとする 24。  

 

仮定 IV.1 (直交条件) 操作変数𝐳𝐳𝒊𝒊は内生変数に相関し誤差項に相関しない  

𝐸𝐸(𝐱𝐱𝑖𝑖𝐳𝐳𝑖𝑖) ≠ 0 かつ𝐸𝐸(𝐳𝐳𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖) = 0 (2-21) 

 

なお，操作変数𝒛𝒛𝒊𝒊は誤差項と相関しないという条件は言い換えると，誤差項には含まれず，

アウトカムの直接的な説明変数ではなく，あくまで内生変数との共変をつうじてのみ，ア

ウトカムに影響を与える。これを除外制約(exclusion restriction)と呼ぶ。𝒛𝒛𝑖𝑖を操作変数とし

て以下の推定量を導く： 

 

𝐛𝐛𝐈𝐈𝐈𝐈 = (𝐙𝐙′𝐗𝐗)−1𝐙𝐙′𝒚𝒚 (2-22) 

 

ここで𝐙𝐙は内生変数を操作変数に置き換えた説明変数ベクトルである。 

 この推定量を操作変数(IV)推定量と呼び，アウトカム変数との共分散と，内生変数との

共分散の比になっている。この IV 推定量はどのような性質を持つだろうか。まず変数𝐳𝐳𝑖𝑖は

定義的に𝐸𝐸(𝐳𝐳𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖) = 0であることから，以下のような性質を持つ：  

 

plim �
𝐙𝐙′𝜺𝜺
𝑛𝑛
� = plim �

𝐙𝐙′(𝒚𝒚 − 𝐗𝐗𝜷𝜷)
𝑛𝑛

� = plim �
𝐙𝐙′𝒚𝒚
𝑛𝑛
� − plim �

𝐙𝐙′𝐗𝐗𝜷𝜷
𝑛𝑛

� = 𝟎𝟎 (2-23) 

 

式(2-23)の 左辺と 3 番めの辺を用いて以下を得る：  

                                                        
23 内生変数がモデルに一つでも含まれるとき，その他のすべての外生変数のパラメータの OLS 推定量

もバイアスを持つことが知られており，smearing(不鮮明化)効果と呼ばれる(Greene(2012))。  
24 𝐳𝐳𝑖𝑖のこの性質は，説明変数とは相関があるもののモデルには入らないことから除外制約と呼ばれる。  
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plim �
𝐙𝐙′𝜺𝜺
𝑛𝑛
� = plim �

𝐙𝐙′𝒚𝒚
𝑛𝑛
� − plim �

𝐙𝐙′𝐗𝐗𝜷𝜷
𝑛𝑛

� 

plim �
𝐙𝐙′𝒚𝒚
𝑛𝑛
� = �plim �

𝐙𝐙′𝐗𝐗
𝑛𝑛
��𝜷𝜷 + plim �

𝐙𝐙′𝜺𝜺
𝑛𝑛
� 

plim �
𝐙𝐙′𝒚𝒚
𝑛𝑛
� = �plim �

𝐙𝐙′𝐗𝐗
𝑛𝑛
��𝜷𝜷 

�plim �
𝐙𝐙′𝐗𝐗
𝑛𝑛
��

−1

plim �
𝐙𝐙′𝒚𝒚
𝑛𝑛
� = 𝜷𝜷 

(2-24) 

 

ここで式(2-22)の IV 推定量は(2-24)の標本対応になっている。すなわち式(2-22)として求め

られる推定量は真のパラメータの一致推定量になっていることがわかる。標本が十分に大

きいときには操作変数を用いることで内生性の問題を考慮した一致推定量を得ることがで

きる。なお，(2-24)の 後の式変換が成立するには𝐙𝐙′𝐗𝐗の逆行列の存在を仮定している点 25

には注意が必要である。 

ここで，想定される内生変数の数(𝐾𝐾 )と得られる操作変数の数(𝐿𝐿 )が同じ(𝐾𝐾 = 𝐿𝐿 )とき，モ

デルは「丁度識別される」と言い，𝐙𝐙′𝐗𝐗は正方行列となることから，逆行列が存在しうる。

一方，内生変数よりも多い操作変数が得られる(𝐾𝐾 < 𝐿𝐿 )場合は「過剰識別される」と言う。

識別のためには内生変数と同じ数である必要があり，例えば適当な操作変数を𝐾𝐾個選ぶこ

とも考えられるが，例えばこの後に説明する 2 段階 小二乗法を用いることで，すべての

操作変数の情報を使った上で IV 推定量を得ることができる。また，内生変数よりも少な

い操作変数しか得られない場合，パラメータは識別されない。  

 

第3項 操作変数法によるパラメータの推定方法  

 IV 推定量の推定にあたっては 2 段階 小二乗法(2SLS)や一般化モーメント法(GMM)を

用いられることが一般的である。ここでは 2SLS による IV 推定について整理する。まず説

明変数ベクトル𝐱𝐱𝑖𝑖は𝐾𝐾個の内生変数を含むベクトル𝐱𝐱1𝑖𝑖と𝑅𝑅個の外生変数を含むベクトル𝐱𝐱2𝑖𝑖

で構成されているとする。また𝐿𝐿個の操作変数ベクトル𝐳𝐳1𝑖𝑖があり，内生変数の代わりに操

作変数で置き換えた説明変数ベクトルを 𝐳𝐳𝑖𝑖とする。つまり 𝐱𝐱𝑖𝑖 = (1, 𝐱𝐱1𝑖𝑖 , 𝐱𝐱2𝑖𝑖)および 𝐳𝐳𝑖𝑖 =

(1,𝐳𝐳1𝑖𝑖 , 𝐱𝐱2𝑖𝑖)であり，丁度識別ないしは過剰識別の状況(𝐾𝐾 ≤ 𝐿𝐿)にあるとする。  

(2-22)を推定するためには𝐙𝐙′𝐗𝐗の逆行列を得られる必要があったが，𝐾𝐾 < 𝐿𝐿のとき逆行列が

                                                        
25操作変数法による母数の識別のための一般的な仮定については Greene(2012) Chapter8 に A.I.3 及び

A.I.7～9 としてまとめられている。  
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得られない。このとき，定義から𝐳𝐳𝑖𝑖に含まれる操作変数は内生変数𝐱𝐱1𝑖𝑖と相関があり，誤差

項𝜀𝜀𝑖𝑖と相関はないことを利用し，1 段階目で内生変数𝐱𝐱1𝑖𝑖を操作変数と外生変数で構成され

る𝐳𝐳𝑖𝑖に回帰させ，その予測値ベクトル𝐱𝐱�1𝑖𝑖を得ると，各内生変数の変動のうち，操作変数お

よび外生変数ベクトルの変動だけで説明される変動だけを取り出すことができる。この内

生変数の操作変数および外生変数による予測値𝐱𝐱�1𝑖𝑖を𝐱𝐱1𝑖𝑖におきかえて 2 段階目の回帰を行

うことで得られる係数は真のパラメータの一致推定量となる。  

 上記をフォーマルに定式化する。まず 1 段階目の内生変数の操作変数及び外生変数への

回帰は以下のようになる：  

 

𝐱𝐱𝑖𝑖 = 𝒘𝒘𝐳𝐳𝑖𝑖 + 𝝂𝝂𝑖𝑖 (2-25) 

 

(2-25)を OLS 回帰により推定し，その予測値を𝐱𝐱�𝑖𝑖とする。ここで𝐱𝐱𝑖𝑖には外生変数として扱わ

れる説明変数ベクトル𝐱𝐱2𝑖𝑖も含まれているが，𝐳𝐳𝑖𝑖にも同様に含まれているため，その予測値

𝐱𝐱�2𝑖𝑖は𝐱𝐱2𝑖𝑖の値そのものである。係数ベクトルは𝒘𝒘 = (𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′𝐗𝐗であり，予測値は以下のよう

に表すことができる：  

 

𝐗𝐗� = 𝐙𝐙(𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′𝐗𝐗 

= 𝐏𝐏𝐳𝐳𝐗𝐗 
(2-26) 

 

ここで𝐏𝐏𝐳𝐳 =  𝐙𝐙(𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′であり，射影行列とも呼ばれる。(2-26)で得られた𝐗𝐗�を使って得られ

る回帰係数ベクトルは以下のようになる：  

 

�̃�𝐛 = �𝐗𝐗�′𝐗𝐗��−𝟏𝟏𝐗𝐗�′𝒚𝒚 

= �(𝐏𝐏𝐳𝐳𝐗𝐗)′𝐏𝐏𝐳𝐳𝐗𝐗�
−𝟏𝟏(𝐏𝐏𝐳𝐳𝐗𝐗)′𝒚𝒚 

= (𝐗𝐗′𝐏𝐏𝐳𝐳𝐗𝐗)−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝐏𝐏𝐳𝐳𝒚𝒚 

= {𝐗𝐗′𝐙𝐙(𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′𝐗𝐗}−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝐙𝐙(𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′𝒚𝒚 

(2-27) 

 

2 行目から 3 行目の展開は射影行列𝐏𝐏𝐳𝐳が冪等行列(𝐏𝐏𝐳𝐳′𝐏𝐏𝐳𝐳 = 𝐏𝐏𝐳𝐳)であることにより成立する。

𝒚𝒚 = 𝐗𝐗𝜷𝜷 + 𝜺𝜺より，この推定量の極限をとると以下のようになる：  
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plim �̃�𝐛 = plim[{𝐗𝐗′𝐙𝐙(𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′𝐗𝐗}−𝟏𝟏𝐗𝐗′𝐙𝐙(𝐙𝐙′𝐙𝐙)−𝟏𝟏𝐙𝐙′(𝐗𝐗𝜷𝜷+ 𝜺𝜺)] 

= 𝜷𝜷 + �plim�
𝐗𝐗′𝐙𝐙
𝒏𝒏
� �plim�

𝐙𝐙′𝐙𝐙
𝒏𝒏
��

−1

plim�
𝐙𝐙′𝐗𝐗
𝒏𝒏
��

−1

plim�
𝐗𝐗′𝐙𝐙
𝒏𝒏
� �plim�

𝐙𝐙′𝐙𝐙
𝒏𝒏
��

−1

plim�
𝐙𝐙′𝜺𝜺
𝒏𝒏
� 

(2-28) 

 

したがって，操作変数を用いた 2 段階 小二乗法によって得られる回帰係数は真のパラメ

ータの一致推定量である。また，𝐾𝐾 = 𝐿𝐿のとき，(2-27)の結果は(2-22)と一致する。  

 

第4項 操作変数法に関するいくつかの検定  

操作変数はいくつかの仮定に依拠して一致推定量がもたらされるため，それらをパラメ

ータの推定と併せて検定しておくことが望ましい。ここでは Greene(2012)を参考に 3 つの

検定(内生変数の内生性の検定，操作変数の外生性の検定，内生変数と操作変数の相関に関

する検定)について簡単に整理する。  

 

内生変数の内生性(Hausman 検定) 

まず，IV 推定量は OLS 推定量と比べて必ず効率性に劣る(分散が大きくなる)。したがっ

てもし想定している内生変数が内生性を持っていないとすれば，OLS 推定量のほうが望ま

しいことになる。これは OLS 推定値ベクトルである𝐛𝐛𝐎𝐎𝐎𝐎𝐎𝐎と IV 推定値ベクトルである𝐛𝐛𝐈𝐈𝐈𝐈の

乖離の二乗を分散の差で割ったハウスマン統計量がカイ二乗分布に従う性質を用い，

「𝐛𝐛𝐈𝐈𝐈𝐈 − 𝐛𝐛𝐎𝐎𝐎𝐎𝐎𝐎は差がない(ハウスマン統計量は 0)」という帰無仮説を検定するハウスマン検

定で行うことが一般的である。この帰無仮説は言い換えれば「関心ある𝐱𝐱1𝑖𝑖は外生変数であ

る」と言うことができる。  

 

操作変数の外生性(過剰識別検定) 

また，入手できた操作変数が誤差項と相関していないという条件(直交条件)の下，IV 推

定量は一致性という望ましい性質が担保されているが，直交条件が満たされていなければ

結局良い性質の推定量は得られない。この直交条件𝐸𝐸(𝐳𝐳𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖) = 0の成立を，操作変数の数が内

生変数の数よりも多いとき，すなわち過剰識別の状況にあるときであれば，過剰識別検定

によってテストすることができる。直観的には，直交条件の標本対応である
1
𝑛𝑛
∑ 𝒛𝒛𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1 に基

づいた Wald 統計量が 0 と統計的に違いがないかどうかを検定する。ただし実際上は𝜀𝜀𝑖𝑖は観

測されないため，2SLS の結果から得られた残差𝑓𝑓𝐼𝐼𝐼𝐼𝑖𝑖を代替的に用いて以下のような統計量

を計算する：  
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𝐦𝐦 =
1
𝑛𝑛
�𝒛𝒛𝑖𝑖𝑓𝑓𝐼𝐼𝐼𝐼𝑖𝑖

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

=
1
𝑛𝑛
�𝒛𝒛𝑖𝑖(𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝐱𝐱𝑖𝑖′𝐛𝐛IV)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 (2-29) 

 

この𝐦𝐦を用いて以下の自由度𝐿𝐿 − 𝐾𝐾のカイ二乗分布に従う Wald 統計量を構築する：  

 

χ2(𝐿𝐿 − 𝐾𝐾) = 𝐦𝐦′[Var(𝐦𝐦)]−1𝐦𝐦 (2-30) 

 

(2-30)によって求められた値が例えば 95%信頼係数(c-value)に収まっていれば，𝐦𝐦は 0 と

は有意に異ならない，すなわち直交条件である操作変数の外生性は満たされていると判断

することができる。ただし，丁度識別(𝐿𝐿 = 𝐾𝐾)である場合は，2SLS 推定量は IV 推定量と完

全に一致してしまうため，
1
𝑛𝑛
∑ 𝒛𝒛𝑖𝑖𝜀𝜀𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1 = 0が常に成り立ってしまうことがわかっている。ま

た過剰識別検定は，仮に操作変数の外生性という帰無仮説が棄却され，何らかの操作変数

に内生性が疑われる場合でも，𝐾𝐾個の操作変数の少なくとも１つは内生変数であるという

ことはわかるが，どの変数が内生変数かまでは特定できない弱点がある点には留意が必要

である(例えば末石(2015)などを参照)。  

 

弱操作変数(weak instrumental variables) 

後に「内生変数と相関する操作変数」という点について，問題点と提案されている検

出方法を整理する。内生変数の変動のうち，外生的な要因のみによって説明される部分を

操作変数によって取り出すことで，外生的な変動だけでパラメータを推定する状況を作り

出すのが操作変数法であった。言い換えると，操作変数がモデルに対して外生的であった

としても，モデルの内生変数が操作変数と十分に連動していなければ内生変数の外生的変

動を取り出すことはできない。内生変数と十分な相関がない操作変数を弱操作変数(weak 

IV)と呼び，近年は weak IV がもたらす問題にも注目が集まっている。  

Weak IV のひとつの大きな問題点は，効率性が非常に悪化してしまう点にある。内生変

数と操作変数がほとんど相関していないということは，𝐸𝐸(𝐗𝐗′𝐙𝐙) ≈ 0ということである。IV 推

定量の漸近分散は  

Asy. Var[𝐛𝐛𝐈𝐈𝐈𝐈] =
𝜎𝜎𝜀𝜀2

𝑛𝑛 ��
𝐗𝐗ʹ𝐙𝐙
𝑛𝑛
��

𝐙𝐙ʹ𝐙𝐙
𝑛𝑛
�
−1

�
𝐙𝐙ʹ𝐗𝐗
𝑛𝑛
��

−1

 

であり，分母にあたる部分の�𝐗𝐗
′𝐙𝐙
𝑛𝑛
�が限りなくゼロに近づくことによって分散は無限に発散

してしまう。その他にも 2SLS 推定量が OLS 推定量と変わらなくなってしまうなどいくつ

かの深刻な問題が指摘されている。このような状況が生じているかどうかを確かめるため
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の検定方法として，もし内生変数が 1 つであれば，2 段階の回帰のうち 1 段階目の内生変

数を操作変数ベクトルに回帰させたときの係数を F 検定し，少なくともいずれか一つは関

連があることを確かめる方法 26が提案されている。ただし内生変数が 2 つ以上ある場合に

はこの方法は使えず，また統一的に合意された検定方法はない(末石(2015))。  

 

第5項 小括  

以上をまとめると，内生変数が想定されるとき，内生変数と相関がありかつ誤差項と相

関のない操作変数が内生変数と同じ数以上(𝐾𝐾 ≤  𝐿𝐿)利用可能なとき，2SLS で得られる回帰

係数は一致推定量である，ということができる。  

 操作変数法による推定量が一致性を持つための条件は，操作変数が除外制約を満たすこ

とである。また内生変数との相関が十分あることも重要な要件となる。 操作変数法は計

量経済学が長らく関心を持ち続けてきた因果効果の推定に非常に大きな貢献を果たしてき

たものの，常に適切な操作変数の利用可能性に制約されてきた。近年の統計的因果推論手

法の計量経済学への応用の進展は，こうした操作変数の利用可能性による制約を緩和し乗

り越えるという背景があるだろう。  

 

第5節 差分の差法(Difference-in-Differences) 

本章第 2 節で整理した観測データによる平均処置効果の推定において構築した条件は無

視可能性(ignorability)および overlap の仮定であった。無視可能性の仮定によって，処置変

数に影響を与える共変量(あるいは交絡変数 confounders)を条件としたときに潜在アウトカ

ムと処置変数の間は統計的独立が成立(𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔|𝐱𝐱,𝑤𝑤 = 𝑔𝑔� = 𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔|𝐱𝐱� ≡ 𝜇𝜇𝑔𝑔(𝐱𝐱),𝑔𝑔 = 0, 1が成立)する。

また overlap の仮定によって，条件付き標本平均は潜在アウトカムの期待値と対応させる

ことができる(𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝐱𝐱,𝑤𝑤 = 𝑔𝑔) ≡ 𝑓𝑓𝑔𝑔(𝐱𝐱),𝑔𝑔 = 0, 1が成立する)。この２つの条件から平均処置効果

ATE は観測データから𝑓𝑓1(𝐱𝐱)−𝑓𝑓2(𝐱𝐱)の結果として得ることができる。  

しかしながら，無視可能性の仮定の下での処置効果の識別は，割当と潜在アウトカムの

統計的独立を満たす交絡変数をすべて含めることが前提であった。もし処置変数に影響を

与える交絡変数のうちいくつかは観測できない(unobservables が存在する)場合，どのよう

な条件下で処置効果は識別できるだろうか。このとき，観測できない交絡要因が「時間を

つうじて変化しない」と仮定できる場合，それらを考慮した処置効果を差分の差法

(Difference-in-Differences，以下 DID)による識別戦略によって推定することができる。  

                                                        
26 F 統計量が 10 を下回った場合，問題含みであるとされている(Greene(2012))。  
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第1項 Difference-in-Difference の定式化  

はじめに母集団モデルを考え，関心のあるアウトカムを𝑦𝑦𝑔𝑔𝑖𝑖𝑎𝑎とする。ここで𝑖𝑖は個体を，

𝑡𝑡 = (0, 1)は観測時点を表し，𝑡𝑡 = 0が処置前の時点，𝑡𝑡 = 1は処置後の時点を表す。また𝑔𝑔 =

(0, 1)は処置の有無を表し，𝑔𝑔 = 1のとき処置があったことを示す。また処置の割当変数𝑤𝑤 =

(0, 1)に関して，潜在アウトカム(𝑦𝑦0𝑖𝑖𝑎𝑎,𝑦𝑦1𝑖𝑖𝑎𝑎)との統計的独立を仮定する。すなわち潜在アウト

カムは処置の割当とは無関係に決まるとする。 

ある処置を受ける個体 (𝑤𝑤 = 1 )に関して政策の処置あるいはプログラムの参加の前後の

アウトカムが利用可能な場合，もっともシンプルな発想は，処置の前後のアウトカムの差

分(𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0)をとることによって処置効果を得られるというものである。あるいは，デー

タをパネルデータあるいは繰り返しクロスセクションデータとして利用可能な場合には，

処置を受ける個体のグループの平均値の差(𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0|𝑤𝑤 = 1))をとることによって処置群

への平均処置効果(ATT)が得られるとする。これらは事前事後分析(Pre-post analysis)などと

も呼ばれるが，本章第 2 節の処置効果のセットアップと同様の枠組みで考えることができ

る。ここでは処置を受ける個人(あるいは処置群)の，処置を受ける前の時点で観測された

アウトカム(𝑦𝑦0𝑖𝑖0)が，処置を受けた後の時点での処置を受けなかった反実仮想(𝑦𝑦0𝑖𝑖1)であると

いう仮定が置かれている。また，期待値によって表現する場合には 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖0|𝑤𝑤 = 1) =

𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖1|𝑤𝑤 = 1)とすることができる。  

以上の定式化を図示したのが図 2-6 である。政策の因果効果を識別するにあたって因果

推論の根本問題から，𝑡𝑡 = 1時点における𝑦𝑦0𝑖𝑖を観測できないために真の値を得ることはでき

ないが，ここでは𝑦𝑦0𝑖𝑖0 = 𝑦𝑦0𝑖𝑖1という仮定から以下のとおりに処置効果が識別されている：  

 

𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0 = 𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖1 

= (𝑦𝑦1𝑖𝑖 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖|𝑡𝑡 = 1) = 𝜏𝜏 
(2-31) 
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あるいは条件付き期待値関数による表現では，以下のようになる：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0|𝑤𝑤 = 1) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖1|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖0|w = 1) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖1|𝑤𝑤 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖1|𝑤𝑤 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 1, 𝑡𝑡 = 1)− 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 1, 𝑡𝑡 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 1, 𝑡𝑡 = 1) 

= 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 

(2-32) 

 

ここで式(2-31)及び式(2-32)から気づくことは，潜在アウトカム(𝑦𝑦1,𝑦𝑦0)と処置変数𝑤𝑤の統

計的独立だけでなく，時点の指標である𝑡𝑡とも独立しているという点である。形式的には，

𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�𝑤𝑤, 𝑡𝑡� = 𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�,𝑔𝑔 = (0, 1)を仮定している。すなわち，事前事後分析によって処置効果を

識別する際には，割り当てられるかどうかの他に，政策の前と後でも潜在アウトカムは同

じであるということを前提とされているといえる。  

上記の仮定はかなり強い仮定であり，政策やプログラムが関心をもつアウトカム変数は，

処置あるいは参加が無い場合でも，様々な要因によって時点ごとに変化している，すなわ

ち何らかの時間効果があることが一般的である。例えば所得ならば，職業訓練を受けてい

なくても毎年定期昇給によって給与が上がることがあるほか，景気変動などによって定期

(出所)筆者作成  

図 2-6 事前事後分析の概念図  
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的な変化以外に上下することもあるだろう。政策的処置によるアウトカムの変化(𝜏𝜏)と，時

間で変化する要因によるアウトカムの変化(𝜆𝜆𝑎𝑎)を事前事後分析では識別することができな

い。このことを図示したのが図 2-7 である。政策以外にアウトカムに影響を与える時間的

な要因がある場合には，観測された値の差分では政策効果と時間効果の混ざった変化量，

すなわち𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏しか計測されない。  

上記について定式化すると，まず𝑡𝑡 = 1時点での潜在アウトカムは，処置があった場合と

なかった場合としてそれぞれ𝑦𝑦1𝑖𝑖1, 𝑦𝑦0𝑖𝑖1と表すことができる。事前事後分析の識別条件は

𝑦𝑦0𝑖𝑖1 = 𝑦𝑦0𝑖𝑖0であったが，政策がない場合にも，様々な要因によってアウトカムは影響を受け

るから，一般的には𝜆𝜆𝑎𝑎 = 𝑦𝑦0𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0という時間効果によって先述の識別条件は成立しなくな

る。このとき𝑡𝑡 = 1時点での処置があった場合の潜在アウトカムは𝑦𝑦1𝑖𝑖1 = 𝑦𝑦0𝑖𝑖0 + 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏として

表すことができる。このとき観測できる処置前と処置後の値の差分は以下のようになる： 

 

𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0 = 𝑦𝑦0𝑖𝑖0 + 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0 

= 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏 

≠ 𝜏𝜏 

(2-33) 

 

 

 

図 2-7 時間効果が存在する場合に事前事後分析によって識別される効果  

(出所)筆者作成  
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したがって，政策効果𝜏𝜏のみを前後の差分からだけで取りだすことができない。同じことで

はあるが，平均処置効果の推定を条件付き期待値関数によって表現する場合は：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0|𝑤𝑤 = 1) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖0 + 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏 − 𝑦𝑦0𝑖𝑖0|𝑤𝑤 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏|𝑤𝑤 = 1) 

= 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 

≠ 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 

(2-34) 

 

となり，時間効果𝜆𝜆𝑎𝑎の影響によって，平均値の差分から得られる値は処置群における平均

処置効果とは異なる値しか得ることができない。処置個体あるいは処置群の処置前の値を

処置後の処置がなかった場合の反実仮想とするためには，時間効果がないという強い仮定

を置かない限りは識別できない。  

 前節でみたように，割り当てに関して観測できる交絡要因によって条件づけた際に割り

当ての効果が無視できるとする仮定(無視可能性)が成り立てば，この場合でも処置後の値

を用いて交絡要因によって影響をコントロールし，差分をとれば処置効果の識別が可能で

あった。それでは，この交絡要因が観測されないときに処置効果を識別することは可能で

あろうか。処置を受けた個体群と受けていない個体群からなるパネルデータが利用可能で，

かつ処置に影響を与える観測できない交絡要因が「時間で不変」という仮定が成り立つと

き，差分の差法(Difference-in-Differences，DID)によって得られる推定量が処置効果を与え

ることが知られている。 

以下で DID による処置効果の識別のセットアップを行う 27。まず条件付きアウトカムの

期待値を以下のように定式化する：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎 , 𝑡𝑡,𝑤𝑤𝑖𝑖𝑎𝑎) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐴𝐴𝑖𝑖 , 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎 , 𝑡𝑡) 

= 𝛼𝛼 + 𝛾𝛾𝐴𝐴𝑖𝑖 + 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆𝑎𝑎 
(2-35) 

 

ここで，𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎は観測できる共変量(交絡要因)，𝑡𝑡は個人間で差はない時点効果，𝑤𝑤𝑖𝑖𝑎𝑎は処置の有

無，𝐴𝐴𝑖𝑖は処置の割り当てに影響を与える観測できない交絡要因を表す。添字の𝑖𝑖，𝑡𝑡はそれぞ

れ個人と時点を示す。ここで注目すべきは𝐴𝐴𝑖𝑖の添字に𝑡𝑡がついていない，つまり観測できな

い交絡要因は個体ごとでは異なるけれども，各個体にとっては時間をつうじて変化しない

                                                        
27 ここでの差分の差法の説明は Angrist and Pischke(2011)に負っている。  
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とする仮定が追加されている。言い換えると，この仮定は時間効果(𝜆𝜆𝑎𝑎)は個体間で共通，す

なわち添字に𝑖𝑖がつかず，トレンドが平行であることを意味する。また，共変量数による条

件付き期待値関数が線形であることを仮定している。  

 

仮定 DID1：観測できない交絡要因は時間をつうじて不変である(平行トレンド)。  

 

また(2-35)の 1 行目の等号は𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎,𝐴𝐴𝑖𝑖 , 𝑡𝑡で条件づけられた潜在アウトカム𝑦𝑦0と処置変数𝑤𝑤の

統計的独立を意味し，前節における無視可能性(仮定 ATE1’)と同様の機能を果たす。さら

に，政策の因果効果が以下のように加法的であることを仮定する。  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦1𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐴𝐴𝑖𝑖 , 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎, 𝑡𝑡) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦0𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐴𝐴𝑖𝑖 , 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎, 𝑡𝑡) + 𝜏𝜏 (2-36) 

 

仮定 DID2：政策の因果効果は加法的である。 

 

 式(2-35)及び式(2-36)をもちいて，以下のように表現できる：  

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐴𝐴𝑖𝑖, 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎, 𝑡𝑡,𝑤𝑤𝑖𝑖𝑎𝑎) = 𝛼𝛼 +  𝛾𝛾𝐴𝐴𝑖𝑖 + 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏𝑤𝑤𝑖𝑖𝑎𝑎 

 

ただし，𝐴𝐴𝑖𝑖は観測されない時間で不変の変数のため，個体ごとの差異(個体効果)として切片

の差で表現することができ，以下のようになる：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐴𝐴𝑖𝑖, 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎, 𝑡𝑡,𝑤𝑤𝑖𝑖𝑎𝑎) = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏𝑤𝑤𝑖𝑖𝑎𝑎  𝑤𝑤ℎ𝑓𝑓𝑒𝑒𝑓𝑓 𝛼𝛼𝑖𝑖 ≡ 𝛼𝛼 + 𝛾𝛾𝐴𝐴𝑖𝑖 (2-37) 

 

 以上の要領で定式化したアウトカムの条件付き期待値は，処置の有無および時間の前後

の観点から，次の 4 つに分けることができる： 

 

表 2-2 処置の前後と有無の組み合わせによるアウトカムの条件付き期待値  

 𝑡𝑡 = 0(処置前) 𝑡𝑡 = 1(処置後) 

𝑤𝑤 = 0 

(処置無) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖0|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖0, 𝑡𝑡 = 0,𝑤𝑤 = 0) 

= 𝐸𝐸(𝛼𝛼𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 0) + 𝐱𝐱𝑖𝑖0′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆0 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖1|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑡𝑡 = 1,𝑤𝑤 = 0) 

= 𝐸𝐸(𝛼𝛼𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 0) + 𝐱𝐱𝑖𝑖1′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆1 

𝑤𝑤 = 1 

(処置有) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖0|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖0, 𝑡𝑡 = 0,𝑤𝑤 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝛼𝛼𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 1) + 𝐱𝐱𝑖𝑖0′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆0 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖1|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑡𝑡 = 1,𝑤𝑤 = 1) 

= 𝐸𝐸(𝛼𝛼𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 1) + 𝐱𝐱𝑖𝑖1′ 𝜷𝜷+ 𝜆𝜆1 + 𝜏𝜏 
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ここで，個別効果の期待値𝐸𝐸(𝛼𝛼𝑖𝑖|𝑤𝑤 = 𝑔𝑔),𝑔𝑔 = 0, 1は，処置変数との統計的独立を仮定していな

い。個別効果に関して仮定しているのは，時間において不変という条件のみである。すな

わち処置群と対照群では無作為な割り当てがなされていない状況をある程度許容している。 

 ここから以下のように 2 回の差分をとる手続きを行う：  

 

【1 回目：群内における処置前後の差分】 

処置群および対照群の処置前後の差分はそれぞれ：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖1|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑡𝑡 = 1,𝑤𝑤 = 1)−  𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖0|𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑥𝑥𝑖𝑖0, 𝑡𝑡 = 0,𝑤𝑤 = 1) = Δ𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ Δ𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏  (2-38) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖1|𝐴𝐴𝑖𝑖 ,𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑡𝑡 = 1,𝑤𝑤 = 0)−  𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖0|𝐴𝐴𝑖𝑖,𝑥𝑥𝑖𝑖0, 𝑡𝑡 = 0,𝑤𝑤 = 0) = Δ𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ Δ𝜆𝜆𝑎𝑎  (2-39) 

 

である。  

 

【2 回目：群内差分の差分】  

続いて，式(2-38)及び式(2-39)で得た結果同士を以下のように差分する： 

 

(Δ𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ Δ𝜆𝜆𝑎𝑎 + 𝜏𝜏) − (Δ𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ Δ𝜆𝜆𝑎𝑎) = 𝜏𝜏 (2-40) 

 

以上の要領で，観測できない共変量の影響が時間で不変という仮定を置くことにより，

共変量によるアウトカムの条件付き期待値を群内差分及びその結果の差分をとることで，

平均処置効果を得られることが明らかになった。なお，ここで得られる平均処置効果は，

処置群における平均処置効果(ATT)である。このことを図で示したのが図 2-8 である。  
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第2項 線形モデルによる DID 

前項の(2-37)を援用することで，差分の差法による ATT の推定量は以下の回帰モデルを

推定することによっても得ることができる：  

 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎 = 𝛼𝛼 +  𝛾𝛾𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝜆𝜆𝑇𝑇𝑎𝑎 + 𝜏𝜏(𝑇𝑇𝑎𝑎 ⋅ 𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎) + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎 (2-41) 

 

ここで𝐷𝐷𝑖𝑖は処置の割り当てを表すダミー変数，𝑇𝑇𝑎𝑎は処置の前後を表す時間変数，(𝑇𝑇𝑎𝑎 ⋅ 𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎)は

処置群ダミーと時間変数の交差項である。また𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎は平均 0 で説明変数と独立の誤差項であ

る。このとき関心あるパラメータは𝜏𝜏である。この回帰係数として得られるパラメータは，

それぞれのダミー変数の値の組み合わせによって，表 2-2 に示したアウトカムの条件付き

期待値関数との対応を表現できる：  

 

各ケースのパラメータ  パラメータの解釈   

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎 = 0,𝑇𝑇𝑎𝑎 = 0) = 𝛼𝛼  対照群の処置前の平均値 (1) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎 = 1,𝑇𝑇𝑎𝑎 = 0) = 𝛼𝛼 + 𝛾𝛾  処置群の処置前の平均値 (2) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎 = 0,𝑇𝑇𝑎𝑎 = 1) = 𝛼𝛼 + 𝜆𝜆  対照群の処置後の平均値 (3) 

𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎|𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎 = 1,𝑇𝑇𝑎𝑎 = 1) = 𝛼𝛼 + 𝛾𝛾 + 𝜆𝜆 + 𝜏𝜏  処置群の処置後の平均値 (4) 

 

ここで(1)と(2)から，係数𝛾𝛾は時間で不変の群間の差異であり，(1)と(3)および平行トレンド

図 2-8 Difference-in-Differences の概念図  

(出所)筆者作成  
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の仮定から，𝜆𝜆は群間で共通の時間効果と解釈することができる。また(2)に時間効果を加

えた𝛼𝛼 + 𝛾𝛾 + 𝜆𝜆は，処置群の処置後の時点における「処置がなかった場合」のアウトカムの

期待値であり，その差である𝜏𝜏は，処置群における平均処置効果と解釈することができる。 

 また，式(2-41)に共変量を加えた以下のような回帰モデルを構築することで，より無視可

能性の仮定を支持することができる。  

 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑎𝑎 = 𝛼𝛼 +  𝛾𝛾𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝜆𝜆𝑇𝑇𝑎𝑎 + 𝜏𝜏(𝑇𝑇𝑎𝑎 ⋅ 𝐷𝐷𝑖𝑖𝑎𝑎) + 𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎′ 𝜷𝜷+ 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎 (2-42) 

 

ここで𝐱𝐱𝑖𝑖𝑎𝑎はアウトカムに影響する共変量ベクトルであり，誤差項は共変量ベクトルを含む

説明変数ベクトルと独立である。  

 

第3項 小括  

 以上の議論から，DID が有用な分析枠組みと，DID による処置効果の識別のための条件

を以下のとおり整理する。DID は，アウトカムを説明する回帰モデルに観測できない交絡

要因(unobservables)が含まれる場合，データが処置のタイミングを含んだパネルデータある

いは繰り返しクロスセクションデータとして利用可能であり，特定の集団に対する平均的

な処置効果を調べたいときに有用な枠組みである。このとき，観測できない交絡要因が「時

間をつうじて変化しないこと(平行トレンド)」と「処置効果は加法的である(可能性)」が仮

定できるならば，処置群と対照群のそれぞれに関する処置の前後の平均値の差をとり，そ

の値同士をもう一度差分することによって，処置群における平均処置効果(ATT)が得られ

る。また同じ値を一本の回帰モデルとして表現することが可能であり，その際には回帰係

数の統計的推論も t 検定によって行うことができる。  

 上記の仮定は DID による処置効果識別には不可欠の仮定であるが，特に平行トレンドの

仮定に関しては観測できない要因に関する仮定であることから原理的に検証不可能であり，

処置前におけるトレンドをプロットによって確認する，あるいは十分な共変量を含めるこ

とによって時点効果をコントロールするなど，間接的にでも平行トレンドの仮定を正当化

しておくことが望ましいと言えるだろう。  

 

第6節 回帰不連続デザイン(Regression Discontinuity Design) 

 本節では，処置の割り当てが特定の変数の閾値をまたぐか否かによって決定されるよう

なケースで，その閾値周辺の個体を抽出し標本とすることで観測できない交絡要因をコン

トールする識別戦略をとる回帰不連続デザイン(Regression Discontinuity Design，以下 RDD)
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について論じる。  

 

第1項 Regression Discontinuity Design の定式化  

はじめに，具体例から RDD の基本的な発想を概観する。ある訓練プログラムに参加し

たことが将来所得にどのような影響を与えるかを知りたいとする。この所得決定モデルを

𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖𝑜𝑜𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖 = 𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖𝑜𝑜𝑓𝑓𝑓𝑓0𝑖𝑖 + 𝜏𝜏𝑤𝑤𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖として表せるとし，関心あるパラメータは𝜏𝜏である。このとき

訓練プログラムへの参加が選抜試験の点数のみによって決まっており，合格点を超えたも

のだけがプログラムに参加できるとしよう。すなわち以下が成り立っている：  

 

𝑤𝑤𝑖𝑖 = �1
{𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖 ≥ 𝐶𝐶}

0{𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖 < 𝐶𝐶} (2-43) 

 

ここで𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖は個体𝑖𝑖の選抜試験の得点を表し，𝐶𝐶は合格点水準を表す特定の値である。  

仮にこの訓練プログラムを受講するための試験を受けたすべての個人の所得データ

(𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖𝑜𝑜𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖)と訓練プログラムの受講の有無(𝑤𝑤𝑖𝑖 = 0, 1)，及び試験の点数(𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖)が明らかにな

っているとする。このとき試験の点数は，一般的に観測できない個人の能力(𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖𝑓𝑓𝑖𝑖𝑡𝑡𝑦𝑦𝑖𝑖)の代

理変数になっている可能性が高く，したがって，この訓練プログラムを受講する個人はそ

うでない個人に比べて相対的に高い能力を持っていることが想定される。仮に平均的に訓

練プログラムを受講した個人のほうが所得が高かったとすると，訓練プログラムの有無を

処置変数として所得を回帰させても，訓練プログラムによって所得が上がったのか，それ

とも個人の能力によって高い所得がもたらされたのかが判別ができない，すなわち所得の

処置変数の回帰だけでは処置効果の識別ができないことになる。  

ここで，訓練の参加の可否を決める試験の得点は，点数の水準に関わらず連続的に分布

しているとしよう。得点分布はその試験に関する個人の能力を反映したものとなっている

はずであるから，同じ母集団から個人が抽出されている限り連続的な得点分布を仮定する

ことはそれほど不自然ではないだろう。この連続性の仮定は合格点の水準付近でも成立す

る。したがって，実際の試験の得点が𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖 = 𝛾𝛾 + 𝛿𝛿𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖𝑓𝑓𝑖𝑖𝑡𝑡𝑦𝑦𝑖𝑖 + 𝑢𝑢𝑖𝑖 , 𝐸𝐸(𝑢𝑢𝑖𝑖|𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖𝑓𝑓𝑖𝑖𝑡𝑡𝑦𝑦𝑖𝑖) = 0 のような

回帰モデルで決定されているとすると，試験の得点が合格点水準(𝐶𝐶)にいる能力を持つ個人

(𝐸𝐸(𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖|𝐴𝐴𝐴𝐴𝑖𝑖𝑓𝑓𝑖𝑖𝑡𝑡𝑦𝑦𝑖𝑖) = 𝐶𝐶)の合否の決定は，ランダムな外生ショック𝜀𝜀𝑖𝑖に依存することになる。

すなわち，合格点の近傍の得点によって訓練参加の可否が決定した個人については，その

処置の有無(𝑊𝑊𝑖𝑖)は能力以外の偶然の要因(𝜀𝜀𝑖𝑖)によってランダムに決まった，とみなすことが

できる。処置の有無が交絡要因ではなく外生的な要因によってのみ決まっているとすれば，
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潜在アウトカムの処置変数との統計的独立((𝑦𝑦0, 𝑦𝑦1|𝑤𝑤) = (𝑦𝑦0,𝑦𝑦1))が成り立つから，第 2 節で

議論したように𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 1)− 𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑤𝑤 = 0) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1)− 𝐸𝐸(𝑦𝑦0) = 𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎となる。したがって合格点𝐶𝐶

の前後を得点した個人だけを抽出し，アウトカム(この例では所得)の期待値を差分すれば，

そこで得られる推定値は平均処置効果と解釈することができる。  

 

第2項 RDD による平均処置効果の推定の定式化  

上記の事例について，Imbens and Lemieux(2008)を参考に，よりフォーマルに定式化する。

処置変数𝑤𝑤𝑖𝑖はその割り当てを決定づける変数𝑉𝑉𝑖𝑖(上記の例では𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖)の決定関数になってお

り，以下のように表せるとする：  

 

𝑤𝑤𝑖𝑖 = �1
{𝑉𝑉𝑖𝑖 ≥ 𝐶𝐶}

0{𝑉𝑉𝑖𝑖 < 𝐶𝐶} (2-44) 

 

ここで𝑉𝑉𝑖𝑖の値が𝐶𝐶以上の個体については，必ず𝑤𝑤𝑖𝑖 = 1となる。このように処置変数の値を決

定づける変数を running variable(もしくは forcing variable)と呼ぶ。また潜在アウトカムの処

置割り当てによる統計的独立，すなわち無視可能性の仮定：  

 

(𝑦𝑦0, 𝑦𝑦1|𝑤𝑤𝑖𝑖) = (𝑦𝑦0,𝑦𝑦1) (2-45) 

 

の妥当性については，RDD の場合にはほとんど些細な問題であるとされている(Imbens and 

Lemieux (2008))。なぜならば，この仮定は RDD の枠組みでは直接的には用いられないため

である。  

むしろ問題は 2 つ目の仮定，すなわち共変量𝑉𝑉𝑖𝑖の値に関わらず割り当ての確率が 0 から

1 の間をとる overlap の仮定(0 < Pr(𝑤𝑤𝑖𝑖|𝑉𝑉𝑖𝑖 = 𝑣𝑣) < 1)にある。running variable の特定の値にお

いて処置の割り当てが 0-1 で切り替わる RDD の枠組みの下では，overlap の仮定は原理的

に成り立たない。したがって，閾値を超えた領域では存在しないアウトカム(𝑌𝑌0𝑖𝑖|𝑉𝑉𝑖𝑖 ≥ 𝐶𝐶)を推

論するために外挿(extrapolation)が必要となり，推定が複雑になる。しかしながら，十分に

大きな標本が得られている場合には，必要な外挿も任意に小さくすることができることか

ら，RDD の識別戦略は，処置変数の決定変数となっている running variable のある閾値(𝑉𝑉 =

𝐶𝐶)の周辺における条件付きアウトカムの局所的な変化に着目し，overlap の仮定が成立しな

い代わりに，running variable 𝑉𝑉で条件づけた潜在アウトカム(𝑦𝑦0, 𝑦𝑦1 )は連続的に変化する，

という仮定を置く。  
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仮定 RDD1: 潜在アウトカムの条件付き期待値関数  

𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) および𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) (2-46) 

 

は，任意の値𝑣𝑣において連続的である 28。  

仮定 RDD1 から，以下の式が成り立つ：  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑉𝑉 = 𝐶𝐶) = lim 
𝑣𝑣↑𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) = lim 
𝑣𝑣↑𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑤𝑤 = 0,𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) = lim 
𝑣𝑣↑𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) (2-47) 

 

1 つ目の等号は running variable が閾値𝐶𝐶に片側極限で下から近づくときの𝑉𝑉で条件付けられ

た𝑦𝑦0の値は𝑉𝑉 = 𝐶𝐶のときの𝑦𝑦0に等しいことを意味し，仮定 RDD1 によって成立する。2 つ目

の等号は，running variable の閾値𝐶𝐶を下回った場合に処置がなされないとすると，それが実

際に処置が割り当てられなかった (処置変数𝑤𝑤 = 0の値を持つ )個体群においても成り立つ

ことを示す。したがって，それは観測される未処置個体群のアウトカム𝑦𝑦であり，3 つ目の

等号を成立させる。すなわち running variable で条件付けたときの観測されるアウトカムの

期待値は，仮定 RDD1 の下，割り当てを決定する閾値近傍では，閾値𝐶𝐶上の潜在アウトカ

ムの期待値と等しくなる(𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑉𝑉 = 𝐶𝐶) = lim 
𝑣𝑣↑𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣))。また同様に𝑦𝑦1についても，  

 

𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑉𝑉 = 𝐶𝐶) = lim 
𝑣𝑣↓𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) = lim 
𝑣𝑣↓𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑤𝑤 = 1,𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) = lim 
𝑣𝑣↓𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) (2-48) 

 

となり，running variable の閾値𝐶𝐶上の潜在アウトカムと running variable で条件付けたとき

の観測されるアウトカムの期待値は等しくなる。  

以上から，平均処置効果𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 ≡ 𝐸𝐸(𝑦𝑦1 − 𝑦𝑦0) は，running variable 𝑉𝑉の閾値𝐶𝐶近傍において，  

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = lim 
𝑣𝑣↓𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣)− lim 
𝑣𝑣↑𝑐𝑐

𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣) (2-49) 

 

となり，閾値近傍における観測されたアウトカムの期待値の差として推定することができ

る。  

 

                                                        
28 ただし，この仮定自体は RDD による処置効果推定に要求される仮定よりも強い。なぜならば RDD
の識別戦略は𝑉𝑉 = 𝐶𝐶の周辺における局所的な変化に着目するものであり，任意の𝑣𝑣について連続性を仮定

する必要はないからである。しかしながら特定の値だけに連続性を仮定することが妥当である理由もな

いため任意の値としている。  
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第3項 RDD の枠組みにおける推定方法  

 実際の RDD の枠組みにおける処置効果推定の場面では，running variable の閾値から一

定の幅(バンド幅)に含まれるアウトカムを標本として用い，標準的なノンパラメトリック

推定であるカーネル回帰推定(例えば Pagan and Ulah(1999)，Li and Racine(2007)など)を行う

方法が一般的である。しかしながら，局所的な加重平均値を求めるカーネル回帰推定で得

られる推定量には，採用したバンド幅の大きさに依存する深刻なバイアスがもたらされる

ことが，Hahn et al.(2001)や Porter (2003)などによって指摘されている。なぜならば running 

variable の閾値付近でより大きな加重をかけて平均値を求めるカーネル回帰の特徴から，

閾値付近の値に結果が大きく左右されてしまうためである(Athey and Imbens(2017))。この

推定方法の代替案として，Hahn et al.(2001)などが開発した局所線形回帰 (local linear 

regression) や，共 変量 を含 めた Porter(2003) による局所多項式回帰 (local polynomial 

regression)は，採用したバンド幅に含まれるアウトカムを閾値の両側で running variable(及

び共変量)に線形回帰させ，予測値の差を取る方法であり，カーネル回帰推定よりバイアス

が小さくなることがわかっている。  

 局所線形回帰モデルでは，閾値の両側でそれぞれ以下のような線形回帰関数が想定され

る：  

 

min
𝛼𝛼𝐿𝐿,𝛽𝛽𝐿𝐿

� �𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝛼𝛼𝐿𝐿 − 𝛽𝛽𝐿𝐿(𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶)�2

𝑖𝑖:𝐶𝐶−ℎ<𝑣𝑣𝑖𝑖<𝐶𝐶

  

および 

min
𝛼𝛼𝑅𝑅,𝛽𝛽𝑅𝑅

� �𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝛼𝛼𝑅𝑅 − 𝛽𝛽𝑅𝑅(𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶)�2

𝑖𝑖:𝐶𝐶≤𝑣𝑣𝑖𝑖<𝐶𝐶+ℎ

  

(2-50) 

 

ここで𝑦𝑦𝑖𝑖は個体のアウトカム，𝑣𝑣𝑖𝑖は running variable の値，𝐶𝐶は閾値，ℎはバンド幅を示す。

𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶は個体𝑖𝑖の running variable に関する閾値からの距離を表す。また各パラメータの下付

きの添字𝐿𝐿,𝑅𝑅はそれぞれ閾値の左側(𝑣𝑣𝑖𝑖 < 𝐶𝐶)と右側(𝐶𝐶 ≤ 𝑣𝑣𝑖𝑖)を示す。式(2-50)の示すところは，

バンド幅の内側にある個体について，閾値の両側でアウトカムと running variable の閾値か

らの距離に関する線形回帰モデルを当てはめ，その差の二乗和が 小になるようなパラメ

ータを推定する，つまり OLS によってパラメータを求めるということである。  

式(2-50)から推定された各パラメータ(𝛼𝛼�𝐿𝐿, �̂�𝛽𝐿𝐿 ,𝛼𝛼�𝑅𝑅 , �̂�𝛽𝑅𝑅  )を用いて，閾値の上，すなわち𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝐶𝐶

のアウトカムの条件付き期待値を求めると，左側と右側の値はそれぞれ𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝐿𝐿|𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑖𝑖) = 𝛼𝛼�𝐿𝐿お

よび𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑅𝑅|𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑖𝑖) = 𝛼𝛼�𝑅𝑅となる。式(2-47)~(2-49)から，平均処置効果𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎は閾値上のアウトカ
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ムの条件付き期待値の差であることから，以下の式で求めることができる：  

 

𝜏𝜏𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = lim𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣)
𝑣𝑣↓𝑐𝑐

− lim𝐸𝐸(𝑦𝑦|𝑉𝑉 = 𝑣𝑣)
𝑣𝑣↑𝑐𝑐

 

=  𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑅𝑅|𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑖𝑖) −  𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑖𝑖𝐿𝐿|𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑖𝑖) 

= 𝛼𝛼�𝑅𝑅 − 𝛼𝛼�𝐿𝐿 

(2-51) 

 

 RDD の識別戦略に則って局所線形回帰による平均処置効果の推定を概念的に示したの

が図 2-9 である。running variable の閾値𝐶𝐶からℎのバンド幅をとった中で両側に線形関数を

当てはめ，それぞれの期待値の差をとることで平均処置効果が推定される。  

 

 

 

また式(2-50)を一本の線形モデルとして下記のように表現することも可能である：  

 

min
𝛼𝛼,𝛽𝛽𝐿𝐿,𝛽𝛽𝑅𝑅,𝜏𝜏

�1{𝐶𝐶 − ℎ ≤ 𝑣𝑣𝑖𝑖 < 𝐶𝐶 + ℎ}(𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝛼𝛼 − 𝛽𝛽𝐿𝐿(𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶)− 𝜏𝜏𝑤𝑤𝑖𝑖 − 𝛽𝛽𝑅𝑅(𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶)𝑤𝑤𝑖𝑖)2
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1

 (2-52) 

 

ここで関心あるパラメータは𝜏𝜏である。また，観測できる共変量𝐱𝐱𝑖𝑖があれば，それらを以下

のように回帰モデルに含めることで，潜在アウトカムの割り当てからの条件付き独立の仮

定である ignorability の仮定を担保することができる：  

図 2-9 RDD の枠組みの下での局所線形回帰による処置効果  
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min
𝛼𝛼,𝛽𝛽𝐿𝐿,𝛽𝛽𝑅𝑅,𝜏𝜏,𝛿𝛿

�1{𝐶𝐶 − ℎ ≤ 𝑣𝑣𝑖𝑖 < 𝐶𝐶 + ℎ}(𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝛼𝛼 − 𝛽𝛽𝐿𝐿(𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶)− 𝜏𝜏𝑤𝑤𝑖𝑖 − 𝛽𝛽𝑅𝑅(𝑣𝑣𝑖𝑖 − 𝐶𝐶)𝑤𝑤𝑖𝑖 − 𝜹𝜹′𝐱𝐱𝑖𝑖)2
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1

 (2-53) 

 

共変量を考慮したモデルを構築する上で重要な点は，共変量の値が閾値で不連続に変化

しない，という点である。明確な不連続がある場合には𝑤𝑤𝑖𝑖と𝐱𝐱𝑖𝑖が相関することから多重共

線性によるバイアスが生じる恐れがあるが，共変量ベクトルの処置変数𝑤𝑤𝑖𝑖による条件付き

分布が閾値で連続的であれば，𝜏𝜏に与える影響はほとんどない。その他，しばしば生じる十

分閾値に近くはない観測値を標本に含めたい場合でも，共変量を考慮することでかなりバ

イアスを除去できることがわかっている(Imbens and Lemieux(2008))など，共変量を考慮し

た回帰モデルによって処置効果を推定することのメリットは大きい。 

RDD による処置効果の推定にあたって，識別上留意すべき点がある。まず観測対象とな

っている個体が，自ら running variable の値を意図的に操作できる場合，RDD の識別戦略は

成立しなくなる可能性が高い(McCrary(2008))。例えば，先の試験の合否によって職業訓練

プログラムの参加の可否が決まる事例でみると，もし一部の受験者があらかじめ試験問題

を入手していて，さらに合格点が 60 点と知っているために，本来の能力ならば 90 点とれ

るにもかかわらず，何らかの理由(例えば億劫さなどにより)60 点ギリギリまでしか回答し

ない，あるいは受講したくないためにわざと低い点数をとるというようなケースが考えら

れるならば，running variable である𝑠𝑠𝑖𝑖𝑜𝑜𝑒𝑒𝑓𝑓𝑖𝑖の分布が閾値周辺で連続的に変化せず，合否が偶

然で決まっているかのような状況が成り立たない。  

また，閾値を超えた場合に必ず処置が与えられる場合ではなく，ある閾値を超えたとき

に処置が与えられる「確率」が大きく変化する場合がある。前者のような閾値で処置が決

定される場合をシャープな回帰不連続(SRD)デザインと呼ぶのに対し，閾値で確率が不連

続に変化する場合に用いられる RDD をファジーな回帰不連続(FRD)デザインと呼ぶ。FRD

は潜在アウトカムと処置変数との統計的独立，すなわち ignorability が必ずしも成立せず，

SRD と同じ方法で推定できないが，個体が running variable の閾値を超えているときに 1 を

とるダミー変数𝑍𝑍𝑖𝑖を操作変数として用いた二段階 小二乗推定(2SLS)で平均処置効果を推

定することができる(Angrist and Pischke(2009))。 

 

第4項 小括  

 以上の議論から，RDD による処置効果識別のための条件と留意事項についてまとめる。

RDD による識別戦略は，処置の割り当てが running variable と呼ばれる連続変数の決定関
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数であるときに，処置の有無を決める閾値の近傍におけるアウトカム変数の不連続的な変

化を処置効果とする推論の方法であった。RDD でもっとも鍵となる仮定は，潜在アウトカ

ムの分布が任意の running variable の値について連続的である，というものである。この仮

定により，任意の running variable の値の近傍に位置する個体は似たような属性を持ち，そ

の観測値の差はほとんど偶然に起因するものとみなすことができる。したがって，実際に

観測されるアウトカムが閾値において不連続に変化していれば，閾値の上で生じているそ

の変化は個体の観測できない性質によるものではなく，処置の割り当てが原因，すなわち

関心あるプログラムの処置によって引き起こされたものであるということができる。この

running variable の特定の値によって処置が決定される場合に応用される RDD をシャープ

な RDD(SRD)と呼び，一方処置の割り当ての確率が不連続的に変化する場合に応用される

RDD をファジーな RDD(FRD)と呼ぶ。SRD は閾値の両側に線形関数をあてはめる局所線形

回帰によって推定されるアウトカムの条件付き期待値の差を平均処置効果とする一方，

FRD は割り当ての有無を示すダミー変数を操作変数として２段階 小二乗法によって推

定する方法が一般的に用いられる。  

 RDD の枠組みにおける推定で留意すべき点として，上記の潜在アウトカムの連続性の仮

定に関連するが，分析対象とする個体が自身の running variable の値を意図的に操作

(manipulation)できる場合は，潜在アウトカムの連続性が成り立たず，RDD による識別戦略

は適当ではなくなる可能性が高い。直観的にはプログラムの参加の可否を決める試験で，

十分高得点を取れる個人に 大限高い点数を取らせる誘因がない場合，合格点の少し上回

った付近にそうした個人も含まれる可能性が高く，結果として閾値周辺に似たような個体

が集まっているという仮定が崩れてしまう可能性が高い。観測できる共変量が多くある場

合には，それらを回帰モデルに含めることでこうしたバイアスを取り除くことが可能とな

るが，注意が必要である。  

 

第7節 Synthetic Control Methods による比較分析  

本節では Abadie and Gardeazabal (2003)によって開発され，続く Abadie，Diamond et al. 

(2010)，Abadie，Diamond et al. (2015) で発展されてきた Synthetic Control Method によるプ

ログラムの処置効果の推定について整理する。 

 

第1項 Synthetic Control Method による反実仮想構築の定式化  

Synthetic Control Method は，ある政策介入あるいはプログラムへの参加があった個体に，

その処置による効果があったかを比較分析で行う場合に，比較される対照(Control)を，処
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置のない複数の個体のアウトカムを加重平均することで合成的に形成する手法である 29。

この合成された対照を Synthetic Control(以下，SC)と呼び，SC を形成するための潜在的な

非処置個体の集合をドナープールと呼ぶ。ドナープールに含まれる個体のアウトカムの加

重平均値である SC を反実仮想として，実際に観測された処置個体のアウトカムと差分を

取ることで処置効果を推定する。  

まずアウトカム変数の観測された値を𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎とする。ここで𝑖𝑖は個体，𝑡𝑡は観測された時点を

表す。また𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝑁𝑁は個体𝑖𝑖が処置を受けていないとした場合の，𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝐼𝐼は処置を受けた場合の，時点

𝑡𝑡におけるアウトカムを表す。このとき，個体𝑖𝑖の時点𝑡𝑡における政策介入の効果は𝛼𝛼𝑖𝑖𝑎𝑎 = 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝐼𝐼 −

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝑁𝑁として求めることができる。  

標本内の観測される個体の数を𝐽𝐽 + 1個とし，𝑖𝑖 = 1が処置のあった個体(処置個体)，残り𝐽𝐽

個の個体𝑖𝑖 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1が政策非処置の個体の集合である。観測期間は𝑡𝑡 = 1, … ,𝑇𝑇0,𝑇𝑇0 + 1, …𝑇𝑇

とし，𝑇𝑇0までが政策処置前の期間，𝑇𝑇0 + 1期以降𝑇𝑇期までが処置後の期間とする。ここで，

𝑇𝑇0期以前には処置のアウトカムに対する影響はまったくなく，処置後に初めてアウトカム

に影響が生じるものと仮定する。また，処置個体への処置がドナープールに含まれる非処

置個体に影響がないことを仮定する。  

上記の設定の下，SCM の目的は処置によって処置個体のアウトカムにもたらされた変化

を推定することであり ,言い換えると𝑇𝑇0 + 1期以降の処置効果(𝛼𝛼1𝑇𝑇0+1, … ,𝛼𝛼1𝑇𝑇)を推定すること

である。ここで，𝑖𝑖 = 1における𝑇𝑇0 < 𝑡𝑡の期間のアウトカムは𝑌𝑌1𝑎𝑎𝐼𝐼 として観測されていることか

ら，政策介入の効果𝛼𝛼1𝑎𝑎を求めるには，観測されない𝑌𝑌1𝑎𝑎𝑁𝑁を推定すればよいということになる。

一般に𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝑁𝑁が以下の因子モデルに従うと仮定する： 

 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝑁𝑁 = 𝛿𝛿𝑎𝑎 + 𝜽𝜽𝑎𝑎𝒁𝒁𝑖𝑖 + 𝝀𝝀𝑎𝑎𝝁𝝁𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎 (2-54) 

 

ここで𝛿𝛿𝑎𝑎が個体間で共通の負荷量を持った因子，𝒁𝒁𝑖𝑖が(𝑒𝑒 × 1)の観測される共変量ベクト

ルであり，処置の有無について相関がないことを仮定する。𝜽𝜽𝑎𝑎が(1 × 𝑒𝑒)の未知パラメータ

ベクトル，𝝀𝝀𝑎𝑎が(1 × 𝐹𝐹)の観測されない個体間で共通の因子ベクトルで，𝝁𝝁iが(𝐹𝐹 × 1)の未知の

因子負荷量ベクトルである。また𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎は個体単位で生じる平均ゼロのショックである。また

𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1において𝑤𝑤𝑗𝑗 ≥ 0,𝑤𝑤2 + ⋯+ 𝑤𝑤𝐽𝐽+1 = 1という性質を持つ(𝐽𝐽 × 1)のウェイトベクトル

𝑾𝑾 = (𝑤𝑤2, … ,𝑤𝑤𝐽𝐽+1)′を想定する。この𝑾𝑾の各値が，合成対照(SC)を形成する潜在的な非介入個

体のウェイトを表す。(2-54)の因子モデルを用いると，非処置の個々の個体のアウトカムお

                                                        
29 本節における SCM の説明は Abadie，Diamond et al. (2010)に従っている。  
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よび共変量にウェイトづけしたものの合計として，SC は以下のように表現することがで

きる：  

 

�𝑤𝑤𝑗𝑗𝑌𝑌𝑗𝑗𝑎𝑎

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝛿𝛿𝑎𝑎 + 𝜽𝜽𝑎𝑎�𝑤𝑤𝑗𝑗𝒁𝒁𝑗𝑗

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

+ 𝝀𝝀𝑎𝑎�𝑤𝑤𝑗𝑗𝝁𝝁𝑗𝑗

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

+ �𝑤𝑤𝑗𝑗𝜀𝜀𝑗𝑗𝑎𝑎

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

 (2-55) 

 

また，以下の各式を満たすウェイトベクトル𝑾𝑾∗ = (𝑤𝑤2∗, … ,𝑤𝑤𝐽𝐽+1∗ )′が存在すると仮定する： 

 

�𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝑌𝑌𝑗𝑗1

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝑌𝑌11,�𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝑌𝑌𝑗𝑗2

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝑌𝑌12,⋯ ,�𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝑌𝑌𝑗𝑗𝑇𝑇0

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝑌𝑌1𝑇𝑇0 かつ �𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝒁𝒁𝑗𝑗

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝒁𝒁1 (2-56) 

 

このとき，Abadie，Diamond et al. (2010)では，もし∑ 𝝀𝝀𝑎𝑎′𝝀𝝀𝑎𝑎
𝑇𝑇0
𝑎𝑎=1 が非特異ならば以下の式(2-

57)が成立し，介入前の期間が十分に大きければ，式(2-57)の右辺の平均値はゼロに近づく

ことが証明されている： 

 

𝑌𝑌1𝑎𝑎𝑁𝑁 −�𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝑌𝑌𝑗𝑗𝑎𝑎

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= �𝑤𝑤𝑗𝑗∗
𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

�𝜆𝜆𝑎𝑎

𝑇𝑇0

𝑠𝑠=1

��𝜆𝜆𝑛𝑛′ 𝜆𝜆𝑛𝑛

𝑇𝑇0

𝑛𝑛=1

�

−1

𝜆𝜆𝑠𝑠′ �𝜀𝜀𝑗𝑗𝑠𝑠 − 𝜀𝜀1𝑠𝑠� −�𝑤𝑤𝑗𝑗∗
𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

�𝜀𝜀𝑗𝑗𝑎𝑎 − 𝜀𝜀1𝑎𝑎� (2-57) 

 

すなわち，式(2-56)を満たす𝑾𝑾∗が存在し，いくつかの条件を満たすとき，𝑾𝑾∗でウェイトづ

けされたドナープールのアウトカムは，処置個体の「処置がなかった場合」のアウトカム

に等しくなる。このことは，本研究の目的である政策介入の効果𝛼𝛼1𝑎𝑎は，𝑡𝑡 ∈ {𝑇𝑇0 + 1, … ,𝑇𝑇}の

期間において，以下の式で推定できることを示唆する ( 30)：  

 

                                                        
(30 ) なお ,式(2-54)の因子モデルは差分の差 (Difference-in-differences，DID)モデルを一般化したものと

捉えることができる。すなわち，従来の DID モデルは個体間で共通の因子ベクトル𝝀𝝀𝑎𝑎がすべての𝑡𝑡で一定

とした場合に得られるものである。例えば𝝀𝝀𝑎𝑎 = 𝟏𝟏とした場合，Y1𝑎𝑎𝑁𝑁 = 𝛿𝛿𝑎𝑎 + 𝝁𝝁𝑖𝑖 + 𝜽𝜽𝑎𝑎𝒁𝒁𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎となり，時間で不変

の観測できない因子𝝁𝝁𝑖𝑖をもつ固定効果モデルに他ならない。DID モデルは𝝀𝝀𝑎𝑎がすべての𝑡𝑡で一定という仮

定の下で，個体内の前後差分をとることで観測不能の因子を除去し，政策効果を識別する手法である。

一方，上記の因子モデルは観測不能な共変量の時間による変化を許容するモデルとなっている。このモ

デルでは前後差分をとっても𝝁𝝁𝑖𝑖を除去することはできないが，以下を満たす𝑾𝑾∗が得られるとき，SC は𝑌𝑌1𝑎𝑎𝑁𝑁
の不偏推定量となることがわかっている：  

�𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝒁𝒁𝑗𝑗

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝒁𝒁1 かつ �𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝝁𝝁𝑖𝑖

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

= 𝝁𝝁1 

実際には𝝁𝝁𝑖𝑖は観測不能であることから，上記のような SC を得ることはできないが，Abadie，Diamond 
et al. (2010)で紹介されている標準的な仮定の下では近似的に成立することが指摘されている。  
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𝛼𝛼�1𝑎𝑎 = 𝑌𝑌1𝑎𝑎 −�𝑤𝑤𝑗𝑗∗𝑌𝑌𝑗𝑗𝑎𝑎

𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

 (2-58) 

 

ただし，式(2-58)による政策効果の推定にあたって留意すべき点がいくつかある。まず𝑾𝑾∗

の存在は，�𝑌𝑌11, … ,𝑌𝑌1𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁1′ �が��𝑌𝑌21, … ,𝑌𝑌2𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁2′ �, … , �𝑌𝑌𝐽𝐽+11, … ,𝑌𝑌𝐽𝐽+1𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁𝐽𝐽+1′ ��の凸包に属するとき，そ

の時のみ成立するとされている。言い換えると，処置個体の特徴が，ドナープールに含ま

れる個体群の特徴とかけ離れているような場合には𝑾𝑾∗の存在は保証されない。また式(2-

56)を成立させるような非処置個体の加重結合が得られないかもしれない。これも同様に

�𝑌𝑌11, … ,𝑌𝑌1𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁1′ �が��𝑌𝑌21, … ,𝑌𝑌2𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁2′ �, … , �𝑌𝑌𝐽𝐽+11, … ,𝑌𝑌𝐽𝐽+1𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁𝐽𝐽+1′ ��の凸包から遠く離れてしまってい

る場合に起きうる。これらの問題は，Synthetic Control Method によって合成対照を形成す

るにあたり，ドナープールにどのような対照候補を含めるかがひとつの論点になることを

意味する。  

 

第2項 ウェイトベクトルの推定方法  

Synthetic Control Method によって𝑌𝑌1𝑎𝑎𝑁𝑁の推定量を得るためにはドナープールに含まれる非

介入個体に適切な加重をするためのウェイトベクトル𝑾𝑾∗を得る必要がある。Abadie，

Diamond et al. (2010)に従って，𝑾𝑾∗の推定値を得るためのセットアップを行う。まず𝑾𝑾 =

(𝑤𝑤2, … ,𝑤𝑤𝐽𝐽+1)′は 𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1において𝑤𝑤𝑗𝑗 ≥ 0,𝑤𝑤2 + ⋯+ 𝑤𝑤𝐽𝐽+1 = 1という性質を持つ(𝐽𝐽 × 1)のウ

ェイトベクトルである。𝑌𝑌1𝑎𝑎 ,𝑌𝑌𝑗𝑗𝑎𝑎 (𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1)はそれぞれ処置個体および非介入個体の𝑡𝑡 =

1, … ,𝑇𝑇時点で観測されたアウトカム変数の値である。また𝑲𝑲 = �𝑘𝑘1, … , 𝑘𝑘𝑇𝑇0�
′
は介入前期間のア

ウトカムの線形結合𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑲𝑲 = ∑ 𝑘𝑘𝑠𝑠𝑌𝑌𝑖𝑖𝑠𝑠
𝑇𝑇0
𝑠𝑠=1 を定義する(𝑇𝑇0 × 1)のベクトルである。例えば𝑘𝑘1 = 𝑘𝑘2 =

⋯ = 𝑘𝑘𝑇𝑇0−1 = 0,𝑘𝑘𝑇𝑇0 = 1のとき，𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑲𝑲 = 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑇𝑇0となる。ここで𝑲𝑲1, … ,𝑲𝑲𝑀𝑀で定義される線形結合の集

合𝑀𝑀を考える。このとき処置個体の介入前期間の説明変数ベクトルを(𝑘𝑘 × 1)の𝑿𝑿1 = (𝒁𝒁1′，

𝒀𝒀�1
𝑲𝑲1， …，𝒀𝒀�1

𝑲𝑲𝑀𝑀)として定義する。ここで𝒁𝒁1は処置個体の各共変量の介入前期間における平

均値である。また𝑘𝑘 = 𝑒𝑒 +𝑀𝑀であり，𝑒𝑒は𝒁𝒁1に含まれる変数の数である。すなわち観測できる

各共変量の値の平均値𝒁𝒁1および𝑀𝑀個のアウトカム変数自体の線形結合の集合をアウトカム

の予測変数とする。またドナープールに含まれる非介入個体の説明変数ベクトルも(𝑘𝑘 × 𝐽𝐽)

の𝑿𝑿0として同様に表現でき，𝑗𝑗番目の個体の説明変数ベクトルは𝑿𝑿𝑗𝑗 = (𝒁𝒁𝑗𝑗′,𝒀𝒀�𝑗𝑗
𝑲𝑲1 , … ,𝒀𝒀�𝑗𝑗

𝑲𝑲𝑀𝑀)である。 

Abadie，Diamond et al. (2010)は，利用可能な非介入地区の加重平均を得る方法として，

𝑤𝑤2 + ⋯+ 𝑤𝑤𝐽𝐽+1 = 1 かつ  𝑤𝑤𝑗𝑗 ≥ 0 , 𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1 の制約の下，処置個体と非介入個体群の説明変

数ベクトルの間の差異である‖𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾‖を 小にするような𝑾𝑾∗を求めている。より具体的

には，‖𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾‖𝑽𝑽 = �(𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾)′𝑽𝑽(𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾)によって距離を求める。ここで𝑽𝑽は(𝑘𝑘 × 𝑘𝑘)
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の正定値対角行列であり，含まれる各要素は，各説明変数の予測力を定義する。すなわち

𝑾𝑾∗の選択は𝑽𝑽の選択に依存することになる。𝑽𝑽の選択方法はいくつかあるが，Abadie and 

Gardeazabal (2003)および Abadie，Diamond et al. (2010)では，介入前期間におけるアウトカ

ムの平均二乗予測誤差(MSPE)を 小にする𝑽𝑽を選択しており，第 6 章にて行う自治体の中

核市移行による財政への影響に関する分析でもこれらの手段に従う ( 31)。 

 

第3項 小括  

 Synthetic Control Method はあまり一般的には生じないような特殊なイベント (例えば

Abadie，Diamond et al. (2015)が取り上げた東西ドイツの統合)による関心あるアウトカムへ

の効果(旧西ドイツ経済への影響)を推定しようとしたときに，推測統計学に基づく推論を

行うには十分な標本サイズを確保できないために，これまではケーススタディのような質

的研究によって分析がなされていた事例に対して，定量的な分析方法を提供する側面を持

っている。また Arkhangelsky et al. (2019)のように Synthetic Control Method と DID のそれ

ぞれの長所(SC の長所であるコントロール群の加重平均と，DID の長所である処置の前後

の 

のデータを用いたバイアス補正)を組み合わせた発展的な手法も提案されており，今後も実

証研究の分野でさらなる研究蓄積が進んでいくと考えられる。  

  

                                                        
(31) 𝑽𝑽ウェイトの選択については，説明変数のアウトカムの予測力に対する先見的な情報があれば，分

析者が設定しても良いとされている(Abadie，Diamond et al. (2010))。一方，データドリブンなウェイト

の設定方法として，STATA の synth コマンドの初期設定では𝑽𝑽を回帰モデルの結果を用いている。また

nested オプションを付加することで，回帰ベースの𝑽𝑽ウェイトを初期値とし，すべての正定値対角行列

の中からより MSPE が低くなるようなウェイトベクトルを探索する。第 6 章の分析でも nested オプシ

ョンを付加したうえで推定を行った。  
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第3章 集積の経済による便益の推定：ヘドニックアプローチによる分析 

 本章では，ヘドニックアプローチを応用した東京 23 区内における交通投資がもたらす

集積の経済による生産力効果に関する分析を行う。交通投資の便益評価は一般的に当該交

通手段を用いるユーザーにもたらされる便益(直接便益)のみを扱う。しかしながら近年で

は，不完全競争や税による価格体系の歪みなど市場の失敗があるとき，交通投資がユーザ

ー以外にも便益をもたらすことがわかっている。特に注目されているのが，個体間が近接

することによる集積の経済の存在である。交通投資が実質的な近接性の向上をもたらす結

果，集積の経済による効果がうまれ，ユーザー以外の様々な経済主体に正の影響をもたら

す可能性がある。この集積の経済による追加的な便益が投資判断のうえで無視できない大

きさになりうることから，英国などでは政府主導で分析ガイドライン(WebTAG)を作成し，

間接便益(Wider Economic Impacts)の評価を勧奨している。  

本章は Wider Economic Impacts で採用されている実効集積(Effective Density)を応用し，

交通モードごとの一般化費用を独自に算出した上で，東京 23 区内において生じている交

通投資がもたらす集積の経済の効果を，生産関数から導出したオフィス賃料関数を用いて

推定を行う。  

 

第1節 はじめに  

第1項 研究の背景  

人口減少と少子高齢化に併せて生産年齢人口の減少という背景から政府はより効率的・

効果的な財政支出のあり方を求められている。経済・社会を支える鉄道や道路といった交

通インフラも例外ではなく，厳しい財政状況の下，財政健全化と経済再生の同時達成とい

う必要かつ容易ではない要請に応えていく必要がある。図 3-1 は戦後の鉄道および道路の

投資額の推移を見たものである。鉄道投資は高度経済成長期に急速に整備が進んだが，1970

年代後半から 80 年代は投資額を減少させ，90 年にはピークの半分近くまで下がった。国

鉄の民営化によって投資額が増加した時期もあるが，2000 年以降は再び減少している。ま

た，道路投資は戦後から 1990 年代中頃までほぼ一貫して投資額を増加させてきたが，その

後は減少傾向にある。  
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インフラや交通を所管する国土交通省では，インフラ整備の効果を大きくフロー効果と

ストック効果の 2 種類に分けている(国土交通白書(2016))。フロー効果はインフラ整備事業

自体による生産，雇用，消費等の経済活動によって，短期的に経済全体を拡大させる効果

である。一方，ストック効果は，インフラが社会資本として蓄積され，機能することで継

続して中長期的にわたり得られる効果であり，例えば安全安心を生み出す効果や生活環境

の改善などはこうしたストック効果として考慮される。このインフラ整備のストック効果

として，生産性を向上させる効果も含まれている(図 3-2)。また，第４次社会資本整備重点

計画(2015)においても社会資本のストック効果 大化が課題として掲げられており，イン

フラがもたらす生産性の向上効果を定量的に分析することが求められている。交通投資は

鉄道・道路とも抑制傾向にあるが，言い換えれば，同じ投資額でもより高い生産性向上効

果を持つという意味で，より効率的な交通投資が行われることが今後ますます重要視され

ることになると言えるだろう。  
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図 3-1 鉄道・道路投資の推移(単位;億円，2011 年基準実質投資額) 

(出所) 内閣府(2018)『日本の社会資本 2017』  
(図注) 鉄道，道路とも新設改良費。鉄道は鉄道建設・運輸施設整備機構等と地下鉄道を合算し

た。  
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第2項 交通事業の便益評価と Wider Economic Impacts 

多くの施策評価と同様，交通事業についても施策の実施にかかる費用に対してどの程度

の社会的な便益をもたらすかを，施策の正当性の重要な根拠としている。交通事業の便益

評価に関しては，当該事業の利用者が得る直接便益と，当該事業の利用者ではないが，事

業投資による経済活動の変化が生じた結果として得る間接便益に分けて考えることができ

る。一般的に事業評価の目的で計算されるのは直接便益のみであり，例えば国土交通省道

路局・都市局が作成する『費用便益分析マニュアル』における便益計算は，走行時間短縮，

走行経費削減，交通事故減少の 3 つの効果によって構成されている。これらはすべて当該

事業の直接的な利害関係者にもたらされる便益である。  

通常，費用便益分析の際に便益に間接便益を含まないのは，交通インフラ整備の間接的

な効果は，特に非交通市場に価格の歪みや市場の失敗がない限りは，裁定が生じて社会全

体ではゼロになる，と考えられるからだ 32。したがって，交通インフラ整備の便益は，実

際に交通市場における経済主体に発生する便益だけを評価することが通例である。  

一方で，非交通市場に何らかの市場の失敗，あるいは価格体系に歪みがある場合，非交

通市場においても便益が生じうることが理論的に指摘されており (例えば金本 (2013)や

Venables et al.(2014))，この間接便益が無視できない大きさである可能性があることも近年

注目されている 33。英国では交通インフラ整備の事前評価について，直接効果だけではな

                                                        
32 例えば城所(2005)などを参照。  
33 例えば金本(2014)や中川(2018)など。  
 

(出所) 国土交通省(2015)より抜粋  

図 3-2 社会資本の効果  
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く間接効果についても金銭的に把握することを推奨し，そのためのガイダンス(WebTAG 34)

を整備している。WebTAG においてはこれらの経済的な間接便益のことを Wider Economic 

Impacts として推計手法まで取りまとめており，この Wider Economic Impacts として捕捉さ

れる便益を事業評価に含めているケースもでてきている 35。 

Wider Economic Impacts では交通投資が追加的な民間投資を引き起こす誘発投資効果，

移動時間の短縮による実質的な賃金上昇によって労働市場への参入が増加する雇用効果，

および実質的な企業間・労働者間の距離が近接することによって生み出される集積の経済

がもたらす生産力効果の 3 つの間接便益が記述されている 36。その中でも交通投資による

個体間距離の短縮で実質的な密度(有効密度ないしは実効集積)が上昇することによりもた

らされる集積の経済の生産力効果が，とくに大きな効果として挙げられる。例えば Wider 

Economic Impacts を事前事業評価として公開している英国ロンドンの鉄道建設プロジェク

ト Crossrail は，鉄道開通がもたらすユーザー便益が 12,832 百万ポンドであるのに対し，集

積の経済によってもたらされる間接便益は 8,204 百万ポンドと，直接便益と比べても無視

できない大きさの追加的な便益が，集積の経済によってもたらされるとしている(Buchanan 

& Volterra (2007))。こうしたことから，交通投資によって引き上げられる集積の経済がもた

らす間接便益を推計する意義は大きいと考えられる。  

本研究では，交通インフラの整備がもたらす集積の経済の生産力効果について，Wider 

Economic Impacts においても導入されている実効集積(effective density)を基に推計を試み

る。推計にあたっては八田・唐渡(2000)のオフィス賃料のヘドニックモデルを応用し，実効

集積の変化がどの程度オフィス賃料への支払い意思額として反映されているかを推計する。

また分析も非金融と金融に業種を分け，産業ごとの差異を調べる。  

 

第2節 交通インフラ整備がもたらす間接便益  

第1項 交通インフラ投資がもたらす便益  

交通インフラの改善によって生じる便益は様々あるが，Venables et al(2014)に従うと，大

きく 3 つに分類できる。1 つ目がその交通インフラを利用する経済主体に帰着する利用者

便益，2 つ目が企業や労働者の生産性が向上する生産性効果，3 つ目が交通インフラの改善

                                                        
34 Web Transport Analysis Guidance の略。英国運輸省(Department for Transport，DfT)が作成・公開してい

る交通インフラ投資の事前事業評価のためのガイドラインであり，一般的な費用便益分析から環境や自

治体財政への影響に関する分析など幅広い領域における影響評価のためのガイドラインを提示してい

る。  
35 例えば英国ロンドン内の新鉄道 Elizabeth Line の建設プロジェクトである Crossrail プロジェクトは

Wider Economic Impacts の評価事例として頻繁に取り上げられる。Buchanan & Volterra (2007)参照。  
36 ただし WebTAG(2018)も指摘するように，交通投資がもたらす間接便益はその他にも様々なタイプが

想定されるが，ある程度の確度をもって推計可能な効果として 3 つが掲げられている。  
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によってその周辺の土地の魅力が増すことで投資や雇用が生じる投資・雇用効果である。

利用者便益は交通市場内で発生する便益であり，直接便益である。費用便益分析において

便益計上されるのは，通常はこの利用者便益のみであり，例えば国土交通省が作成・公開

している費用便益分析マニュアルにおいては，時間短縮効果，費用削減効果，事故率減少

の効果の 3 つを金銭換算したものを交通投資による便益とする。  

一方，ユーザー便益以外の間接便益は特定の条件の下では相殺されて，それを計上する

ことは二重に便益計上するとされてきた。特定の条件とは①交通改善の影響が及ぶ非交通

市場はごく小さく，②その非交通市場においては経済は完全に効率的に運営されている，

という条件である。ここで言う「効率的」というのは，経済主体の行動が価格の変化に瞬

時に反応し，価格の変化で経済主体の行動も瞬時に変わる，という状況を示す。  

しかし近年ではこの非交通市場の完全に効率的な運営という前提に疑問が呈され，価格

体系における歪みや不完全市場がある場合には間接便益は無視できない大きさになる可能

性が指摘されている(例えば金本(2014))。本研究では不完全市場の原因の一つである経済集

積がもたらす外部性(集積の経済)による生産性の向上(生産力効果)に焦点を当てて分析を

行うものである。  

 

第2項 先行研究：経済集積と交通投資の生産力効果  

交通投資がもたらす集積の経済による生産力効果という点では，少なくとも 2 つの論点

が考えられる。ひとつは集積の経済が生産性を引き上げることがあるのか，もうひとつは

交通の改善(アクセシビリティの向上)が集積の経済を引き上げることがあるのか，という

点である。前者の論点における疑問は，なぜ企業が近くに立地しているというだけで，生

産性が引き上がることがあるのか，そしてそれは実際に起こっている現象なのか，と言い

換えることができる。経済活動の集積が企業の生産性そのものを引き上げうる，という主

張については，そもそも経済活動が地理的に集中する理由はなにかという議論と併せて長

らく検証されてきた。経済活動が地理的に集中しているのは集積することによる何らかの

メリットが生じている証拠だということは空間不可能性定理(Starrett(1978))から明らかに

されている。地理的な理由によって経済活動が集中していると考えることもできるが，自

然条件が産業立地を説明できるのは，Ellison & Glaeser (1997)によればせいぜい 20％程度

という結果が報告されている。  

都市の規模が生産性を引き上げるかどうかを直接的に推計した研究としては，

Sveikauskas (1975)や Rosenthal & Strange (2004)がある。とくに後者は集積の経済の初期の

実証分野では権威的(Venables et al. (2014))な研究であり，都市人口が 2 倍になると，生産
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性は 3~8%向上するという指摘をした。Glaeser & Mare (2001)は，大都市ではそうでない都

市に比べて賃金が平均的に高いという事実から，大都市で事業活動を行うことの優位性が

あるかどうかを検証した。ここでの問題は，高賃金が都市で事業活動を行うことの優位性

ではなく，大都市の生活基盤としての魅力から能力の高い人材が集まってしまっているこ

との反映となっていないか，という効果の識別問題である。この点について固定効果モデ

ルや，移民の数を操作変数とした IV 法(都市に住むかどうかの確率に影響するが，個人の

能力には影響しない)による推定結果から，都市そのもののプレミアムであると結論づけて

いる。また，労働者の固定効果を考慮して賃金プレミアムの都市規模弾力性を推定した

Combes et al. (2010)は，Glaeser & Mare (2001)の結果と比べて実際にはプレミアムは半分程

度であると結論した。本研究のアプローチと近いところでは，Dekle & Eaton (1999)が，企

業の支払う家賃が都市部では高いことに着目し，わざわざ高いオフィス家賃を支払ってま

で都市で事業を行うのは，それを補償するだけの生産上のアドバンテージがあるからだと

指摘した。  

都市の生産性が高いのは，生産性が高い企業が集まっているからではないかという逆の

因果関係の可能性については，Moomaw (1981)などによって指摘されていた。この点につ

いて Ciccone and Hall (1996)は 1800 年代の鉄道敷設状況や都市人口などを操作変数として

用いた推定によって，雇用密度が 2 倍になると労働生産性は約 6%増加するという結論を

導いている。また Combes et al. (2010)は操作変数を用いた推定によって減じた集積の経済

の生産性の効果は，上昇分の 1/5 程度であるとしている。すなわち都市規模を要因とした

生産性向上があるという結論はいくつかの実証研究からも支持されている。  

では交通投資が集積の経済を引き上げた結果，都市の生産性向上につながったという研

究はあるだろうか。Deng(2013)によれば，マクロ経済学モデルに基づく交通投資と生産性

の関連について論じた研究の嚆矢となったのは Aschauer(1989)であり，その後理論的な考

察として公共交通の改善がもたらす集積の経済(Chatman & Noland(2011))，広範な経済効果

(Bhatta & Drennan(2003)，Lakshmanan(2011)，Vickerman(2008))，その他交通投資と生産性に

関する因果関係を考察したものなどがあり，多くが正の相関を認める結論を導いている。

しかしながら，実証結果についてはばらつきがある。例えば米国の 15 州を対象とした

Fisher(1997)の分析によれば，高速道路の整備が経済成長に貢献したケースは分析したもの

のうち約 70%であった。また，40 の実証研究結果をレビューした Bhatta and Drenman(2003)

は，生産の交通投資弾力性は+0.04～+0.39 であったとしている。Graham et al. (2009)は，集

積の効果が距離で減衰するというモデルによって，集積の経済による全要素生産性の弾力

性を推定した結果，全産業で 0.04，製造業で 0.02，建設業で 0.03 などの結果を得ている。
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国内では，樋野他(2016)が DfT(2005)の手法をもとに，金本(2013)による批判的検討を考慮

して，交通投資による労働者の移動を考慮に含めたモデルを構築し，圏央道の広範な経済

効果について分析している。  

また政策効果の評価手法としては，とくに政策に影響をうける非市場財の価値が， 終

的に不動産価格に帰着するという資本化仮説に基づくヘドニックアプローチが，多くの研

究および政策評価実務で採用されている。八田・加藤(2007)は，企業の地区内集積である局

地的集積度数，立地する都市の規模である都市圏集積度数，および他の都市圏からの影響

を示す都市間ポテンシャルという 3 つの集積指標を構築し，日本の代表的な 7 都市(東京，

大阪，名古屋，札幌，仙台，広島，福岡)107 ゾーンについて，オフィス賃料関数に上記の

集積指標を含めて回帰させ，集積の利益を推定している。この都市間ポテンシャルは自地

域の属する都市圏以外の各都市圏の人口規模を，距離の逆数でウェイト付けした値を用い

ている。本節第 4 項および第 3 節第 1 項で詳しく論じるが，これは本研究の中心的なテー

マである実効集積(effective density，後述)とほとんど類似の概念である。ただし，本研究は

都市間ではなく都市内での集積の利益を分析するため，ゾーン間でのポテンシャルとして

の集積指標を構築する。また，同論文は他の都市圏までの直線距離でウェイトづけしてい

るが，本研究では，ゾーン間の距離に関して移動手段ごとに算出した一般化費用によって

ウェイト付けを行うことで，単純な直線距離よりも経済活動を行う上でより実質的な距離

による影響を推定する。さらに，社会資本の生産力効果として，地下鉄・鉄道建設の投資

額を含む社会資本額を説明変数としてオフィス賃料を用いたヘドニックアプローチによっ

て集積の経済の効果を推定し，プラスの効果を得ているが，本研究では上記の実効集積に

影響を与える一般化費用の変化という観点から，交通投資がもたらす集積の便益を推定す

ることを試みている。  

 

第3項 東京 23 区における生産活動の分布  

本研究が分析対象とする東京 23 区内を事例に生産活動の分布を示したのが  図 3-3 であ

る。ここでは第 3 節以降の分析枠組みに合わせ，平成 26 年度経済センサスによる産業別

の従業者数を，平成 28 年度土地利用現況調査の商業面積で割った値を東京都市圏交通計

画協議会によって実施されているパーソントリップ調査の小ゾーンごとに計算した従業者

密度を生産活動の状況として図示したものである。これをみると，全産業を対象とした密

度分布においても，千代田区を中心とした地域に生産活動が集中している様子がわかる。

一方，産業ごとにみると，それぞれに特徴がより明らかになる。ここでは金融・保険業，

情報通信業，学術研究・専門技術サービス業を示す。まず情報通信業(図左下)および学術研
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究・専門技術サービス業(図右下)については，全産業の分布と比較的類似の傾向と見られ

るが，とくに情報通信業は港区・品川区周辺の臨海部，渋谷区・新宿区あたりに高い集積

が見られる。一方，金融・保険業(図右上)については，中心部のほかに渋谷区や新宿区，豊

島区，墨田区，大田区といった，比較的散らばっている地域に事業活動の集積地が観察さ

れる。また全体的な事業分布の金融業は他の産業に比べて分散している傾向にあるといえ

るだろう。  

 

 
 

第4項 実効集積(Effective Density) 

 前項では，経済活動の地理的集中によってどのような経済的便益が生じるか，について

の理論的・実証的知見の蓄積は多いが，交通インフラと集積の経済の関連に関する実証的

な蓄積はまだ余地が多いことを確認した。ここでは実効集積という概念を導入し，交通イ

ンフラの改善がどのように企業の生産性を変化させるかを整理する。 

道路や地下鉄など公共交通の整備によるアクセシビリティの改善は，仮に企業や労働者

(これらを個体と呼ぶ)の立地に変化がなくても，実質的な近接性が向上したと考えること

図 3-3 東京都 23 区内 従業者密度の分布  

全産業 金融・保険業 

情報通信業 学術研究・専門技術サービス業 
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ができる。近接性の向上は実質的な集積度あるいは密度を高めることと同義であることか

ら，集積の経済によって生産性が向上するという効果が存在する場合，アクセシビリティ

の改善によって都市の生産性を引き上げる効果をもたらしうる。この，ある地点(ここでは

𝑗𝑗とする)における地区間の移動費用を考慮した実質的な密度を，実効集積(effective density)

と呼ぶ。例えば WebTAG では，実効集積を以下のように定義している 37： 

 

𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗 = �
𝐸𝐸𝑓𝑓𝑝𝑝𝑓𝑓𝑜𝑜𝑦𝑦𝑘𝑘

�𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘
𝑚𝑚�𝑎𝑎

𝑖𝑖

𝑘𝑘

 (3-1) 

 

ここで𝐸𝐸𝑓𝑓𝑝𝑝𝑓𝑓𝑜𝑜𝑦𝑦𝑘𝑘は𝑘𝑘地区における従業者数，𝐺𝐺𝐶𝐶は地区𝑗𝑗から地区𝑘𝑘までの交通モード𝑓𝑓による

一般化費用である。𝑓𝑓𝑖𝑖は距離による密度からの影響の大きさを決定する任意の減衰パラメ

ータである。一般的には距離が遠ざかるほど密度の影響は弱まる，つまり密度は距離の減

少関数と考えられる。右肩の添字𝑖𝑖は産業を表し，産業ごとの影響を考慮できるとしている。

例えば WebTAG では製造業 1.097，建設業 1.562，対消費者サービス 1.818，対企業サービ

ス 1.746，全産業(左記の加重平均)1.655 としている。分析対象となる地域内のすべての𝑗𝑗 −

𝑘𝑘間の一般化費用加重従業者数を合算したものが𝑗𝑗地区の実効集積となる。  

次項でみるように，アクセシビリティの改善の生産性への影響は，実質的な密度の上昇

による集積の経済の発現という経路でもたらされると考える。したがって，ある地点から

見た別の地点の経済活動規模(例えば労働者数)をそこまでの距離で重み付けした実効集積

を算出し，生産性を示すアウトカム変数(例えば付加価値額)に回帰させることで，アクセ

シビリティ 1 単位の改善がどの程度の生産性向上を促すかを調べることができる 38。  

本稿における分析も，基本的にはこの実効集積の定義を用いる。また実効集積の変化に

よる生産経済への影響を見るために，企業が経済集積への近接性を確保するために追加的

にいくら支払っているか，という観点から，ヘドニックアプローチによるオフィス賃料関

数の推定によって集積の経済の規模を推定する。  

Venables et al. (2014)によれば，経済集積へのアクセシビリティの改善が，企業同士の取

引を活性化し取引数の増加につながって，結果として生産性の向上に結びつく「近接効果」

と，中心地へのアクセス向上によってより多くの人が中心地に集まり，より専門性へのア

                                                        
37 簡単化のために時期と想定シナリオのインデックスを省略している。詳細は DfT(2018)TAG unit A2.4
を参照。  
38 WebTAG の Productivity Effect は交通投資による実効集積の変化率に域内総生産の集積弾力性と域内

総生産を掛けた値として定義している。本研究は集積の経済による生産面への便益をヘドニックアプロ

ーチによって推定している点が WebTAG と異なる。  
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クセスが容易になる結果，生産性が向上する「クラスター効果」がある。この成果を踏ま

えた DfT(2018)では，前者を static な効果，後者を dynamic な効果として分類している。本

研究はヘドニックアプローチによって既存の道路や公共交通によるアクセシビリティが企

業の生産性にどう影響を及ぼしているかをクロスセクショナルなデータを用いて分析する

という点から，「近接効果」による生産力効果に関する実証分析ということができよう。  

 

第5項 アクセシビリティとオフィス賃料の関係の定式化  

アクセシビリティの改善が実効集積を向上させ，結果として企業の生産性を引き上げる

効果をもたらすことは前項までの先行研究の整理によって確認された。本項では，財市場

が完全競争的であるとき，集積の経済による企業の生産性向上がオフィス賃料として反映

されるという議論を，八田・唐渡(2000)を参考に定式化し，実効集積を考慮したオフィス賃

料関数を導出する。  

まず技術的に同質な企業の立地行動を想定する。都心部における事業所はオフィススペ

ース𝑠𝑠と労働力𝑓𝑓を生産要素として投入する。ただし労働の効率性は企業が立地する地区𝑗𝑗の

実効集積𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗によって規定されると想定し，以下のような生産関数を持つ 

 

𝑦𝑦𝑗𝑗 = 𝑓𝑓(𝑠𝑠, 𝑣𝑣𝑗𝑗(𝑓𝑓)) (3-2) 

 

ここで𝑦𝑦𝑗𝑗は，企業が𝑗𝑗地区に立地し，生産要素としてオフィススペース𝑠𝑠と労働量𝑓𝑓だけ投入

した際に実現する生産量である。𝑣𝑣𝑗𝑗が𝑗𝑗地区に特有の労働効率性を規定する要因であり，以

下のように定義する：  

 

𝑣𝑣𝑗𝑗 = 𝑓𝑓 × 𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗�𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘� (3-3) 

 

つまり，同質な企業が労働者𝑓𝑓を同じだけ投入しても，地区ごとに労働生産性が異なること

を想定する。労働生産性の差異を生み出すのが，その地区において発揮されている集積の

経済の指標である実効集積𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗である。𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗は自地区(𝑗𝑗)における地区内の従業者数と，分析

対象とするその他のすべての地区 (𝑘𝑘 ≠ 𝑗𝑗 )における地区内従業者数を𝑗𝑗からの一般化費用で

除した値の合計値として定義する。本研究における実効集積の定式化は実証分析の章で行

うが，企業の生産性は立地した地区における実効集積によって規定される。  

 各企業が直面する生産要素価格であるオフィス賃料を𝑅𝑅𝑗𝑗，賃金を𝑊𝑊とすると，企業は以

下の費用関数を 小化するように生産要素𝑠𝑠および𝑓𝑓を決定する。  
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min
𝑠𝑠,𝑙𝑙

𝑅𝑅𝑗𝑗𝑠𝑠 +𝑊𝑊𝑓𝑓 

𝑠𝑠. 𝑡𝑡.𝑦𝑦 = 𝑓𝑓(𝑠𝑠,𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗�𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘� ⋅ 𝑓𝑓) 
(3-4) 

 

この 適化問題を解くことにより得られる 適な中間財投入量を𝑠𝑠∗，𝑓𝑓∗とすると，それぞ

れ以下のように表現できる：  

 

𝑠𝑠∗ = 𝑠𝑠�𝑊𝑊,𝑅𝑅𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘� 

𝑓𝑓∗ = 𝑛𝑛�𝑊𝑊,𝑅𝑅𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘� 
(3-5) 

 

これらは要素価格𝑅𝑅𝑗𝑗 ,𝑊𝑊を所与としたときに，一定の水準の生産量を維持するために必要

な 小の費用を達成する要素投入量である。これらを目的関数に戻すことで，間接目的関

数である間接費用関数が得られる。  

財市場が競争的であると仮定すると，平均費用と限界費用が一致する点で生産量が決ま

り，また限界費用と価格が一致することから，財価格と一致する単位費用関数𝑖𝑖�𝑅𝑅𝑗𝑗 , 𝑠𝑠∗,𝑊𝑊, 𝑓𝑓∗�

が得られる。単純化のため財価格を 1 とすると， 適解を代入することにより，

𝑖𝑖�𝑅𝑅𝑗𝑗 ,𝑊𝑊,𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘� = 1と表現できる。これは完全競争市場で企業が𝑗𝑗地点で活動する際に直面す

る制約である。ここで賃金水準𝑊𝑊のみを所与とすれば，企業はこの制約を満たすため，立

地する地点によって変化する�𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘�の値に依存して𝑅𝑅𝑗𝑗すなわちオフィス賃料の支払額を変

化させる必要がある。言い換えればオフィス賃料は実効集積𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗�𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘�で決まる以下のよう

な関数となる：  

 

𝑅𝑅𝑗𝑗 = 𝑒𝑒�𝐸𝐸𝑗𝑗 ,𝐸𝐸𝑘𝑘� (3-6) 

 

 八田・唐渡(2000)にならって賃金水準は等しいと仮定したうえで，本研究では上記のオ

フィス賃料関数にオフィス属性をコントロールするための諸属性𝐙𝐙を含めた以下のような

モデルを推定することとする：  

 

ln𝑅𝑅𝑖𝑖
𝑗𝑗 = ln 𝑒𝑒�𝐸𝐸𝑗𝑗,𝑖𝑖 ,𝐸𝐸𝑗𝑗𝑘𝑘,𝑖𝑖 ,𝐙𝐙𝑖𝑖� (3-7) 

 

第3節 実証モデル  

本章では，オフィス賃料推定にあたって，実証モデルにおける集積効果を表す指標の設
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定方法について説明する。  

 

第1項 推定モデルの設定  

本研究では，交通インフラのワイダーインパクトの効果を集積の経済に絞って分析する。

集積の経済効果を推定するために，八田・唐渡(1999)および八田・唐渡(2000)が行ったオフ

ィス賃料の集積経済の推定モデルを援用した。本研究での集積指標の設定として，同モデ

ルの実効集積を，DfT(2005)で用いられている実効集積として推定を行う。それによって，

DfT の交通投資による Wider Economic Impacts のうち集積の経済がもたらす生産力効果，

および有効性の検証を行うことができる。具体的には，本研究では式(3-8)のような賃料関

数を推定して，WB1 の効果を検証する。  

 

𝑓𝑓𝑛𝑛 𝑅𝑅𝑖𝑖 = 𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝑁𝑁𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗,𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑀𝑀𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗𝑘𝑘,𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑍𝑍𝑍𝑍𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑖𝑖  (3-8) 

 

ここで，𝑅𝑅𝑖𝑖は物件の純家賃，𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗,𝑖𝑖 , は物件𝑖𝑖が立地する𝑗𝑗地区の実効集積，𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗𝑘𝑘,𝑖𝑖は物件𝑖𝑖が立地

する𝑗𝑗地区とその他 23 区内の𝑗𝑗地区以外の𝑘𝑘地区間(𝑗𝑗 ≠ 𝑘𝑘)の実効集積，𝑍𝑍𝑖𝑖はそれ以外の物件𝑖𝑖

の特性を示す。  

 

第2項 実効集積(ED) 

式(3-8)の中の実効集積は下記のように考える。まず，地区内の集積効果は自地区内の従

業者密度𝐸𝐸𝑗𝑗とし，他の地区との間の集積効果は地区間の一般化費用を考慮して(3-9)式のよ

うに設定した。  

 

𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗𝐼𝐼 = �𝐸𝐸𝑗𝑗𝐼𝐼𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘𝛼𝛼

𝑘𝑘≠𝑗𝑗

 (3-9) 

 

ここで，𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗𝐼𝐼は𝑗𝑗地区とその他 23 区内の𝑗𝑗地区以外の𝑘𝑘地区間(𝑗𝑗 ≠ 𝑘𝑘)の I 産業（本稿では，全

産業，金融業，非金融業の３業種で検討）実効集積，𝐸𝐸𝑘𝑘𝐼𝐼は k 地区の I 産業従業者密度（I 産

業従業者数／商業面積），𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘𝛼𝛼は jk 間の一般化費用でαは弾力性となる。また k 地区の I 産

業従業者数密度は下記のように定義し算出した。  

 

𝐸𝐸𝑗𝑗𝐼𝐼 =
𝑛𝑛𝑢𝑢𝑓𝑓𝑤𝑤𝑜𝑜𝑒𝑒𝑗𝑗𝐼𝐼

𝑓𝑓𝑒𝑒𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗
 (3-10) 
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ここで，𝑛𝑛𝑢𝑢𝑓𝑓𝑤𝑤𝑜𝑜𝑒𝑒𝑗𝑗は𝑗𝑗地区内の従業者数で『平成 26 年度経済センサス』のゾーン別従業者

数，𝑓𝑓𝑒𝑒𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗は地区内面積で『平成 28 年度土地利用現況調査』(東京都)）の商業用地面積（㎡）

を用いた。  

 

第3項 2 地区間の一般化費用 39 

次に，j 地区と 23 区内の𝑗𝑗地区以外の𝑘𝑘地区間(𝑗𝑗 ≠ 𝑘𝑘)の一般化費用は以下のように，自動

車と公共交通機関(バス，地下鉄等)に分けて計測した。  

 

自動車の一般化費用  

自動車の一般化費用𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘𝑐𝑐𝑎𝑎𝑐𝑐については，下記のように定義し計測を行う。  

 

𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘𝑐𝑐𝑎𝑎𝑐𝑐 = 𝑡𝑡𝑖𝑖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘𝑐𝑐𝑎𝑎𝑐𝑐 × 𝑤𝑤𝑓𝑓𝑔𝑔𝑓𝑓𝑗𝑗 + ℎ𝑖𝑖𝑤𝑤𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘 + 𝑔𝑔𝑓𝑓𝑠𝑠𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘 (3-11) 

 

都心部での企業間取引を想定しているため，出発地点・目的地点は各地区(ゾーン)の重

心地点とした。𝑡𝑡𝑖𝑖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘𝑐𝑐𝑎𝑎𝑐𝑐は jk 区間間の移動(自動車利用時)に要する所要時間で，NAVITIME 40

を用いて 2018 年 3 月 7 日(水)15:00 に出発地点を出発して渋滞を考慮した所要時間を計測

し用いた。𝑤𝑤𝑓𝑓𝑔𝑔𝑓𝑓𝑗𝑗は j 地区が属する 23 区別課税対象 1 人あたり所得(『平成 27 年度市町村

税課税状況等の調』(総務省))を『平成 29 年度 毎月勤労統計調査』(厚生労働省)の年間就

業時間で除して用いた。また，上記 NAVITIME で算出したℎ𝑖𝑖𝑤𝑤𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘は ETC 料金，𝑔𝑔𝑓𝑓𝑠𝑠𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘は ij

間で要するガソリン料金(132 円/ℓ)を用いた。なお，車体料金は固定費用がサンクされてい

ると仮定して加味していない。  

 

公共交通機関の一般化費用  

公共交通機関の一般化費用𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘𝑐𝑐𝑎𝑎𝑖𝑖𝑙𝑙については，下記のように定義し計測を行う。  

 

𝐺𝐺𝐶𝐶𝑗𝑗𝑘𝑘
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑐𝑐 = 𝑡𝑡𝑖𝑖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑐𝑐 × 𝑤𝑤𝑓𝑓𝑔𝑔𝑓𝑓𝑗𝑗 + 𝑝𝑝𝑢𝑢𝐴𝐴𝑡𝑡𝑒𝑒𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘 + 𝑤𝑤𝑓𝑓𝑓𝑓𝑘𝑘𝑗𝑗𝑘𝑘 (3-12) 

 

ここでも，出発地点・目的地点や移動日時等の条件は自動車の一般化費用と同様に設定

                                                        
39 所要時間，運賃等の交通サービスにかかる費用を貨幣換算し，合算した値。  
40 ナビタイムジャパン社が提供する，電車や車，徒歩等を使った移動経路を一度に検索できる総合ナ

ビゲーションサービス。出発地・目的地を指定すると，様々な移動手段を組み合わせ， 適な経路を探

索して表示する。  
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して計測する。𝑡𝑡𝑖𝑖𝑓𝑓𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑐𝑐

は𝑗𝑗𝑘𝑘区間間の移動(鉄道，地下鉄，バス利用時)に要する所要時間を，

NAVITIME を用いて 2018 年 3 月 7 日(水)15:00 に出発地点を出発して渋滞を考慮した所要

時間を計測し用いた。𝑤𝑤𝑓𝑓𝑔𝑔𝑓𝑓𝑗𝑗は自動車の一般化費用と同じである。𝑝𝑝𝑢𝑢𝐴𝐴𝑡𝑡𝑒𝑒𝑓𝑓𝑗𝑗𝑘𝑘は jk 間の移動に

要する公共交通機関の料金を用いた。𝑤𝑤𝑓𝑓𝑓𝑓𝑘𝑘𝑗𝑗𝑘𝑘は出発地点・目的地点から各地点の 寄り駅

までの徒歩時間の費用を計算した。ここでは，徒歩時間(分)に 3.3kcal/分 × 0.70 円/kcal を

乗じて，徒歩時間の費用を算出した。ここでの１分あたりの消費カロリーは『第 6 次日本

人の栄養所要量』(厚生労働省：平成 11 年)から，カロリーあたりの費用は『国民健康・栄

養調査』(厚生労働省：2015 年)から求めた。  

 

直接距離による費用  

本研究では，上記の公共交通機関，自動車交通と比較するために直接距離で割り引いた

実効集積も用いた。  

 

𝐸𝐸𝐷𝐷𝑗𝑗𝐼𝐼 = �𝐸𝐸𝑗𝑗𝐼𝐼𝐷𝐷𝑗𝑗𝑘𝑘𝛼𝛼

𝑘𝑘≠𝑗𝑗

 (3-13) 

 

ここで，𝐷𝐷𝑗𝑗𝑘𝑘𝛼𝛼は jk 間の直接距離(km)でαは弾力性となる。  

 

分析対象地区分割  

地域分割は，東京都市圏交通計画協議会によって行われるパーソントリップ調査におい

て定められている小ゾーン 41を地区として採用した(図 3-4 参照)。  

 

                                                        
41 夜間人口約 15,000 人を目安とし，地区計画の単位となるゾーンレベル。東京都 23 区内では 265 地区

に区分されている。  
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第4項 特化係数および拡大係数による集積の経済分析 

本研究では，実効集積を設定・計測するにあたり，東京都の産業構造を把握するため特

化係数および特化係数に基づく拡大係数を算出する。特化係数とは，ある地域の特定の産

業の相対的な集積度を見る手法で，基盤産業を見つける簡便な方法として用いられている。

データは総務省『経済センサス』基礎調査（平成 26 年，平成 21 年）を使用し，事業所数・

従業者数別に計測する。東京都 23 区を全体とし，特に多くの企業が集中しており集積が顕

著であると考えられる都心 3 区（千代田区，中央区，港区）と，その他の区について分析

の対象とした。特化係数𝑃𝑃𝑘𝑘𝑗𝑗は以下のように定義し計測する。  

 

𝑃𝑃𝑘𝑘𝑗𝑗 =

𝑥𝑥𝑘𝑘𝑗𝑗
∑ 𝑥𝑥𝑘𝑘𝑗𝑗𝑗𝑗
∑ 𝑥𝑥𝑘𝑘𝑗𝑗𝑘𝑘
∑ ∑ 𝑥𝑥𝑘𝑘𝑗𝑗𝑘𝑘𝑗𝑗

=
𝑘𝑘地区内の産業𝑗𝑗のシェア

23 区全体の産業𝑗𝑗のシェア
 (3-14) 

 

ここで，𝑥𝑥𝑘𝑘𝑗𝑗は𝑘𝑘地区における𝑗𝑗産業の事業所数，もしくは従業者数を示す。𝑘𝑘は区（都心 3 区

およびそれ以外）を，𝑗𝑗は産業（大分類とし，分母の合計値には農林漁業，鉱業・採石業を

含む）を指す。  

さらに，本研究における拡大係数𝑄𝑄kjは特化係数に基づいて下記のように定義し計測する。

本研究では，平成 21 年と平成 26 年の比とした。 

図 3-4 パーソントリップ調査小ゾーン図  

(出所) 東京都市圏交通計画協議会『平成 20 年度パーソントリップ調査』  
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𝑄𝑄𝑘𝑘𝑗𝑗 =
𝑃𝑃𝑘𝑘𝑗𝑗,𝐻𝐻26

𝑃𝑃𝑘𝑘𝑗𝑗,𝐻𝐻21
 (3-15) 

 

特化係数・拡大係数分析の結果を下記に示す。まず，事業所数・従業者数別の特化係数

と拡大係数（都心 3 区とそれ以外）の値は表 3-1 の通りである。特化係数については平成

26 年のデータを用いて算出した。さらに，この結果を，横軸に特化係数，縦軸に拡大係数

を取った散布図に表したものが図  3-5 および図 3-6 である。これらより，特化係数につい

ては事業所数・従業者数ともに金融・保険業の値が大きい傾向にあり，予想通り都心３区

が相対的に高い集積度であることがわかる。産業種で比較すると，金融・保険業について，

都心 3 区の高い集積度が顕著に表れていると言える。以上より，本研究では第 1 項で設定

したモデルにおける実効集積については，金融・保険業のみの値と全産業での値の 2 種類

で推定を行った。  

 

 

事業所数 従業者数
3区以外 3区 3区以外 3区

特化係数 拡大係数 特化係数 拡大係数 特化係数 拡大係数 特化係数 拡大係数
建設業 1.14 0.99 0.47 1.07 1.11 0.99 0.80 1.03
製造業 1.13 0.99 0.50 1.03 1.09 1.05 0.83 0.89
電気・ガス・水道 0.79 0.94 1.77 1.13 0.72 0.82 1.52 1.25
情報通信業 0.75 1.05 1.95 0.95 0.82 1.07 1.33 0.93
運輸・郵便 1.05 0.97 0.82 1.17 1.21 1.00 0.60 1.00
卸売・小売 0.99 0.98 1.03 1.06 0.97 0.96 1.05 1.08
金融・保険業 0.76 0.99 1.88 1.03 0.64 1.06 1.68 0.96
不動産業 1.05 1.00 0.81 0.97 0.98 0.96 1.03 1.07
学術・専門 0.77 1.04 1.85 0.95 0.75 0.95 1.47 1.05
宿泊・飲食 0.99 1.01 1.03 0.98 1.09 1.01 0.84 0.97
生活・娯楽 1.11 1.00 0.60 0.98 1.19 1.02 0.64 0.94
教育・学習支援 1.11 0.99 0.58 1.04 1.26 0.98 0.51 1.09
医療・福祉 1.11 1.00 0.59 0.98 1.32 0.99 0.41 1.07
複合サービス 1.07 1.01 0.75 0.93 1.15 1.02 0.71 0.95
その他サービス 0.86 1.03 1.53 0.95 0.89 1.00 1.21 1.01
公務 0.93 0.98 1.27 1.05 0.86 0.99 1.26 1.02

表 3-1 東京都区部の特化係数・拡大係数一覧表 
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宿泊・飲食
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製造業

電気・ガス・水道

情報通信業

運輸・郵便

卸売・小売
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23区の特化係数(H26)と拡大係数(H21→H26): 事業所数

３区以外 ３区

集積度は低いが、
シェアは上昇傾向
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シェアも上昇傾向

集積度は高いが、
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集積度が低く、
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図 3-5 特化係数・拡大係数(事業所数) 
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図 3-6 特化係数・拡大係数(従業者数) 
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第4節 実証データ  

本研究では，オフィス賃料を推定するにあたり，被説明変数である純家賃と説明変数の

一部（その他の物件特性等）については，不動産流通標準情報システムの東京都区部オフ

ィス（店舗，事務所，店舗事務）賃貸情報を分析対象として使用した 42。 

分析に用いた変数とその説明については表  3-2 および表 3-3 に示す。純家賃については

礼金や敷金等を考慮し，(3-16)のように定式化した：  

 

𝑅𝑅𝑖𝑖 = (成約賃料) +
(礼金 +権利金)

24
+ (敷金 +保証金) × 𝑒𝑒(2412) (3-16) 

 

𝑅𝑅𝑖𝑖は物件の純家賃で成約賃料に，一括して課金される礼金と権利金は 24 で除して 1 ヶ月あ

たりにし，退去時に原状回復以外は返金される敷金と保証金は 1 ヶ月あたりの金利を計算

して加えている。  

自階比率についても物件の所在階/物件の属する建物の総階数として算定し，それぞれ新

たな変数として設定した。また，物件種目，建物構造，成約年期，所在地１コード(物件の

所在する区)についてはそれぞれダミー変数として分析に用いた。  

 

 

                                                        
42 物件の位置情報については，政府統計 GIS「 j-STAT」を用いてジオコーディングを行い，マッチング

レベルで 8（住居番号）および 9（建物・ランドマーク）の精度で位置を特定できた物件データのみを

サブサンプルとして分析に用いる。  

概要

　純家賃 物件の純家賃(円／月)

　物件の属性

使用部分面積 使用部分面積(㎡）

地上階層 物件の総階数

自階比率 建物の総階数に対する所在階比率

徒歩所有時間 最寄り駅から山手線までに要する時間(分)

築年数月 物件の築年(月)

定借ダミー

山手線内ダミー

　物件種目 物件ダミー（店舗）

①店舗，②事務所，③店舗事務所

　建物構造 建物構造ダミー（木造がベース）

　成約年数 成約された年月日から四半期ダミー作成

　所在地 所在地区別ダミー

変数名

①木造，②ブロック，③鉄骨造，④RC，⑤SRC，⑥PC，⑦HPC，
⑧軽量鉄骨，⑨その他

表 3-2 変数一覧  
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１つ目の実効集積を表す指標である従業者数密度の推計には，平成 28 年度経済センサ

スのデータを用いた。各実効集積の説明および対象とする産業区分等については表  3-3 に

示す。  

 

 

第5節 推定結果と考察  

第1項 推定モデルの整理  

本研究のオフィス賃料推定では，実効集積の設定の関係上，説明変数の組み合わせに準

じてモデルを全部で 30 構築し推定を行った。交通手段（公共交通機関か自動車），産業種

（全産業，金融・保険業，非金融業）という区分に加え，交通手段を公共交通機関に絞っ

て一般化費用の弾力性 αが 0.5，1，1.5，2 の４種類モデルを構築した。30 のモデルは M1~M30

とし，表 3-4 のように各実効集積を条件に沿って組み合わせ，説明変数として設定し，モ

デル推定を行った。  

 

 

 

変数名 対象産業 概要

自ゾーン集積T 全産業 物件iが立地するj地区の全産業集積

自ゾーン集積F 金融業 物件iが立地するj地区の金融業集積

自ゾーン集積nF 非金融業 物件iが立地するj地区の非金融業集積

WIDT 全産業
jk間の直接距離　　を用いたjk区間間の全産業実

効集積

WIPT 全産業
jk間の公共交通機関の一般化費用　　　　を用い

たjk区間間の全産業実効集積

WICT 全産業
jk間の自動車交通の一般化費用　　　を用いたjk
区間間の全産業実効集積

WIDF 金融業
jk間の直接距離　　を用いたjk区間間の金融業実

効集積

WIPF 金融業
jk間の公共交通機関の一般化費用　　　を用いた

jk区間間の金融業実効集積

WICF 金融業
jk間の自動車交通の一般化費用　　　を用いたjk
区間間の金融業実効集積

WIDnF 非金融業
jk間の直接距離　　を用いたjk区間間の非金融業

実効集積

WIPnF 非金融業
jk間の公共交通機関の一般化費用　　　を用いた

jk区間間の非金融業実効集積

WICnF 非金融業
jk間の自動車交通の一般化費用　　　を用いたjk
区間間の非金融業実効集積

,
T
j iED

,
F
j iED

,
nF
j iED

,jk iD
,

T
jk iED

,
car
jk iGC

,
T
jk iED

,
pub
jk iGC

,jk iD

,
F
jk iED

,
car
jk iGC

,
pub
jk iGC

,
T
jk iED

,
F
jk iED

,
F
jk iED

,jk iD

,
nF
jk iED

,
pub
jk iGC

,
pub
jk iGC

,
nF
jk iED

,
nF
jk iED

表 3-3 実効集積一覧表  
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表 3-4 集積指標によるモデル設定  

 

表注)○が採用した説明変数  

 

第2項 基本統計量  

推定に用いたデータの基本統計量については表 3-5 に示す。推定に用いた物件のデータ

は全部で 38,048 件である。本研究で分析の対象としたデータの多くが，東京 23 区の中で

も企業が集中して立地する都心部にある商業施設の賃料であるため，純家賃が非常に大き

な値になり，偏差も大きくなっている。また，所在地 1 コード 43（物件の所在する区を示

す）の度数分布表からもわかるように，オフィス賃料を分析の対象としているため，立地

場所に偏りが見られる。港区，渋谷区，新宿，千代田区等の物件データが相対的に大きな

                                                        
43 小ゾーンは，１小ゾーンに対する定義（該当町丁字名）が複数あるため，所在地 1 コード（物件の

所在する区）での度数分布表で物件の立地場所の偏りを示した。  

公共交通機関 自動車 直線距離 全産業 金融業 非金融業

M1 ○ ○ ○ ○ 1
M2 ○ ○ 1
M3 ○ ○ 1
M4 ○ ○ 1
M5 ○ ○ ○ 1
M6 ○ ○ ○ 1
M7 ○ ○ ○ 1
M8 ○ ○ ○ ○ 1
M9 ○ ○ 1
M10 ○ ○ 1
M11 ○ ○ 1
M12 ○ ○ ○ 1
M13 ○ ○ ○ 1
M14 ○ ○ ○ 1
M15 ○ ○ ○ ○ 1
M16 ○ ○ 1
M17 ○ ○ 1
M18 ○ ○ 1
M19 ○ ○ ○ 1
M20 ○ ○ ○ 1
M21 ○ ○ ○ 1
M22 ○ ○ 0.5
M23 ○ ○ 1.5
M24 ○ ○ 2
M25 ○ ○ 0.5
M26 ○ ○ 1.5
M27 ○ ○ 2
M28 ○ ○ 0.5
M29 ○ ○ 1.5
M30 ○ ○ 2

弾力性
集積指標

モデル名
産業
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割合を占めていることがわかる。実効集積についても，直線距離とは差は大きいが，交通

機関による区分（WICT と WIPT，WICF と WIPF）においては値に大きな開きはないが，

産業区分（WICT と WICF，WIPT と WIPF，全産業と金融業の従業者数密度）間では大き

な開きが見られる。これは，産業全体と金融・保険業のみによる値の設定なので，そもそ

も対象となる産業の従業者数等の母数が異なるため，当然の結果とも言える。上述のよう

に，推定の際には対数化を行っているため，そのような値の開きによる影響は取り除くこ

とができていると考えられる。  

 

表 3-5 基本統計量(サンプルサイズ＝38,048) 

 

 

また，実効集積を地図上で描画したものが図 3-7 である。各グラフでスケールが異なっ

ている点には注意が必要であるが，交通機関による区分として異なるのは，公共交通機関

でみた実効集積のほうが，自動車でみた実効集積よりも地理的な広がりを見せており，と

くに渋谷区・新宿区・板橋区といった都心 3 区における実行集積が高く現れていることで

ある。言い換えれば，23 区内における自動車移動は都心 3 区の非常に限られたエリアにお

いてのみ集積の経済による効果を発揮している可能性があると言えよう。一方，鉄道・バ

スによる集積の経済の効果は 23 区内に存在するいくつかの経済集積地点において発揮さ

れていることを示唆している。これらの実行集積が企業の生産性にどのように反映されて

いるかを，オフィス賃料関数から分析する。  

 

 

 

変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値 変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値

純家賃 267,516 331,495 8400 11,900,000 自階層比 0.51 0.26 0.019 1
WIDT 7.00 1.95 2.61 11.76 築年数月 352.41 138.55 0 1051
WIPT 17.65 2.92 9.255813 25.01 CBDまで時間 4.62 5.24 0 29
WICT 32.94 7.99 12.72 49.56 徒歩分 4.45 3.17 1 110
WIDF 3.38E-04 1.57E-04 9.52E-05 8.05E-04 山手線内ダミー 0.59 0.49 0 1
WIPF 8.06E-04 1.89E-04 3.70E-04 1.27E-03 事務所 0.60 0.49 0 1
WICF 1.57E-03 6.11E-04 4.64E-04 3.08E-03 店舗事務 0.22 0.41 0 1
WIDnF 1.16 0.23 0.56 2.29 ブロック 0.0002 0.0154 0 1
WIPnF 3.28 0.41 2.06 9.89 鉄骨造 0.1973 0.3980 0 1
WICnF 6.49 1.38 2.69 25.62 RC 0.4225 0.4940 0 1
自ソーン集積T 218.24 111.52 44.64 1643.561 SRC 0.3411 0.4741 0 1
自ソーン集積F 9.43 10.32 0 72.92931 PC 0.0005 0.0223 0 1
自ソーン集積F 208.81 104.66 44.17 1570.632 HPC 0.0001 0.0073 0 1
使用部分面積 71.51 72.33 10 2,440.6 軽量鉄骨 0.0020 0.0444 0 1
地上階層 6.69 3.05 1 52 その他 0.0047 0.0686 0 1
5～20階ダミー 0.744 0.44 0 1 定借ダミー 0.07 0.25 0 1
20階以上ダミー 0.002 0.04 0 1
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所在地1コード 区名 サンプル数 構成比   成約年 サンプル数 構成比

13101 千代田区 4,524 11.9% 2010 4,319 11.4%
13102 中央区 3,036 8.0% 2011 4,628 12.2%
13103 港区 4,422 11.6% 2012 5,229 13.7%
13104 新宿区 4,446 11.7% 2013 5,891 15.5%
13105 文京区 1,137 3.0% 2014 6,750 17.7%
13106 台東区 2,284 6.0% 2015 7,845 20.6%
13107 墨田区 749 2.0% 2016 3,384 8.9%
13108 江東区 615 1.6% 合計 38,046 100.0%
13109 品川区 1,164 3.1%
13110 目黒区 837 2.2%
13111 大田区 1,135 3.0%
13112 世田谷区 1,127 3.0%
13113 渋谷区 4,077 10.7%
13114 中野区 601 1.6%
13115 杉並区 917 2.4%
13116 豊島区 3,149 8.3%
13117 北区 573 1.5%
13118 荒川区 447 1.2%
13119 板橋区 599 1.6%
13120 練馬区 467 1.2%
13121 足立区 664 1.7%
13122 葛飾区 367 1.0%
13123 江戸川区 709 1.9%

38,046 100.0%合計

表 3-6 所在地成約年分布表  

自動車：全産業  自動車：金融業のみ  

公共交通：全産業  公共交通：金融業のみ  

図 3-7 各集積指標の分布 
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第3項 推定結果  

まず，一般化費用を考える際の交通機関を検討するため，全産業で公共交通機関

（lnWIPT），自動車交通(lnWICT)と直線距離(lnWIDT)で推計したものが表 3-7 である。自

動車交通(lnWICT)は，いずれのモデルでも符号がマイナスになっており，またロバストで

もないためワイダーインパクト効果を推定するのには適切ではないと考えた。理由として

は，自動車の場合，高速道路を使うと機会費用は安くなるが，ETC 料金が高くなり，これ

が一般化費用として適切か問題になる。また，今回は都区内のオフィスビルを対象として

おり都区内であれば公共交通機関の整備が進んでいるためオフィス間の交通手段は公共交

通機関を用いられているため公共交通機関を用いることが適切であると考えられる。より

広範で自動車交通が主要な交通機関となるような物流等では自動車交通(lnWICT)が一般化

費用としてワイダーインパクト効果が発揮される可能性があり，今後の課題となる。なお，

地域間で WIPT と WICT の低い方を一般化費用に用いても説明力が低くなる。  

次に公共交通機関（lnWIPT）と直線距離(lnWIDT)を比較する。ここで，表 3-7 の M2，

M4，M6 を比較する。公共交通機関（lnWIPT）を説明変数とした M2 と直線距離(lnWIDT)

を説明変数とした M4 はともに正で有意であるが，M2 の方が説明力が高く，M6 では公共

交通機関（lnWIPT）が正に，直線距離(lnWIDT)が負になっており，公共交通機関（lnWIPT）

が も説明変数としてロバストであることが分かる。  

 

表 3-7 推定結果 1(対象；全産業，サンプルサイズ＝38,048) 

 

図注)推定量はロバスト推定，その他の説明変数の推定係数等は章末推計結果参照。  

 

次に，金融業の集積に焦点をあてた表  3-8 の結果をみてみる。結果を見ると，表 3-7 と

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 8.7783 112.54*** 7.88674 128.26*** 8.85794 136.46*** 8.46932 194.75***
lnWIPT 0.42858 16.92*** 0.29892 15.58***
lnWICT -0.51384 -18.54*** -0.04675 -2.91**
lnWIDT 0.28012 10.65*** 0.11466 7.83***
ln自ゾーン集積T 0.085 19.06*** 0.07938 17.67*** 0.10201 23.1*** 0.09421 21.46***
Adj  R-squared

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 8.35693 121.92*** 7.86104 126.99*** 9.37113 132***
lnWIPT 0.52858 22.03*** 0.35249 13.84***
lnWICT -0.31267 -15.37*** -0.44192 -16.03***
lnWIDT -0.06056 -3.13** 0.44019 17.6***
ln自ゾーン集積T 0.08054 18.12*** 0.07858 17.45*** 0.10264 23.43***
Adj  R-squared 0.4125 0.4136

0.4178 0.4123 0.4087 0.4096

0.4167

　　　　モデル名
変数名

M1 M2 M3 M4

M5 M6 M7　　　　モデル名
変数名
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同様に，公共交通機関（lnWIPT）が も説明変数としてロバストであることが分かる。ま

た，M2 と M9 を比較すると，差異は小さいものの，決定係数も公共交通機関（lnWIPT），

自ゾーン集積の有意性も金融業の方が高くなっており，都区部では金融業の集積の影響が

大きいことが示唆される。  

 

表 3-8 推定結果 2(対象；金融業，サンプルサイズ＝38,046 44) 

 

 

続いて，非金融業の集積に焦点をあてた表 3-9 の結果をみてみる。結果を見ると，表 3-7，

表 3-8 と同様に，公共交通機関（lnWIPT）が も説明変数としてロバストであることが分

かる。また，M13 と M9 を比較すると，差異は小さいものの，決定係数も公共交通機関

（lnWIPT），自ゾーン集積の有意性も金融業の方が高くなっており，都区部では金融業の

集積の影響が大きいことが示唆される。  

後に，M2,M9 の距離弾力性(減衰パラメータ)を変えて推定した(表 3-10)。八田・唐渡

(2000)は時間距離の弾力性を 2 に，WebTAG は全産業の平均 decay parameter を 1.665 とし

て推定している。推定の結果はあまり大きな違いは無いが 0.5～1.0 あたりが も有意性が

高いようにみえる。  

 

 

 

                                                        
44 金融業の立地がない地域のオフィスが 2 サンプルあるため，全産業のサンプル数より少なくなって

いる。厳密には基礎統計量が異なってくるが除外したサンプル数が少ないため基礎統計量は載せていな

い。  

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 10.75359 112.6*** 10.7894 110.61*** 8.96093 130.1*** 9.73825 131.07***
lnWIPF 0.41742 19.47*** 0.2365 17.1***
lnWICF -0.47296 -22.01*** -0.03451 -3.21**
lnWIDF 0.20927 10.14*** 0.07586 8.09***
ln自ゾーン集積F 0.03754 25.74*** 0.03711 25.64*** 0.03934 27.25*** 0.03951 27.28***
Adj  R-squared

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 10.81035 112.66*** 10.82765 110.95*** 9.55179 128.18***
lnWIPF 0.52043 26.98*** 0.37333 17.19***
lnWICF -0.31979 -20.94*** -0.435 -20.07***
lnWIDF -0.11981 -8.16*** 0.39978 21.3***
ln自ゾーン集積F 0.03545 24.59*** 0.03546 24.29*** 0.04187 28.82***
Adj  R-squared 0.4225 0.4166 0.4184

0.424 0.4156 0.4112 0.4121
M12 M13 M14

　　　　モデル名
変数名

M8 M9 M10 M11

　　　　モデル名
変数名
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表 3-9 推定結果 3(対象：非金融業) 

 

 

表 3-10 推定結果 4(M2 および M9 について距離弾力性を変化) 

 

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 8.78335 152.09*** 8.43135 209.12*** 8.7101 193.02*** 8.71392 266.51***
lnWIPnF 0.30991 10.78*** 0.29061 12.19***
lnWICnF -0.21545 -8.63*** 0.00366 0.2
lnWIDnF 0.16323 6.15*** 0.1351 7.54***
ln自ゾーン集積nF 0.08172 17.34*** 0.07722 16.42*** 0.09592 20.72*** 0.08932 19.54***
Adj  R-squared

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 8.56811 186.76*** 8.44472 196.59*** 9.02409 166.1***
lnWIPnF 0.37172 13.75*** 0.27662 9.73***
lnWICnF -0.12462 -6.25*** -0.18012 -7.12***
lnWIDnF 0.01889 0.89 0.26747 10.63***
ln自ゾーン集積nF 0.08005 17.01*** 0.07718 16.41*** 0.09434 20.42***
Adj  R-squared

　　　　モデル名
変数名

M15 M16 M17 M18

0.411 0.4099 0.4076 0.4085
　　　　モデル名
変数名

M19 M20 M21

0.4105 0.4099 0.4093

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 5.65629 22.46*** 7.88674 128.26*** 8.91509 254.17*** 9.33353 173.82***
ln(WIPT^(0.5)) 0.59843 12.28***
ln(WIPT) 0.29892 15.58***
ln(WIPT^(1.5)) 0.18575 15.26***
ln(WIPT^2) 0.12729 14.69***
ln自ゾーン集積T 0.08076 18.07*** 0.07938 17.67*** 0.07976 17.75*** 0.08087 18.01***
Adj  R-squared
Number

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 10.76267 111.36*** 10.7894 110.61*** 10.70486 113.83*** 10.59878 117.94***
ln(WIPF^(0.5)) 0.49375 16.98***
ln(WIPF) 0.2365 17.1***
ln(WIPF^(1.5)) 0.14734 16.85***
ln(WIPF^2) 0.10253 16.47***
ln自ゾーン集積F 0.03815 26.4*** 0.03711 25.64*** 0.03696 25.52*** 0.03705 25.58***
Adj  R-squared
Number

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 5.65629 22.46*** 8.43135 209.12*** 9.28655 161.51*** 9.6094 114.9***
ln(WIPnF^(0.5)) 0.59843 12.28***
ln(WIPnF) 0.29061 12.19***
ln(WIPF^(1.5)) 0.18327 12.01***
ln(WIPnF^2) 0.12486 11.61***
ln自ゾーン集積F 0.07657 16.27*** 0.07722 16.42*** 0.07828 16.67*** 0.07997 17.08***
Adj  R-squared
Number

0.4156 0.4156 0.4155 0.4155
38,043 38,043 38,043 38,043

38,046 38,046
M9 M26 M27

M24

0.4123 0.4122 0.41190.4134

M2

38,046 38,046

M23　　　　モデル名
変数名

M22

　　　　モデル名
変数名

M25

38,046 38,046 38,046 38,046

　　　　モデル名
変数名

M28 M16 M29 M30

0.4111 0.4099 0.4098 0.4096
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第6節 まとめと今後の課題  

本研究では，現在の日本が直面する問題から，国土交通省など政府機関の白書でも重視

されつつある，社会資本整備の効果の視覚化として，道路整備等の交通投資による効果に

ついて取り上げた。分析の方法としては，オフィス賃料関数に基づく先行研究，ならびに，

本研究のメインテーマでもある英国指針の事業評価手法についての研究・資料等をもとに

情報収集，研究を行った。現在行われている評価手法では捉えきることのできない効果が

存在するという見聞は，紹介した文献等からも明らかである。そういった現状を踏まえた

上で，英国に限らず参考とすべき諸外国の評価手法を，いかにして整合性を損なうことな

く日本の評価手法として取り入れるかが本研究においても，重要な課題であると考えられ

る。  

本研究においては，DfT による交通分析ガイダンスの Wider Economic Impacts の中でも

も影響の大きいと想定される集積の経済がもたらす生産力効果に着目した。モデルの基

本構造は八田・唐渡(1999)および八田・唐渡(2000)によるオフィス賃料に対する集積の効果

を推定するモデルを基に，集積指標を DfT の実効集積に置き換え，距離指標に交通モード

ごとの一般化費用を採用し，より実質的な移動距離によって集積の効果を計測した。  

一般化費用については，モデルの簡便化のため自動車と鉄道の 2 種類に分け，ゾーンの

重心間の 短距離や，重心から 寄りの駅までの 短距離などを用い，それぞれの時間価

値を推計した。指標の具体的な設定については，NAVITIME を利用し，小ゾーンの重心間

の自動車および公共交通機関(鉄道・バス)の一般化費用算出のために必要なデータを収集

した。また，産業ごとに集積度合いの違いや，集積度が及ぼす経済効果の大きさも異なっ

てくるであろうことが予想されたため，実効集積の設定にあたっては，東京都 23 区におけ

る特化係数およびそれに基づく拡大係数を算出し，他の産業に比べて特に集中度の高い金

融・保険業については別途推定を行った。また，モデルの構築においても，上述の交通手

段および産業種の区分に加え，複数のモデル群を設定することで結果の比較を実施した。 

上述の分析枠組みの下で行った推定結果から，東京 23 区においては，公共交通機関によ

って計測する一般化費用でウェイト付けした実効集積でより大きな集積の経済の効果が確

認された。すなわち，23 区内では公共交通機関への投資がより集積の経済の効果を高めて

いる可能性が高いということができよう。複数のモデルで検証した結果，公共交通機関に

よる実効集積が 1%ポイント増加すると，オフィス賃料は 0.29～0.53%高まる。この結果は，

23 区内では地下鉄網が発達しているために影響が大きくなるものと考えられる。一方，自

動車移動からくる集積の経済の効果は負の影響と計測された。これはデータ含まれる ETC

料金が負担になっている可能性が考えられるが，係数の大きさもモデルによって安定しな
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いため推定自体の頑健性に疑問が残る結果となった。また自動車移動は特に長距離輸送(移

動)における追加的な投資が大きな効果を発揮することも考えられるため，より正確な推定

のためには分析設計自体を見直すなどの必要があるだろう。  

そのほか，モデル構築に関して問題・課題点もいくつかある。今回行った分析では，産

業区分や交通手段を非常に大きな枠で捉えていたため，より細分化して推計を行った場合，

また効果の程度は変わってくる可能性がある。具体的には本研究において交通手段の区分

は自動車・鉄道・バスのみであったが，他の交通機関ではどうか，また金融・保険業以外

で集積が顕著である産業に関しては実効集積の効果はどうなるか，などが挙げられる。こ

れらの点を考慮するとともに，精度をより高めたモデルを構築しようと試みる際には，デ

ータの利用可能性などいくつかの実証的な困難が想定される。また，事業評価等の新たな

手法の導入については，より厳密に経済学理論に基づき，適用方法や有用性について検討

するべきであるため，非常に難易度の高い取り組みである。しかし，研究の背景でみたよ

うに，現行の費用便益分析では十分に評価されていない追加的な効果の大きさは無視でき

ない規模であること，また限られた財源のなかでより効果的な投資の意思決定をする必要

性を鑑みると，間接便益評価の重要性は今後さらに高まっていくだろう。  
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補表. 1 推定結果 1 

 

 

補表. 2 推定結果 2 

 

  

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 8.7783 112.54*** 7.88674 128.26*** 8.85794 136.46*** 8.46932 194.75*** 8.35693 121.92*** 7.86104 126.99*** 9.37113 132***
lnWIPT 0.42858 16.92*** 0.29892 15.58*** 0.52858 22.03*** 0.35249 13.84***
lnWICT -0.51384 -18.54*** -0.04675 -2.91** -0.31267 -15.37*** -0.44192 -16.03***
lnWIDT 0.28012 10.65*** 0.11466 7.83*** -0.06056 -3.13** 0.44019 17.6***
ln自ゾーン集積T 0.085 19.06*** 0.07938 17.67*** 0.10201 23.1*** 0.09421 21.46*** 0.08054 18.12*** 0.07858 17.45*** 0.10264 23.43***
事務所 -0.29725 -64.91*** -0.30227 -65.93*** -0.29914 -64.64*** -0.30187 -65.43*** -0.29765 -64.97*** -0.30171 -65.77*** -0.29806 -64.66***
店舗事務 -0.16572 -33.21*** -0.16774 -33.5*** -0.1674 -33.29*** -0.16752 -33.32*** -0.16667 -33.41*** -0.1678 -33.54*** -0.16569 -33.01***
ln使用部分面積 -0.07068 -31.07*** -0.07117 -31.22*** -0.0707 -30.93*** -0.07092 -31.06*** -0.07086 -31.14*** -0.07116 -31.23*** -0.07046 -30.88***
ln地上階層 0.03518 5.62*** 0.04094 6.52*** 0.03701 5.87*** 0.03911 6.22*** 0.03719 5.94*** 0.04086 6.51*** 0.0339 5.4***
df520 0.04665 6.13*** 0.04098 5.35*** 0.04163 5.41*** 0.04024 5.23*** 0.0455 5.97*** 0.04136 5.41*** 0.04459 5.82***
dfov20 0.44027 2.73** 0.41859 2.59** 0.43236 2.69** 0.42188 2.6** 0.43664 2.72** 0.42032 2.6** 0.43932 2.71**
ln自階層比 -0.08907 -13.93*** -0.08512 -13.28*** -0.0849 -13.18*** -0.08406 -13.05*** -0.08847 -13.85*** -0.08546 -13.34*** -0.08691 -13.51***
ln自階層比_df520 0.0547 8.14*** 0.0525 7.79*** 0.0514 7.59*** 0.05132 7.58*** 0.05438 8.1*** 0.0527 7.83*** 0.05278 7.81***
ln自階層比_dfov20 0.17704 2.94** 0.16949 2.81** 0.17539 2.91** 0.16966 2.8** 0.17791 2.97** 0.17085 2.84** 0.17476 2.88**
山手線内ダミー 0.10241 17.87*** 0.10696 18.96*** 0.12016 21.18*** 0.10951 19.05*** 0.11144 19.79*** 0.10954 19.12*** 0.10338 17.96***
ブロック -0.29587 -3.4** -0.30723 -3.66*** -0.30289 -3.57*** -0.30693 -3.64*** -0.29813 -3.47** -0.30645 -3.65*** -0.29792 -3.43**
鉄骨造 -0.03834 -3.66*** -0.04243 -4.05*** -0.0408 -3.89*** -0.04075 -3.89*** -0.04116 -3.93*** -0.04286 -4.09*** -0.03647 -3.48**
RC -0.05216 -5.01*** -0.05567 -5.34*** -0.05302 -5.08*** -0.0533 -5.11*** -0.05483 -5.26*** -0.05613 -5.38*** -0.04935 -4.73***
SRC -0.01214 -1.06 -0.0152 -1.33 -0.01318 -1.15 -0.01259 -1.1 -0.01541 -1.35 -0.01593 -1.39 -0.0087 -0.76
PC -0.12277 -3.13** -0.12645 -3.15** -0.10854 -2.71** -0.12066 -2.93** -0.11813 -3.08** -0.12428 -3.14** -0.11869 -2.89**
HPC 0.04527 0.17 0.06899 0.23 0.07861 0.25 0.08256 0.26 0.04591 0.17 0.06592 0.22 0.06788 0.23
軽量鉄骨 -0.04522 -1.33 -0.04909 -1.42 -0.04967 -1.46 -0.0495 -1.45 -0.04693 -1.37 -0.04916 -1.42 -0.04617 -1.37
その他 -0.02453 -1.22 -0.02498 -1.25 -0.02411 -1.2 -0.02384 -1.19 -0.02556 -1.27 -0.02528 -1.26 -0.02292 -1.14
lnCBDまで時間 -0.01544 -6.78*** -0.01063 -4.76*** -0.01915 -8.69*** -0.01739 -7.95*** -0.01097 -4.92*** -0.00971 -4.28*** -0.02374 -10.71***
ln徒歩分 -0.11541 -41.18*** -0.11448 -40.76*** -0.12126 -43.28*** -0.11881 -42.47*** -0.11456 -40.88*** -0.1143 -40.7*** -0.1206 -43.14***
ln築年数 -0.09564 -48.67*** -0.09515 -48.46*** -0.09565 -48.52*** -0.09526 -48.33*** -0.09567 -48.8*** -0.09523 -48.54*** -0.09562 -48.41***
定借 0.01718 2.72** 0.01908 3** 0.01936 3.03** 0.01955 3.06** 0.01767 2.79** 0.01899 2.99** 0.0181 2.85**
Adj  R-squared
Number

M3 M4 M5

0.4096
38,046

0.4167
38,046

0.4125
38,046

0.4136
38,046

0.4178
38,046

0.4123
38,046

0.4087
38,046

M6 M7　　　　モデル名
変数名

M1 M2

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 10.75359 112.6*** 10.7894 110.61*** 8.96093 130.1*** 9.73825 131.07*** 10.81035 112.66*** 10.82765 110.95*** 9.55179128.18***
lnWIPF 0.41742 19.47*** 0.2365 17.1*** 0.52043 26.98*** 0.37333 17.19***
lnWICF -0.47296 -22.01*** -0.03451 -3.21** -0.31979 -20.94*** -0.435 -20.07***
lnWIDF 0.20927 10.14*** 0.07586 8.09*** -0.11981 -8.16*** 0.39978 21.3***
ln自ゾーン集積F 0.03754 25.74*** 0.03711 25.64*** 0.03934 27.25*** 0.03951 27.28*** 0.03545 24.59*** 0.03546 24.29*** 0.04187 28.82***
事務所 -0.29444 -64.47*** -0.30088 -65.72*** -0.29784 -64.42*** -0.30047 -65.19*** -0.2948 -64.54*** -0.29942 -65.44*** -0.296 -64.34***
店舗事務 -0.16592 -33.36*** -0.16662 -33.33*** -0.167 -33.24*** -0.16669 -33.2*** -0.16644 -33.47*** -0.16686 -33.43*** -0.1658 -33.12***
ln使用部分面積 -0.07029 -31*** -0.07124 -31.3*** -0.07073 -30.94*** -0.07109 -31.13*** -0.07043 -31.07*** -0.0711 -31.28*** -0.07034 -30.86***
ln地上階層 0.03118 5.02*** 0.03822 6.11*** 0.03533 5.62*** 0.03726 5.94*** 0.03284 5.28*** 0.0377 6.02*** 0.03122 5.01***
df520 0.04897 6.48*** 0.042 5.52*** 0.04376 5.72*** 0.04189 5.47*** 0.04807 6.36*** 0.04316 5.68*** 0.0471 6.18***
dfov20 0.4429 2.73** 0.42264 2.56** 0.44151 2.7** 0.42963 2.6** 0.44097 2.73** 0.42656 2.61** 0.445 2.71**
ln自階層比 -0.09244 -14.52*** -0.0876 -13.73*** -0.08699 -13.58*** -0.08642 -13.49*** -0.09194 -14.46*** -0.0885 -13.9*** -0.08981 -14.03***
ln自階層比_df520 0.05672 8.48*** 0.05413 8.07*** 0.0531 7.89*** 0.05308 7.89*** 0.05651 8.45*** 0.05466 8.16*** 0.0548 8.15***
ln自階層比_dfov20 0.17712 2.95** 0.16929 2.78** 0.17634 2.9** 0.17069 2.79** 0.17833 2.97** 0.17246 2.85** 0.17478 2.88**
山手線内ダミー 0.10197 18.13*** 0.09962 17.67*** 0.11366 20.07*** 0.10511 18.5*** 0.10505 18.74*** 0.10287 18.19*** 0.10453 18.46***
ブロック -0.28747 -3.28** -0.30191 -3.62*** -0.29872 -3.58*** -0.30323 -3.64*** -0.28792 -3.35** -0.29834 -3.59*** -0.29377 -3.35**
鉄骨造 -0.03677 -3.53*** -0.0408 -3.91*** -0.03888 -3.73*** -0.03934 -3.77*** -0.039 -3.74*** -0.04158 -3.99*** -0.03466 -3.32**
RC -0.05149 -4.96*** -0.05484 -5.28*** -0.0527 -5.07*** -0.0531 -5.11*** -0.05371 -5.18*** -0.0558 -5.38*** -0.04885 -4.7***
SRC -0.01214 -1.07 -0.01417 -1.24 -0.01277 -1.12 -0.01221 -1.07 -0.01491 -1.31 -0.01596 -1.4 -0.00829 -0.73
PC -0.11854 -3.15** -0.12127 -3.08** -0.10428 -2.64** -0.11443 -2.85** -0.1151 -3.1** -0.11761 -3.07** -0.11494 -2.9**
HPC 0.02769 0.1 0.06633 0.22 0.07336 0.24 0.07641 0.24 0.03257 0.13 0.05986 0.21 0.04862 0.16
軽量鉄骨 -0.04597 -1.36 -0.04623 -1.35 -0.04676 -1.37 -0.04647 -1.36 -0.04616 -1.35 -0.04631 -1.34 -0.04617 -1.37
その他 -0.02249 -1.12 -0.02371 -1.19 -0.02149 -1.08 -0.02219 -1.12 -0.02341 -1.16 -0.02416 -1.21 -0.02044 -1.02
lnCBDまで時間 -0.01636 -7.41*** -0.01277 -5.79*** -0.02469 -11.36*** -0.02012 -9.34*** -0.01384 -6.31*** -0.01162 -5.25*** -0.0254 -11.77***
ln徒歩分 -0.11711 -41.91*** -0.11542 -41.23*** -0.12239 -43.77*** -0.11977 -42.92*** -0.11571 -41.45*** -0.1147 -40.97*** -0.12253 -43.93***
ln築年数 -0.09509 -48.56*** -0.09469 -48.35*** -0.09498 -48.5*** -0.09472 -48.27*** -0.09515 -48.74*** -0.09485 -48.57*** -0.09493 -48.24***
定借 0.01407 2.24** 0.01748 2.76** 0.01781 2.79** 0.01791 2.81** 0.015 2.39** 0.01734 2.74** 0.01497 2.37**
Adj  R-squared
Number 38,043

M12

0.4225
38,043

M8　　　　モデル名
変数名

M14

38,043

M13M9 M10

0.4112
38,043

0.4166
38,043

0.4184
38,043

0.424
38,043

M11

0.41210.4156
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補表. 3 推定結果 3 

 

補表. 4 推定結果 1 

 

  

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 8.78335 152.09*** 8.43135 209.12*** 8.7101 193.02*** 8.71392 266.51*** 8.56811 186.76*** 8.44472 196.59*** 9.02409 166.1***
lnWIPnF 0.30991 10.78*** 0.29061 12.19*** 0.37172 13.75*** 0.27662 9.73***
lnWICnF -0.21545 -8.63*** 0.00366 0.2 -0.12462 -6.25*** -0.18012 -7.12***
lnWIDnF 0.16323 6.15*** 0.1351 7.54*** 0.01889 0.89 0.26747 10.63***
ln自ゾーン集積nF 0.08172 17.34*** 0.07722 16.42*** 0.09592 20.72*** 0.08932 19.54*** 0.08005 17.01*** 0.07718 16.41*** 0.09434 20.42***
事務所 -0.3011 -65.4*** -0.30242 -65.75*** -0.30005 -64.86*** -0.30167 -65.3*** -0.30107 -65.41*** -0.30254 -65.7*** -0.30039 -65***
店舗事務 -0.16801 -33.51*** -0.16834 -33.56*** -0.16763 -33.3*** -0.16802 -33.39*** -0.16804 -33.53*** -0.16836 -33.56*** -0.1677 -33.34***
ln使用部分面積 -0.07151 -31.25*** -0.07181 -31.4*** -0.07095 -31.01*** -0.07125 -31.17*** -0.07163 -31.32*** -0.07181 -31.4*** -0.07094 -31.01***
ln地上階層 0.03993 6.36*** 0.0409 6.5*** 0.03914 6.21*** 0.03945 6.26*** 0.04053 6.45*** 0.04086 6.5*** 0.03853 6.12***
df520 0.04057 5.3*** 0.03941 5.14*** 0.04067 5.28*** 0.03944 5.12*** 0.04066 5.31*** 0.03929 5.12*** 0.04053 5.27***
dfov20 0.43228 2.69** 0.42292 2.63** 0.4277 2.66** 0.42864 2.67** 0.4266 2.66** 0.42327 2.63** 0.43671 2.72**
ln自階層比 -0.08587 -13.39*** -0.08429 -13.13*** -0.08379 -13*** -0.08355 -12.96*** -0.0855 -13.34*** -0.08423 -13.12*** -0.08485 -13.17***
ln自階層比_df520 0.05242 7.77*** 0.05147 7.63*** 0.0509 7.51*** 0.05077 7.5*** 0.05226 7.75*** 0.05143 7.62*** 0.05154 7.61***
ln自階層比_dfov20 0.17406 2.88** 0.17055 2.83** 0.1733 2.88** 0.17257 2.86** 0.17247 2.86** 0.17057 2.83** 0.17568 2.91**
山手線内ダミー 0.11056 18.93*** 0.11549 20.53*** 0.11929 21.09*** 0.11033 19.03*** 0.11803 20.91*** 0.11441 19.7*** 0.1067 18.27***
ブロック -0.2993 -3.46** -0.30584 -3.62*** -0.30513 -3.63*** -0.30218 -3.58*** -0.30426 -3.55*** -0.3054 -3.61*** -0.29676 -3.45**
鉄骨造 -0.04043 -3.86*** -0.04154 -3.97*** -0.0412 -3.93*** -0.04045 -3.86*** -0.0415 -3.96*** -0.04142 -3.95*** -0.03952 -3.77***
RC -0.05373 -5.15*** -0.05435 -5.21*** -0.05324 -5.1*** -0.05284 -5.06*** -0.05453 -5.23*** -0.05424 -5.2*** -0.05227 -5.01***
SRC -0.01394 -1.22 -0.01443 -1.26 -0.01324 -1.15 -0.0126 -1.1 -0.01489 -1.3 -0.01428 -1.25 -0.01214 -1.06
PC -0.11957 -2.89** -0.12164 -2.99** -0.11204 -2.77** -0.11807 -2.85** -0.11846 -2.93** -0.12203 -2.99** -0.11562 -2.76**
HPC 0.07648 0.27 0.07588 0.25 0.08223 0.26 0.0944 0.31 0.06608 0.23 0.07791 0.26 0.09487 0.32
軽量鉄骨 -0.04719 -1.37 -0.05022 -1.46 -0.05046 -1.48 -0.0481 -1.4 -0.05006 -1.46 -0.0499 -1.45 -0.04565 -1.33
その他 -0.02229 -1.11 -0.02303 -1.15 -0.02351 -1.17 -0.02354 -1.18 -0.02247 -1.12 -0.02306 -1.15 -0.02294 -1.15
lnCBDまで時間 -0.01626 -6.39*** -0.01119 -4.94*** -0.01861 -8.48*** -0.02183 -9.59*** -0.01011 -4.43*** -0.012 -4.78*** -0.02637 -11.21***
ln徒歩分 -0.11691 -41.65*** -0.11698 -41.72*** -0.1205 -43.09*** -0.12018 -42.99*** -0.11632 -41.45*** -0.1171 -41.72*** -0.12033 -43.05***
ln築年数 -0.09523 -48.48*** -0.09499 -48.42*** -0.09543 -48.37*** -0.09511 -48.26*** -0.09525 -48.55*** -0.09497 -48.39*** -0.09534 -48.3***
定借 0.02082 3.27** 0.0208 3.26** 0.02004 3.13** 0.02054 3.21** 0.02064 3.24** 0.02083 3.27** 0.0205 3.22**
Adj  R-squared
Number 38,046 38,046 38,046 38,046 38,046 38,046 38,046

　　　　モデル名
変数名

M15 M16 M17 M18 M19 M20 M21

0.411 0.4099 0.4076 0.4085 0.4105 0.4099 0.4093

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 4.5447 16.91*** 7.88674 128.26*** 8.91509 254.17*** 9.33353 173.82***
ln(WIPT^(0.5)) 0.62512 15.58***
ln(WIPT) 0.29892 15.58***
ln(WIPT^(1.5)) 0.18575 15.26***
ln(WIPT^2) 0.12729 14.69***
ln自ゾーン集積T 0.08076 18.07*** 0.07938 17.67*** 0.07976 17.75*** 0.08087 18.01***
事務所 -0.3023 -65.94*** -0.30227 -65.93*** -0.30221 -65.91*** -0.30213 -65.87***
店舗事務 -0.16776 -33.51*** -0.16774 -33.5*** -0.16772 -33.5*** -0.16769 -33.48***
ln使用部分面積 -0.07117 -31.23*** -0.07117 -31.22*** -0.07116 -31.22*** -0.07114 -31.2***
ln地上階層 0.04095 6.52*** 0.04094 6.52*** 0.04089 6.51*** 0.0408 6.49***
df520 0.04099 5.36*** 0.04098 5.35*** 0.04092 5.34*** 0.04083 5.33***
dfov20 0.41914 2.59** 0.41859 2.59** 0.41853 2.59** 0.41892 2.59**
ln自階層比 -0.08515 -13.29*** -0.08512 -13.28*** -0.08506 -13.27*** -0.08497 -13.25***
ln自階層比_df520 0.05253 7.8*** 0.0525 7.79*** 0.05244 7.78*** 0.05235 7.76***
ln自階層比_dfov20 0.1698 2.81** 0.16949 2.81** 0.16936 2.81** 0.1694 2.81**
山手線内ダミー 0.10568 18.7*** 0.10696 18.96*** 0.10864 19.28*** 0.11064 19.66***
ブロック -0.30727 -3.65*** -0.30723 -3.66*** -0.3072 -3.66*** -0.3072 -3.66***
鉄骨造 -0.04244 -4.05*** -0.04243 -4.05*** -0.04241 -4.05*** -0.04237 -4.04***
RC -0.05591 -5.36*** -0.05567 -5.34*** -0.05539 -5.31*** -0.05507 -5.28***
SRC -0.01535 -1.34 -0.0152 -1.33 -0.015 -1.31 -0.01477 -1.29
PC -0.12638 -3.15** -0.12645 -3.15** -0.12607 -3.14** -0.12531 -3.11**
HPC 0.06761 0.23 0.06899 0.23 0.07115 0.24 0.074 0.24
軽量鉄骨 -0.04922 -1.43 -0.04909 -1.42 -0.04894 -1.42 -0.04877 -1.42
その他 -0.02515 -1.26 -0.02498 -1.25 -0.02483 -1.24 -0.02468 -1.23
lnCBDまで時間 -0.01097 -4.92*** -0.01063 -4.76*** -0.01038 -4.63*** -0.01022 -4.55***
ln徒歩分 -0.11425 -40.65*** -0.11448 -40.76*** -0.11485 -40.92*** -0.11535 -41.13***
ln築年数 -0.09518 -48.5*** -0.09515 -48.46*** -0.09512 -48.42*** -0.0951 -48.37***
定借 0.01915 3.01** 0.01908 3** 0.01907 3** 0.01907 3**
Adj  R-squared
Number

　　　　モデル名
変数名

M22

0.4134
38,046

M23

0.4122
38,046

M24

0.4119
38,046

M2

0.4123
38,046
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補表. 5 推定結果 1 

 

  

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 10.76267 111.36*** 10.7894 110.61*** 10.70486 113.83*** 10.59878 117.94***
ln(WIPF^(0.5)) 0.49375 16.98***
ln(WIPF) 0.2365 17.1***
ln(WIPF^(1.5)) 0.14734 16.85***
ln(WIPF^2) 0.10253 16.47***
ln自ゾーン集積T 0.03815 26.4*** 0.03711 25.64*** 0.03696 25.52*** 0.03705 25.58***
事務所 -0.30093 -65.73*** -0.30088 -65.72*** -0.30076 -65.69*** -0.30062 -65.64***
店舗事務 -0.16662 -33.34*** -0.16662 -33.33*** -0.16657 -33.32*** -0.16653 -33.31***
ln使用部分面積 -0.07126 -31.31*** -0.07124 -31.3*** -0.07123 -31.29*** -0.07121 -31.28***
ln地上階層 0.03814 6.09*** 0.03822 6.11*** 0.03825 6.11*** 0.03825 6.11***
df520 0.04201 5.52*** 0.042 5.52*** 0.04193 5.5*** 0.04185 5.49***
dfov20 0.42266 2.56** 0.42264 2.56** 0.42301 2.57** 0.42364 2.57**
ln自階層比 -0.08763 -13.74*** -0.0876 -13.73*** -0.08753 -13.72*** -0.08746 -13.71***
ln自階層比_df520 0.05416 8.08*** 0.05413 8.07*** 0.05407 8.06*** 0.054 8.05***
ln自階層比_dfov20 0.16931 2.78** 0.16929 2.78** 0.16938 2.78** 0.16956 2.78**
山手線内ダミー 0.09792 17.32*** 0.09962 17.67*** 0.10138 18.01*** 0.10307 18.33***
ブロック -0.30181 -3.62*** -0.30191 -3.62*** -0.30201 -3.63*** -0.30211 -3.63***
鉄骨造 -0.04077 -3.91*** -0.0408 -3.91*** -0.04081 -3.91*** -0.04082 -3.91***
RC -0.05495 -5.29*** -0.05484 -5.28*** -0.05469 -5.27*** -0.05455 -5.25***
SRC -0.01426 -1.25 -0.01417 -1.24 -0.01407 -1.23 -0.01397 -1.22
PC -0.12155 -3.09** -0.12127 -3.08** -0.12057 -3.06** -0.11975 -3.04**
HPC 0.06529 0.22 0.06633 0.22 0.06811 0.23 0.07043 0.24
軽量鉄骨 -0.0463 -1.35 -0.04623 -1.35 -0.04615 -1.35 -0.04607 -1.35
その他 -0.02367 -1.19 -0.02371 -1.19 -0.02373 -1.19 -0.02378 -1.19
lnCBDまで時間 -0.01328 -6.04*** -0.01277 -5.79*** -0.0125 -5.65*** -0.01237 -5.57***
ln徒歩分 -0.11511 -41.08*** -0.11542 -41.23*** -0.1158 -41.4*** -0.11621 -41.57***
ln築年数 -0.09474 -48.41*** -0.09469 -48.35*** -0.09464 -48.28*** -0.09461 -48.23***
定借 0.01769 2.79** 0.01748 2.76** 0.0174 2.75** 0.01736 2.74**
Adj  R-squared
Number

M27

0.4155
38,043

M25

0.4156
38,043

M9

0.4156
38,043

M26

0.4155
38,043

　　　　モデル名
変数名
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補表. 6 推定結果 1 

 

 

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値
_cons 5.65629 22.46*** 8.43135 209.12*** 9.28655 161.51*** 9.6094 114.9***
ln(WIPnF^(0.5)) 0.59843 12.28*** 0.29061 12.19***
ln(WIPnF)
ln(WIPnF^(1.5)) 0.18327 12.01***
ln(WIPnF^2) 0.12486 11.61***
ln自ゾーン集積nF 0.07657 16.27*** 0.07722 16.42*** 0.07828 16.67*** 0.07997 17.08***
事務所 -0.30257 -65.78*** -0.30242 -65.75*** -0.30219 -65.69*** -0.30189 -65.62***
店舗事務 -0.1684 -33.58*** -0.16834 -33.56*** -0.16825 -33.54*** -0.16813 -33.51***
ln使用部分面積 -0.07187 -31.42*** -0.07181 -31.4*** -0.07173 -31.37*** -0.07161 -31.32***
ln地上階層 0.04099 6.52*** 0.0409 6.5*** 0.04078 6.48*** 0.0406 6.45***
df520 0.03941 5.14*** 0.03941 5.14*** 0.03942 5.14*** 0.03949 5.15***
dfov20 0.42265 2.63** 0.42292 2.63** 0.42336 2.63** 0.42411 2.64**
ln自階層比 -0.08425 -13.13*** -0.08429 -13.13*** -0.08432 -13.14*** -0.08434 -13.14***
ln自階層比_df520 0.05151 7.63*** 0.05147 7.63*** 0.05143 7.62*** 0.05138 7.61***
ln自階層比_dfov20 0.17049 2.82** 0.17055 2.83** 0.17073 2.83** 0.17108 2.84**
山手線内ダミー 0.11706 20.86*** 0.11549 20.53*** 0.11384 20.18*** 0.11256 19.89***
ブロック -0.3061 -3.61*** -0.30584 -3.62*** -0.30561 -3.62*** -0.30546 -3.63***
鉄骨造 -0.04155 -3.97*** -0.04154 -3.97*** -0.04157 -3.97*** -0.04161 -3.97***
RC -0.0543 -5.21*** -0.05435 -5.21*** -0.05439 -5.22*** -0.05439 -5.22***
SRC -0.0144 -1.26 -0.01443 -1.26 -0.01449 -1.27 -0.01453 -1.27
PC -0.12165 -2.99** -0.12164 -2.99** -0.12148 -2.99** -0.12099 -2.98**
HPC 0.07582 0.25 0.07588 0.25 0.07633 0.25 0.07741 0.26
軽量鉄骨 -0.05008 -1.46 -0.05022 -1.46 -0.0504 -1.47 -0.05056 -1.47
その他 -0.02279 -1.14 -0.02303 -1.15 -0.02336 -1.17 -0.0237 -1.19
lnCBDまで時間 -0.00978 -4.25*** -0.01119 -4.94*** -0.013 -5.82*** -0.01501 -6.79***
ln徒歩分 -0.117 -41.73*** -0.11698 -41.72*** -0.11706 -41.76*** -0.11732 -41.87***
ln築年数 -0.09502 -48.44*** -0.09499 -48.42*** -0.09499 -48.4*** -0.09501 -48.39***
定借 0.02077 3.26** 0.0208 3.26** 0.02083 3.27** 0.02082 3.27**
Adj  R-squared
Number 38,046 38,046 38,043 38,043

　　　　モデル名
変数名

M28 M16 M29 M30

0.4111 0.4099 0.4098 0.4096
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第4章 土地利用規制と企業立地：差分の差法による分析 45 

 本章では，「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律(以下，工業等制限

法)」を事例として，土地の利用規制がもたらす立地の非効率性について実証的に検討する。 

具体的には，工業等制限法による工場立地規制の横浜市臨海部における規制の一部解除を

自然実験と見立て，差分の差法を用いた実証分析を行う。工業等制限法は，戦後の首都圏

への人口流入をせき止める方策として，人口流入の要因と目された工場(および大学)の都

心部への新増設を原則禁止とした。人口流入の抑制という点では一定の効果があったが，

土地の 有効利用という観点からは正当化できず，政策形成において多面的な評価が必要

であることを論じる。  

 

第1節 首都圏整備法と工業等制限法  

製造業が工場の国内立地先を決定する際に直面する一つの課題が工場立地法や都市計

画法，環境アセスメントといった，各種の法令や規制である。こうした法規制は工場の規

模や立地可能な土地，生産活動に一定の制限を設けることで，住宅地と工業地の分離や環

境汚染物質の排出の削減などをつうじ，社会全体の厚生の改善を図ることを目的とする。

しかし，こうした企業活動を制限する規制は，必ずしも社会全体の厚生の改善につながら

ないことが指摘されている。例えば唐渡(2006)は，一般均衡理論の枠組みにおいて土地利

用規制が生産経済に与える影響について分析を行っており，規制が拘束的な地域から非拘

束的な地域に労働者の移動が生じうることを示した。労働者が競争的な条件の下で行う決

定を歪めることは，達成可能な厚生水準を達成させなくするかもしれない。法規制が企業

の立地や生産活動の判断にどのような影響を及ぼしうるかについては，実証的に明らかに

することが必要である。 

過去に工場立地に決定的な影響を及ぼしていたと考えられる規制が工業等制限法であ

る。工業等制限法は，1956 年に制定された首都圏整備法をもとに，1959 年に制定された。

その目的は，戦後の首都圏都心部における急激な人口の流入が「国土の均衡ある発展」を

妨げていることから，その 大の要因であると考えられた工場および大学の都心部での新・

増設を実質的に禁止することであった。 

しかし，工業等制限法によって工場の新・増設が禁止された区域には，東京 23 区や，京

浜臨海部の工業集積地も含まれていた。その結果，京浜臨海部は，工業専用地域であるに

もかかわらず，工場跡地への新たな工場の建設投資や，老朽化した設備を更新するための

                                                        
45 本章は小谷(2017)「工業等制限法による工場立地規制に関する実証研究－工業統計パネルデータを用

いた横浜市臨海部における事例－」『計画行政』40 巻 4 号を加筆・修正したものである。  
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スクラップアンドビルドが困難になった。企業の生産計画にあった適切な設備投資がなさ

れなくなった結果，この地域の空洞化を招く(長谷川(2000))など，製造業の生産に大きな影

響をおよぼしたことが指摘されている。 

こうした，法律などの規制によって土地を特定の用途に供することが禁止される場合，

いったん規制が敷かれると，時間の経過とともに実態に合わなくなっても，規制解除が難

しくなる，という規制の硬直性が指摘されている(金本(1994))。つまり，工業等制限法につ

いても，1959 年に制定されて以降，2002 年に解除されるまでの 43 年間にわたり，その土

地が製造業に適した地域であるにもかかわらず，規制の硬直性によって，効率的な土地利

用が阻害され，社会的な損失が生じていた可能性がある。本研究は，工業等制限法が，首

都圏における土地利用に与えた影響について，横浜市を対象に，経済産業省の工業統計調

査のデータを用いて実証的に検証する。 

工業等制限法は，1999 年に一部地域の規制解除，続いて 2002 年に全体の規制解除と，

二段階にわたって規制が解除されてきた。本研究では，この一段階目の部分的な規制解除

を自然実験と考え，規制が解除された地域を処置群，規制が継続された地域を対照群とし，

それぞれの地域における製造業の立地動向および生産活動に違いが生じたかどうかを，パ

ネルデータ化した工業統計調査を用いて，差分の差(Difference-in-Differences，以下 DID)

推定によってあきらかにしていく。  

次節では，産業立地政策，特に工業等制限法に関する先行研究をレビューする。第 3 節

で国内および京浜臨海部の製造業の動向について概観する。第 4 節において推定モデルと

推定方法について整理し，第 5 節で推定結果について述べ，第 6 節において結果の考察を

行う。第 7 節で本研究のまとめと課題について述べる。 

 

第2節 日本の製造業立地の動向と工場立地規制  

本研究の対象とする工業等制限法は，1956 年制定の首都圏整備法を母法として，1959

年に施行された。首都圏整備法は，以下の段階を経て，戦後の東京への人口集中の是正を

はかった。まず，東京駅を中心とした半径百キロの円を首都圏と定め，その中を東京都特

別区および，武蔵野市，三鷹市，横浜市，川崎市，川口市の一部を含む既成市街地と，既

成市街地に近接した近郊整備地帯，並びに宇都宮市や前橋市などを含む都市開発区域の 3

つのエリアに色分けされた。そのうえで，都心部である既成市街地から人口を押し出す政

策と，人口を郊外部であるその他 2 つのエリアに呼び込む政策の 2 つの人口再配置政策を

はかるというものであった。 

郊外部へ人口を呼び込む政策は，「首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関
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する法律」であり，郊外部へ立地する場合に，補助金の提供などで近郊整備地帯と都市開

発区域への立地を誘導した。一方，都心部から人口を押し出す政策が工業等制限法である。

具体的には，既成市街地に指定された区域において，床面積が 1,500 ㎡以上の工場の新・

増設を規制した。法が施行されたのち，段階的に規制が強化され，1972 年にもっとも厳し

くなり，制限施設の床面積が 500 ㎡以上にまで引き下げられた。さらに，製造業の集積地

である川崎市や横浜市の臨海部までが規制の対象地域となり，工場集積地帯に工場を新・

増設することが実質的に禁止されることになった(表 4-1 参照)。 

 

 
 

図 4-1 は首都圏整備法による区域区分を地図に表したものである。東京特別区，および

その周辺に指定されている既成市街地が工業等制限法の対象であり，ここから近郊整備地

帯や都市開発区域への人口再配置をはかった。 

 

  
 

 工場の基準面積 制限区域 その他 

1983 〃 〃 中小企業のための新基準を追加 

1999 〃 京浜臨海部等を削除  

2002 工業等制限法の廃止 

(出所) 国土審議会(2001)より作成 

 
  

 工場の基準面積  制限区域  その他  

1959 1,600 ㎡  東京特別区,武蔵野市,三鷹市  

1962 1,000 ㎡  〃  

1964 〃 横浜市,川崎市,川口市を追加  

1972 500 ㎡ 京浜臨海部等を追加  法目的に「都市環境整備改善」を追加 

規
制
強
化
の
時
期 

規
制
緩
和
の
時
期 

表 4-1 工業等制限法の制度内容の変遷  
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また，図 4-2 は本章で分析対象としている横浜市における区域区分を示したものである。

臨海部については，ほぼ全域が制限区域に指定されている一方，市内郊外部は近郊整備地

帯に指定されている。横浜市の臨海部は，歴史的に京浜工業地帯の一部を構成しており，

大規模な工業地帯であったため，この地域に立地していた多くの企業にとっては工業等制

限法による設備の増設規制は生産活動の足かせになっていたことが推察される。 

なお，図 4-2 からもわかるように，この制限区域の線引きは，首都圏整備法および工業

等制限法の施行令にもとづき，行政区画での地番レベルで行われている。つまり，場所に

よって地番をまたいだ線引きがなされている。そのため，工業等制限法の影響を，立地制

限区域と非制限区域の比較によって分析する場合，都道府県や市町村レベルのデータでは

なく，少なくとも町丁目レベルのデータが必要となるなど分析上の工夫が必要となる。こ

の点については，第 4 節において改めて論じる。  

図 4-1 首都圏整備法による区域区分 
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工場立地政策や企業誘致政策などの産業立地政策が，企業立地に与える影響を実証的に

分析した研究としては，岳(2000)がある。同論文では，条件つきロジットモデルを用い，

工場の立地確率を推定している。そのなかで，低開発地域工業開発促進法，新産業都市建

設促進法，および工業再配置促進法の，3 つの地域開発政策を，地域指定ダミーの形で推

定モデルに含めて分析した。その結果，企業誘致政策は立地確率に有意にプラスの影響を

与えるという結果をえている。 

戦後に制定された工場三法(工業等制限法，工場立地法，工場再配置促進法)が，生産活動

や企業立地に与える影響について定量的に分析した実証研究の一つに，各務・福重(2003)

がある。同論文は，近畿圏の工業等制限法ともいえる，近畿圏の既成都市区域における工

場等の制限に関する法律(工場等制限法，1964 年制定)の影響について，同法で定められる，

制限区域と非制限区域における製造業の集積の経済を推定し，比較分析している。その結

果，立地規制の間においても，制限区域に指定された地域では業種によって集積の経済が

確認できたとし，同法によって工場の新・増設が規制されたために，本来享受できるはず

の集積の経済の効果を十分に生かすことができなかったとしている。 

また，本研究の分析対象でもある工業等制限法に焦点を当てて，統計データと資料を基

に記述的に分析した研究に増田(2006)がある。工業等制限法の規制の影響を受けていた制

図 4-2 横浜市の制限区域 
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限区域として東京圏，大阪圏，並びに非制限区域として愛知県およびその他地域について，

工場建築着工数や労働生産性，県民所得の推移など各種指標を比較し，東京圏や大阪圏に

おける工業等制限法の影響を考察している。特に,東京圏では製造業から法人サービス業主

体への構造転換がはかられ ,その影響は比較的少なくて済んだものの,大阪圏では産業転換

が進まなかったために,経済全体が強く影響を被った結果,大阪経済が衰退した,と結論して

いる。 

工業等制限法(あるいは工場三法)に注目した実証研究は少なく，筆者の知る限り，上述

の各務・福重(2003)および増田(2006)だけである。どちらも大阪圏に分析の比重を置き，

大阪経済の衰退の要因として同法をあげている。 

一方，東京圏に関しては，第 2 次産業から第 3 次産業への産業構造の転換が比較的円滑

に進んだ(Fujita and Tabuchi(1997))ことから，工業等制限法の影響を実証分析した研究は

これまであまりなされてこなかったと考えられる。 

しかし，大規模な工業地帯を含む横浜市や川崎市などは，工業等制限法により新規の設

備投資を行うことが困難になった結果，設備の老朽化問題や跡地の未利用などが発生して

いる(長谷川(2000))。つまり，東京圏においても，その影響は小さくないと思われる。また，

先行研究では，制限法による規制解除がなされる前のデータを使用して分析されており，

規制解除後の変化についての研究はなされていない。 

 

第3節 国内および京浜臨海部の企業立地動向  

本節ではいくつかの工場立地に関するデータから，国内の生産活動の状況を確認する。

前述のように，工業等制限法は 1959 年に施行され，段階的な規制強化を経たのち，1999

年に京浜臨海部で部分的な規制の解除があり，2002 年に規制自体が完全に廃止された。京

浜臨海部については，当初は規制の対象外であったが，1972 年以降，対象となった。経済

産業省『工場立地動向調査』から，南東北(宮城，山形，福島，新潟)，関東内陸(茨城，栃

木，群馬，山梨，長野)，関東臨海(埼玉，千葉，東京，神奈川)，東海(静岡，愛知，岐阜，

三重)，近畿内陸(滋賀，京都，奈良)，近畿臨海(大阪，兵庫，和歌山)，北九州(福岡，佐賀，

長崎，大分)の地区を抜粋し，1974～2012 年の間の新規工場立地件数の全国シェアの推移

を図示したのが図 4-3 である。工業等制限法による規制区域を含む関東臨海では 80 年代

をつうじてシェアを減少させており，90 年代も中盤までは横ばいで推移している。一方，

1999 年の京浜臨海部解除以降，シェアが上昇している状況が伺える。 
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続いて，図  4-4 は 1979 年以降の首都圏 1 都 3 県(東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県)

における，工業等制限法の制限区域と非制限区域を区レベルで区分けした，事業所数およ

び従業員数の全国シェアの推移である。事業所数，従業員数のどちらについても，制限区

域を含む地域においては全国シェアを低下させている一方，非制限区域においては横ばい

あるいはシェアを向上させていることが分かる。 

 

図 4-3 全国の工場立地件数のシェアの推移 

(出所) 経済産業省『工場立地動向調査』より作成  
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また，図 4-5 は，比較ができる 1965 年からの横浜市内の事業所数の推移を表したもの

である。京浜臨海部までが規制対象となった 1972 年以降，特に臨海北部は，他の地域の

トレンドと比べて，明らかに事業所数が減少し始めている。一方，制限対象に含まれてい

ない区域が多く含まれる内陸北部などは，急激に事業所立地が進んでいる。なお，工業等

制限法による規制の対象とならなかった内陸北部や内陸南部においても，1990 年をピー

クに事業所数が減少に転じている。この背景には，高度経済成長や，1985 年のプラザ合意

以降の急激な円高をへて，相対的に国内での生産コストが上昇し，海外への生産拠点の移

行が進んだことによると考えられる 46。 

 

                                                        
46 1980 年代後半から 90 年代にかけての国内製造業の海外進出の増加の背景については、若杉(1997)等
を参照。  

図 4-4 首都圏における事業所数および従業者数全国シェアの推移  

(出所) 経済産業省『工業統計調査』より作成  
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第4節 分析方法  

第1項 推定モデルの構築  

工業等制限法の企業立地に与える影響を実証するには，工場立地に影響を与える要因(例

えば，賃金，地価，産業集積，規制や誘致政策など)を考慮した推定モデルが必要になる。

例えば岳(2000)は，工場立地選択の要因として，賃金水準，地価，集積利益，誘致政策を

取り上げ，都道府県レベルの立地件数を被説明変数とした条件付きロジットで立地確率の

推定を行っている。本研究が分析対象とする工業等制限法の効果の分析デザインで鍵とな

るのは，同法の線引きが町丁目の境界をさらに分断するレベルで実施されているという施

策の特徴にある。立地の動向は少なくとも町丁目レベルの要因で影響を受ける可能性があ

るが，分析単位を細分化するほど共変量である個別の特徴をコントロールすることは困難

になる。こうした個別の町丁目ごとの違いを考慮したうえで，工業等制限法が生産活動に

影響を与えたかどうかを計測するために，本研究では，DID 法により，いくつかの推定上

の仮定を設けたうえで，回帰モデルを用いて政策効果の推定を行った。 

DID 推定の概要は第 2 章第 5 節において論じたので本章での詳細な説明は割愛するが，

ある政策介入の効果を調べるときに，政策介入のあったグループ(処置群)と，政策介入の

なかったグループ(対照群)について，それぞれ政策介入の前後のアウトカム変数の差分を

とり，得られた政策前後の差の値を，さらにグループ間の差分を取ることで推定値をえる

図 4-5 横浜市内エリア別事業所数の推移  

(出所) 経済産業省『工業統計調査』より作成  
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方法であった。このとき，処置群と対照群で，政策介入の有無以外が等しければ，この推

定値は，処置群での政策介入があった場合となかった場合のアウトカム変数の差，つまり

政策介入の効果と解釈することができる(図 4-6 参照)。 

 

 

 

工業等制限法の施策の有無による工場立地の変化を見るのであれば，直観的には規制区

域と非規制区域，図  4-2 の用語では既成市街地と近郊整備地帯の工場立地状況を比較する

方法が挙げられよう。しかし同法の施行年が 1959 年であり，介入前後の町丁目レベルの

工場立地データは入手・整備が困難であることから今回は断念した。一方，2002 年の規制

の全解除を「介入」と見立てることも考えられるが，とくに長年の工場立地規制が突如解

除された既成市街地と，長年工場立地を許可されてきた近郊整備地帯では，規制解除後に

平行トレンド(仮定 DID1)の仮定が正当化されるとは考えにくく，DID 法の分析デザイン

としての妥当性を保証されているとは言い難い。以上から本研究では，1999 年に実施され

た臨海部における部分的な規制解除に着目し，臨海部の中でも規制解除された地域を処置

群，規制が継続された地域を対照群として，それぞれの規制解除前後の差分を比較するこ

とで，工業等制限法によって工場立地がどの程度抑制されてきたかを推定するというアプ

ローチで政策効果の分析を試みた。  

DID 法による政策介入の効果は，以下のような回帰モデルを 小二乗法により推定する

図 4-6 Difference-in-Differences の概念図  
(出所) 筆者作成  
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ことで，求めることができる。  

 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎 = 𝜇𝜇𝐀𝐀𝑖𝑖 + 𝐷𝐷𝑖𝑖𝜃𝜃 + 𝐷𝐷𝑎𝑎𝜆𝜆 + 𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝑎𝑎𝛿𝛿 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎 (4-1) 

 

被説明変数である𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎は，町丁目 i における製造業の生産活動を表す。𝐀𝐀𝑖𝑖は，町丁目ごと

の，生産活動に影響を与える観測できない属性を表す変数であり，その係数である𝜇𝜇は，個

別効果を表す。𝐷𝐷𝑖𝑖は，1999 年の時の規制解除の対象であるサンプルである場合に 1 をとる

処置ダミー変数，また，𝐷𝐷𝑎𝑎は規制解除後であるサンプルの場合に 1 をとる時間ダミー変数

である。𝐷𝐷𝑖𝑖と𝐷𝐷𝑎𝑎の交差項のパラメータ𝛿𝛿が，政策介入の効果を表す。本研究では，工業等制

限法の規制解除であり，介入のなかった(規制継続の)グループとの差分の差である。 

ただし，第 2 章第 5 節第 1 項において整理した仮定 DID1 により，DID 法によって政策

介入の効果を推定するためには，処置群と対照群で，政策介入による変化以外のトレンド

が，同じであるという仮定がなされている。また，仮定 DID2 より，効果は加法的である

という仮定もある。これらの仮定により，それぞれのグループ内での差分，およびグルー

プ間での差分をとることで，群内の個別効果と，群間で共通の時間効果は差分をとること

で除去することができる。 

本研究では，処置群となる 1999 年時点で規制解除の対象となった地域は，臨海部 5 区

(鶴見，神奈川，中，磯子，金沢)の一部である。一方，対照群となる規制が継続した地域は，

横浜市内では臨海部 5 区をふくむ 14 区にふくまれている。そこで，両グループの条件を

できるかぎり似た条件の下におき，トレンドをそろえるため，対照群も臨海部 5 区におけ

る規制継続地域とした。 

図 4-7 は，本研究の分析対象地区を図示したものである。濃い灰色が 1999 年の解除の

際に全域解除された町丁目，黒色が一部解除された町丁目，薄い灰色が 1999 年時点では

規制が継続された地区である。 
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図 4-7 からも示唆されるが，工業等制限法の効果𝛿𝛿を推定するうえで問題となるのは，

1999 年の規制解除の線引きが町丁目をまたぐことである。そこで，1999 年に全部解除さ

れた区域と一部のみ解除された区域を，それぞれ政策ダミー変数で区別し，全部解除区域

の効果を，純粋な効果とする。以上を考慮したうえで，以下のモデルを推定する。 

 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎 = 𝛼𝛼 + 𝜆𝜆𝑇𝑇𝑎𝑎 + 𝛿𝛿1𝐷𝐷𝑎𝑎𝑙𝑙𝑙𝑙 ∗ 𝑇𝑇𝑎𝑎 + 𝛿𝛿2𝐷𝐷𝑝𝑝𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎 ∗ 𝑇𝑇𝑎𝑎 + 𝛽𝛽𝑊𝑊𝑖𝑖𝑎𝑎 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑎𝑎 (4-2) 

 

ここで，𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎は生産活動を表す指標であり，本研究では事業所数を町丁目ごとの面積で除

した事業所密度および 1 事業所あたり製造出荷額について推定する。また，𝑇𝑇𝑎𝑎は政策後に

1 を取る時間ダミー変数，𝐷𝐷𝑎𝑎𝑙𝑙𝑙𝑙が域内全て規制解除された町丁目を表す政策介入ダミー変

数，𝐷𝐷𝑝𝑝𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎は域内の内，一部規制解除された町丁目を表す政策介入ダミー変数である。 

全域規制解除されている区域における政策介入ダミーである𝐷𝐷𝑎𝑎𝑙𝑙𝑙𝑙と時間ダミーの交差項

の係数である𝛿𝛿1が，本研究で関心のあるパラメータである。なお，𝛼𝛼は観測できない町丁目

ごとの属性である個別効果の平均値となる。 

さらに，インフラなどの町丁目レベルより広域的な差異が時間によって変化することで

生産活動に影響を与える可能性を考慮し，時点を考慮した区別ダミー𝑊𝑊𝑖𝑖𝑎𝑎を導入したケース

についても推定し，係数への影響を調べる。 

図 4-7 分析対象 5 区の規制の状況 
(出所) 筆者作成  
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第2項 利用データ  

本研究では，経済産業省『工業統計調査』を用いた。データセットの記述統計量は表 1

のとおりである。本研究では横浜市の工業統計について「横浜市統計ポータルサイト」よ

り町丁目データを入手した。また 2001 年以前のデータについては「横浜市統計書」より

データを作成した。分析期間中に住居表示等により境界が変更になった場合は、より広域

な区画に一致するように町丁目を統合した。また、期間中に 1 事業所も存在しなかった町

丁目は除外した。対象地区は，1999 年に先行的に規制解除が実施された町丁目が含まれる

横浜市臨海部 5 区(鶴見，神奈川，中，磯子，金沢)とし，1995 年から 2010 年までの 16 年

間のパネルデータを作成した。 

対象年内に欠損値がある町丁目は，個別に町丁目ごとデータから外した。また，用途地

域等，工業等制限法以外の規制によって事業所が立地できない町丁目が既成市街地に含ま

れることで，同法の政策効果が過少評価される可能性を排除するため，期間中に事業所が

少なくとも 1 以上存在した町丁目を対象とした。 

標本として抽出した町丁目は，すべて工業等制限法の規制対象である。このうち，1999

年の一段階目の規制解除において，工場立地規制が解除された地域と，規制が継続された

地域において，比較を行う。全域解除となった町丁目は標本全体の 5.5%，一部解除となっ

た町丁目は 6.6%である。なお，１事業所あたり製造出荷額等の標本サイズが小さいのは，

事業所数が 2 以下の町丁目における数値が秘匿されているためである。 

また、工業等制限法の規制区域については、国土数値情報ダウンロードサービスより「三

大都市圏計画区域第 2.1 版」の地理情報データおよび国勢調査の境界データを GIS で統合

し、町丁目別の既成市街地の該当の有無を確認した。また 1999 年の規制解除の該当の有

無は、工業等制限法施行令の別表第二 47によって確認した。 

                                                        
47 1999 年の臨海部における規制解除地区は「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律

施行令」別表第二から確認できる。規制解除地区は以下の一覧のとおり。  
区名  区域  

鶴見区  

安善町一丁目のうち四番地の三から七まで、九、十六から二十まで、二十二から二十四ま

で、三十五から六十二まで及び六十五から八十六までを除く区域並びに二丁目、弁天町三番

地の一及び七、十七番地の三から六まで、十八番地の一及び二並びに二十一番地の一及び

三、小野町七十二番地の一及び二、七十三番地の三、七十四番地、七十五番地の一及び二、

七十六番地、七十七番地、七十八番地の一、七十九番地から八十一番地まで並びに百二十五

番地の九、末広町一丁目のうち県道東京大師横浜線以北を除く区域及び二丁目、生麦一丁目

一番地の三十八 (国土交通大臣が定める区域に限る。 )、十七番地の一 (国土交通大臣が定め

る区域に限る。)、二、六、七及び九並びに二千三十六番地の十九、三十二、四十三、四十

四、五十二、五十三及び六十五並びに二丁目、大黒町並びに扇島に限る。  
神奈川区  守屋町、宝町及び恵比須町に限る。  
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以上の要領で作成した 1995 年～2010 年までの町丁目パネルデータの記述統計量は表  

4-2 のとおりである。比較するグループごとに確認するために、解除の区域ごとに集計し

た。標本サイズは 2,911 であるが、製造出荷額等についてはデータが秘匿されている要素

がふくまれているため、それらを除外した場合の標本サイズをカッコ内に併記している。 

推定では規制継続地区に属するグループを基準とする。関心ある処置群である全域解除

地区における事業所密度の平均は 31.7 である一方、規制継続地区のそれは 26.5 と、極端

に大きな開きは無いように思われる。しかしながら事業所あたりの製造出荷額等について

は全域解除地区が 679,603 万円であるのに対し、規制継続地区のそれは 48,689 万円と、

約 14 倍の開きがある。すなわち横浜市臨海部 5 区においてはいずれも工場立地はあるも

のの、規制解除された町丁目は比較的大規模な工場が集まったエリアと考えられる。この

違いは町丁目の解除地区への割当てに影響を与えている可能性があり、推定結果の解釈に

おいて留意する必要がある。 

 

 
 

第3項 処置群および対照群，並びに推定期間  

分析は，処置群として，規制緩和された市内町丁目，および対照群として規制が継続さ

                                                        

中区  錦町のうち市道錦町南部第二号線以東の区域、かもめ町のうち一番地、六十五番地及び六十

六番地を除く区域、豊浦町並びに千鳥町に限る。  

磯子区  
鳳町、新磯子町、新森町、新中原町並びに新杉田町のうち東日本旅客鉄道根岸線と都市高速

鉄道金沢シーサイドラインとの交会点以北の東日本旅客鉄道根岸線以東及び当該交会点以

南の都市高速鉄道金沢シーサイドライン以東の区域に限る。  

金沢区  

昭和町のうち一般国道三百五十七号線以北の区域、鳥浜町のうち一般国道三百五十七号線

以北の区域(一番地の一から十七までを除く。)、幸浦一丁目八番地の一及び二並びに十番地

の一及び三から六まで並びに福浦一丁目、二丁目並びに三丁目八番地、十番地の一及び三、

二十二番地、二十三番地の三、二十四番地の一及び二、二十五番地の二並びに三十番地の二

に限る。  
 

表 4-2 標本の記述統計量 



105 

れた市内町丁目に設定し，推定を行った。また，処置群については，前項で述べたとおり，

全域が規制解除された町丁目と一部のみ規制解除された町丁目を含むので，処置群の中で，

さらに全部解除区域と一部解除区域をそれぞれダミー変数で区別して推定を行った。 

ここで，DID 推定による処置効果識別の鍵となる平行トレンドの仮定，すなわち処置群

と対照群における「処置がなかった場合のアウトカム」が同じトレンドを示すかどうか，

という点について論じておく。図 4-8 は，本章で分析するアウトカムである事業所密度の

トレンドについて，処置群(規制解除地区)に含まれる町丁目と対照群(規制継続地区)に含ま

れる町丁目の事業所密度のトレンドをプロットしたものである。規制解除のタイミングで

ある 1999 年まで両群のトレンドは平行に近い動きを示している。その後，規制解除地区は

横ばいの水準を維持しているが，規制継続地区は目立って右肩下がりになっている。一方，

2002 年に規制が全体解除され，両群の条件が再び規制なしとして揃うと，平行トレンドと

までは言えないが，比較的似たように事業所密度の減少傾向を示している。 

 

 

 

2002 年の完全解除後のトレンドは似ているものの同じとは言えないことから，両群が

工業等制限法の規制の有無を条件として完全な平行トレンドを示していると断言すること

は難しいが，少なくとも 1999 年の規制解除については，それ以前の平行トレンドはグラ

フから概ね支持できるものと考えられよう。したがって，1999 年の規制解除を介入とした

(出所)工業統計調査より筆者作成  

図 4-8 臨海部 5 区の事業所密度の推移 

1999 年  
一部解除  

2002 年  
全部解除  
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両群の差分の差による処置効果の推定は妥当と考えられる。なお、次節第 3 項において処

置前期間のデータを用い、1996 年に擬似的な(プラセボ)規制解除があったと仮定して同様

の推定を行い、平行トレンドの仮定に関する検証を行う。 

 また同様に処置群と対照群に含まれる個体の事業所密度の平均値を，区別にみたのが図 

4-9 である。ここで確認するのは各区におけるトレンドであるが，金沢区を除く 4 区にお

いては，いずれかの時点で処置群における事業所数が対照群のそれと逆転し差を広げてい

る，あるいは差を縮める傾向を示している。しかしながら，金沢区だけは異なり，どちら

も同じように下降トレンドを示している。金沢区がこのトレンドを示している理由につい

て明らかにすることは本研究の範囲を超えるが，グラフからは少なくとも処置群と対照群

で町丁目あたりの事業所密度に大きな開きがあることが確認できる。すなわち，金沢区に

おいては臨海部とそれ以外の区域における事業所立地の傾向がまったく異なり，ほとんど

が臨海部に集中していることが伺える。処置群と対照群に差異が観察されることから，事

業所立地の観点からみた区域の特徴についても明確な差異が存在することが想定される。

したがって，推定にあたっては，同区を含めた標本(5 区)による推定を基本とし，同区を除

いた部分標本(4 区)による推定をあわせて行い，推定結果の違いを観察することによって，

推定された処置効果の頑健性の検証を行う。  
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推定期間は，政策変更前(すなわち規制解除前)の 1998 年を基準とし，政策変更後(すな

わち規制解除後)の 2000 年以降 2010 年までの 11 年間にわたって，政策前後の二時点の比

較を行う。加えて，政策変更前の 1995 年から 1998 年の 4 年間のプールしたデータと，政

平成 11 年の制限解除対象地区  

平成 11 年の制限解除対象外地区  
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図 4-9 臨海部 5 区別平均事業所数の推移  
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策変更後の 2000 年から 4 年ごとにプールしたデータとの二期間での比較も行う。 

 

第5節 推定結果  

第1項 1998 年を基準とした二時点間比較  

1998 年を基準とした規制解除前後の二時点間における推定結果のうち，本研究におい

て関心のあるパラメータである時間ダミーと全域制限解除ダミーの交差項のパラメータ𝛿𝛿1

の値を表 4-3 及び表 4-4 に示す。金沢区を含む臨海部 5 区の結果をみると，1km2 あたり

事業所数の分析結果からは，規制解除後に平均的にプラスの影響が現れている。とくにそ

の影響の大きさは解除後年々拡大していることが観察され，2005 年ごろから拡大傾向は止

まっている。金沢区を除いた 4 区で分析した結果についても，類似の傾向を示しており，

2006 年ごろから拡大傾向は抑制されている。またその影響の規模もわずかではあるが大き

くなっている。この 2006～7 年頃からの事業所密度の拡大傾向の抑制は，2002 年に工業等

制限法が完全に廃止されて，両グループにおける工業等制限法による立地条件の差が消滅

したためと考えられる。また 2003 年からは統計的に有意といえる差が確認されている。 

一方，１事業所あたり製造出荷額等についても，2002 年頃から規制解除地区において平

均的にプラスの効果が観察されている。しかしながら，5 区および 4 区のいずれの推定結

果にも統計的有意差は確認されず，データから工業等制限法が十分な差を生み出していた

かを断言することはできない。  

 

表 4-3 推定結果① 98 年基準  ２時点比較(５区) 
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第2項 規制解除前 4 年間と解除後の 4 年間との比較  

 次に，データの期間を広く取り，1995 年から 1998 年までの規制解除前の 4 年間と，2000

年から 4 年毎にプールしたデータとの二期間による比較の結果を表 4-5 及び表  4-6 に示

す。ここからは，中期的なトレンドの差が確認されると考えられる。 

 事業所密度については，5 区，4 区とも解除後に規制解除地区におけるプラスの効果が

統計的有意に観測されている。特に 5 区の結果からは，1k ㎡あたり 3.3 事業所，4 区から

は 5.9 事業所の差が生じている。また両グループの差の拡大傾向が 2004～7 年以降に抑制

されている点も 2 時点間の比較で確認された傾向と同様である。一方，製造出荷額等につ

いては，規制解除直後で統計的有意な差は出ていないものの，解除後 3 年以降の 2002～4

年以降は正の効果が有意に観測されている。特に金沢区を除いた場合に効果が大きくなる

ことから，同区が他の 4 区と比較して製造業の面で異なる特徴を有している結果，工業等

制限法の解除が有効ではなかった可能性が高い。この理由を詳細に検証することは今後の

課題であるが，金沢区が小規模の自動車関連事業所が比較的多く集積しており，こうした

特定の業種や規模の事業者の集中が，規制の効果に影響を与えている可能性は考えられる。 

 

表 4-4 推定結果② 98 年基準  2 時点比較(4 区) 
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第3項 プラセボ介入による平行トレンドの検証  

 差分の差法による処置効果識別の重要な条件の一つが，処置群と介入群において観測不

表 4-5 推定結果③：処置前 4 年間(1995-98)と処置後の 4 年間との比較(5 区) 

表 4-6 推定結果④：処置前 4 年間(1995-98)と処置後の 4 年間との比較(4 区) 
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能の共変量が時間をつうじて共通であること，すなわち平行トレンドの仮定である。なぜ

ならば平行トレンドの仮定が群間の差分による割当のバイアス除去を担保し，処置前後の

差分によって処置効果の識別を可能にするためである。  

本章では処置群である完全解除地区および一部解除地区と，対照群である規制継続地区

について，処置前の期間(1995～1999 年)のデータを用いて，前項までと同様の分析フレー

ムワークで処置のタイミングのみずらした DID 推定を行う(図 4-10)。帰無仮説は処置群と

対照群で処置前後の処置効果はない，とし有意水準 5%で棄却されたときに政策効果を統

計的に支持するものとする。無論，本項での処置は規制解除がない期間のデータを用いて

行うプラセボであるため，帰無仮説は棄却されないことが期待される。検証は処置前とし

て 1995 年を基準とし 1999 年までの各年との 2 期間比較を行い，基準年を 1 年ずつずらし

てプラセボの処置効果の存在を確認する。なお用いるサンプルは臨海部 5 区および 4 区と

し，各々平行トレンドの仮定の成立を検証する。  

 

 図 4-11 から図  4-14 に各プラセボテストの推定結果のうち，関心あるパラメータの値で

ある解除地区ダミーと，処置後ダミーの交差項の回帰係数とその 95%信頼区間を示す。パ

ラメータは前項までの差分の差推定量と同じであり，5%有意水準で十分に 0 と異なる，す

なわち擬似的な処置によって両群に有意な差が観察される場合には，平行トレンドの仮定

が満たされてない可能性が高い。いずれの推定結果を見ても擬似的な処置による差分の差

推定値は有意水準を超えた差として検出されておらず，したがって本プラセボテストから

は，平行トレンドの仮定は概ね保持されていると結論できると考えられる。ただし図 4-11

のように 2 期間の間隔が長いケースでは，平均的には処置群においてプラスの効果が観測

されている。統計的には偶然生じた差と区別できないが，処置群においては事業所立地の

動向に正の影響を与える，何らかの観測されない要因がある可能性には留意する必要があ

るだろう。  

図 4-10 プラセボテストの概要  
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図 4-11 1995 年を基準とした推定(プラセボテスト 1) 

図 4-12 1996 年を基準とした推定(プラセボテスト 2) 
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図 4-13 1997 年を基準とした推定(プラセボテスト 3) 

図 4-14 1998 年を基準とした推定(プラセボテスト 4) 
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第6節 結果の考察  

上記 2 つの異なる期間を用いた規制解除の効果の推定結果から，1999 年の一部規制解

除以降，解除された地区においては規制が 2002 年まで継続された地区に比べ，2003 年以

降で事業所立地および 1 事業所あたりの製造出荷額等で，プラスの傾向が確認された。そ

の傾向はとくに規制解除後に徐々に大きくなり，また 2002 年の完全規制解除後の 3 年後

の 2005～6 年ころから拡大傾向が見られなくなっている。このことから，規制解除の効果

は，即時的に現れるのではなく，時間差をもって現れていると推察することができる。す

なわち 1999 年の一部規制解除によって，解除された地区における事業所立地および生産

規模が，対照群とした規制継続地区に比べて徐々に拡大し，2002 年の完全規制解除によっ

て，規制継続地区においても同様に事業所立地および生産規模拡大が進んだことによって，

2005 年以降は，差の開きが見られなくなってきたと考えられる。 

試算として，推定結果①から工業等制限法の解除がもたらしたプラスの効果を推計しよ

う。本研究において分析対象とした市内臨海部 5 区のうち，1999 年に規制解除がなされた

町丁目では，仮に工業等制限法が 1999 年に解除されず，2002 年まで継続した場合，1km2

あたり 5.843 事業所が，潜在的に立地できずにいた，と解釈することができる。この地域

の合計面積は約 11.67km2 であることから，同地域では 1999 年の規制解除がなければ，

2002 年の時点で約 68 事業所ほどさらに減少していたと考えられる。その年の同地域の事

業所数が 223 であり，同法の規制解除により事業所数の減少は約 30.5%防いだことになる。 

 

第7節 まとめと考察  

本研究では，工業等制限法による工場立地規制の結果，土地の効率的な活用が妨げられ

ていた可能性について，横浜市臨海部を事例として，実証的に検証した。特に，1999 年に

同法の規制が一部だけ先行解除された事実を自然実験と見なし，町丁目レベルのデータを

利用して，規制が解除された地域を処置群，継続された地域を対照群とする DID 推定法に

よる推定を行った。 

推定の結果から，工業等制限法が解除された地域においては，規制解除後に製造業の事

業所密度が，規制継続の地域に比べ，1km2 あたり約 7~11 事業所有意に増加したことが明

らかになった。これは，仮に規制が継続していた場合と比べ，規制解除後の 3 年間でも，

約 3 割の事業所数の減少を防いだことになる。すなわち，こうした土地利用規制は，その

土地に対する経済的評価がもっとも高い需要者を市場から締め出してしまう。工業等制限

法のケースでいえば，京浜臨海部は製造業の集積地であり，工場の立地場所として高いポ

テンシャルを持った土地であった。しかし同法による規制が，その地域の土地の価値をも
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っとも高く評価する製造業事業者を市場に参加させず，結果として経済的メリットを損ね

ていた可能性が高いといえる。また，製造業に集積の経済があれば，工業等制限法で集積

を過小にさせ，より多くの経済損失が発生している可能性もある。 

戦後の首都圏整備法のような人口再配置政策は，都心部での工場立地の制限や，郊外部

での立地優遇政策を通じて，都市部への人口流入を抑制し，「計画的な基盤整備」と，「秩

序ある圏域構造の形成」を実現するために推進されてきた(国土交通省(2011))。 

しかし，こうした計画による国土形成については，政府の失敗といった理由から懐疑的

な意見もあり，また経済学的な代替案も提案されている。例えば，浅田(2008)は，都市部

の混雑問題に対しては，混雑料金を導入し，市場メカニズムを用いて内部化することが望

ましい，と指摘している。産業立地政策においても，こうした価格とインセンティブに基

づく市場機能を活用し，効率的な資源配分が実現するような制度設計がなされるべきであ

る。 

なお，本研究では，課題も多く残されている。第 2 章第 5 節の議論から，DID 法の妥当

性を担保するのは，平行トレンドと政策効果の加法性であった。平行トレンドについては，

規制解除以前のトレンドを図によって確認したほか，規制解除前のデータを用いたプラセ

ボテストを行い，統計的にも処置前には両群の観測できない時間効果は差がないという結

論を得た。ただし文中でも論じたように，比較的長めの期間をとると処置群は対照群に対

し平均的にプラスに推移していることから，政策処置以外の何らかの観測されない要因が

処置群となる地区の事業所立地動向にプラスに影響を与えている可能性には留意すべきで

ある。また本章の分析におけるアウトカムを事業所密度としたが，効果の加法性という点

からは，事業所密度を線形関数で表現することの妥当性についてもより深い議論が必要で

あろう。Athey and Imbens(2006)が非線形関数の場合に応用できる Change-in-Changes

推定量を提案しており，こうした代替案が有効な可能性もある。 

また，政策評価という観点から見ると，本研究は政策の影響について「生産」の面のみ

焦点を当てて分析している。社会全体の厚生を考えるうえでは，家計の消費や工場からの

外部経済・不経済など多角的に分析する必要がある。また，分析対象としたアウトカム変

数も，他の生産に関する変数について分析を行うことで，政策の影響に関する理解は深ま

ると思われる。さらに工業等制限法は首都圏だけでなく，関西圏においても施行されてい

ることから，同様の分析を行い，首都圏と比較することも，興味深い結果がえられると考

えられるが，上記の論点については，今後の研究課題としたい。  
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第5章 土地利用規制と不動産価格：回帰不連続デザインによる分析 48 

 本章では，第 4 章で取り上げた工業等制限法について，直接規制された製造業のみなら

ず，住宅市場などにも間接的な影響があった可能性について，規制の境界線を閾値とした

回帰不連続デザインによる分析によって定量的に分析する。規制の割り当てが境界線で区

別されているケースでは，規制の有無が個体の特徴を反映している可能性が高く，両群の

平均的な差異をプールデータによる OLS 等によって確認しても，規制の影響なのか，個体

の特徴によるものなのかの識別ができない。ここで，閾値付近では個体の特徴が連続的に

変化していると仮定できる状況であれば，閾値付近に位置する個体のみを取り出すことで，

特徴の分布がほぼ等しい個体群を比較可能にできるという回帰不連続デザインを応用でき

る可能性がある。  

 

第1節 工場立地規制と住宅価格 

土地や住宅といった不動産の価値は，地形・地理的な要因や都心からの距離，人口統計

的な特徴など様々な要因を反映していることが多くの実証研究によって明らかにされてい

る。都市計画法をはじめとする様々な法規制によって，その土地の用途が決定されるとす

れば，そうした規制も土地およびそこに形成される建築物の価値を決める重要な要因の一

つとなると言える。  

規制が不動産価値に与える影響については，これまでにいくつかの実証研究がなされて

いる。国内では例えばヘドニックアプローチによる地価関数の推定を応用したものとして

和泉(1998)が地区計画策定による資産価値の増大効果を調べている他，高・浅見(2000)は地

価・住宅価格のヘドニック回帰から規制の効果を分析している。また谷下他(2012)は戸建

ての住宅価格を用いたヘドニックアプローチにより地区計画・建築協定の建物および敷地

に関する規制の影響について分析を行っているほか，中里(2012)は戸建住宅市場への 低

敷地面積の規制強化による影響についてヘドニックアプローチによって地価関数を推計し

たうえで DID によって影響の大きさを推計している。多くの先行研究が規制の効果の推定

に回帰分析を用いているが，ある地区への規制の割当が特定の要因によって決定される場

合，規制の有無を示すダミー変数に回帰して得られるパラメータが一致性を失う内生性の

問題が指摘されている(Quigley and Rosenthal (2005))。本研究は，工業等制限法による規制

区域の指定が住宅価格に与える影響を，内生性の問題を考慮した推定方法によって実証的

                                                        
48 本章は小谷・浅田(2018)「工業等制限法による工場新増設規制が住宅価格に与える効果～回帰不連続

デザインによる実証分析～」『日本不動産学会学術講演会論文集第 34 号』を加筆・修正したものであ

る。  



117 

に明らかにする。  

 

第1項 工場立地規制と住宅市場 

第 1 章で整理したとおり，本章の分析対象とする工業等制限法は首都圏整備法を母法と

する。首都圏整備法は第二次世界大戦後の東京都心部への人口集中を抑制し，さらに郊外

部に衛星都市を整備することで，秩序ある首都圏の建設を目指して 1958 年に制定された。

首都圏整備法の既成市街地は経済活動の過度な集中を抑制すべき地区として，東京都 23 区，

武蔵野市，三鷹市，並びに神奈川県川崎市，横浜市および埼玉県川口市のそれぞれ一部が

指定された。その首都圏整備法を母法として 1959 年に制定された工業等制限法によって，

規制の対象区域(既成市街地)には作業場面積が 500 ㎡を超える工場の新増設が原則禁止さ

れることになった。既存の工場は引き続き稼働できるが，設備の更新がなされず，業務環

境は悪化することが予想される。例えば，小谷(2017)では，規制市街地における工業立地の

抑制効果が確認されている。一方，撤退した工場跡地には，新たな工場が新設されにくく

なるため，空き地もしくは住宅など別の用途への転換が生じる可能性が高くなる。  

工業等制限法による工場立地規制によって，住宅市場へのどのような影響が考えられる

だろうか。ある土地区画について複数の用途が利用を検討している場合，その土地がもっ

とも高い収益を実現できる用途に供されている状況を 有効利用と呼ぶ。規制区域におい

て，その土地の 有効利用が住宅であれば，工場立地規制は実効的ではなく，規制の有無

によって住宅価格に差は生じないだろう。しかし，ある土地の 有効利用が工業用途で合

った場合に，規制によって工業用途としての 有効利用が実現しなかった場合，その土地

に工場立地を希望する企業よりも，低い評価しかなされない住宅など別の用途に供される

ことになるだろう。その結果，競争的な価格が形成されている土地に立地する住宅に比べ，

住宅価格は低下すると考えられる。  

一方で，規制区域は工場数の減少や生産規模の縮小などをつうじて，周辺の住環境の質

が向上し，住宅価格に正の影響も与えうる。また，工業等制限法は作業場面積 500 ㎡未満

の工場を制限せず，「人口の増大をもたらさない」「都市環境の改善等に寄与」「制限区域内

の移転」などの諸条件のもとでは規制区域内での新増設を許可していることから，小規模

か環境改善に寄与する工場設備などは既成市街地においても新増設が可能となる。規制が

住宅価格に与える影響は実証的に検証する必要があると考えられる。 

 

第2項 住宅価格の分析における規制の割り当ての問題 

土地利用規制の影響を評価する直観的な方法として，式(5-1)に示すように，個別の物件
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が有するさまざまな特徴をコントロールした上で，価格を規制の有無を示すダミー変数に

回帰させる方法が考えられる。  

 

𝑦𝑦𝑖𝑖𝑠𝑠 = 𝛼𝛼 + 𝐗𝐗1𝑖𝑖𝛽𝛽 + 𝛾𝛾𝐷𝐷𝑖𝑖𝑠𝑠 + 𝜀𝜀𝑖𝑖 (5-1) 

 

ここで𝑦𝑦𝑖𝑖𝑠𝑠が個別の物件の価値，𝐗𝐗1𝑖𝑖は個別の物件のもつ観測可能なさまざまな特徴を表し，

𝐷𝐷𝑖𝑖𝑠𝑠が物件𝑖𝑖の属する地区𝑠𝑠が規制区域内にある場合に 1 をとるダミー変数，𝜀𝜀𝑖𝑖が誤差項であ

る。  

観察された物件のある地区が規制の対象となっているかどうかが，その地区の特徴に左

右されず，ランダムに割り当てられている場合，式(5-1)で得られた係数γが規制の効果と解

釈することができる。しかしながら，ある地区𝑠𝑠が規制の対象となるかどうかが，何らかの

基準𝑋𝑋2𝑠𝑠(running variable と呼ぶ)によって決められるとすると，running variable が観測でき

ない場合には𝑋𝑋2𝑠𝑠が誤差項に含まれることになり，𝐷𝐷𝑖𝑖𝑠𝑠と𝜀𝜀𝑖𝑖の間に相関が生じる。これが規制

の割当から生じる内生性と呼ばれる問題であり，(5-1)で推定される各パラメータは一致推

定量ではなくなる(Quigley and Rosenthal (2005))。 

本研究が対象とする工業等制限法の場合，既成市街地の線引きについては， running 

variable に相当するその地区が持つ何かしらの基準(𝑋𝑋2 )に基づいて政府が判断していると

考えられるが，ある地区𝑠𝑠を既成市街地に指定する基準(𝑋𝑋2)を知ることは困難である。そう

した要因が住宅価格にも同時に影響することで，政策効果の推定量にバイアスが生じる可

能性がある。  

不動産価格と規制の有無にかかる内生性の問題について，その後の研究によりこの問題

の解決が試みられてきた(例えば Kok et al. (2014)や Zhou et al. (2008)など)。国内では中里

(2012)が DID 法により内生性を考慮した規制の分析を行っている。しかし DID 法によって

政策効果を識別する場合，第 2 章第 5 節でみたように，政策がない場合には処置群と対照

群のトレンドが同じであるなどの強い仮定が必要となる。  

こうした土地利用規制が線引きで行われる場合に，比較的弱い仮定のもとで規制の内生

性を考慮した効果を識別する方法として，回帰不連続デザイン(RDD)手法の応用が Grout et 

al. (2011)によって提案されている。第 2 章第 6 節で論じたように，RDD はある基準値(閾

値という)を境に特定のグループ(処置群)に対して政策介入がなされる場合，政策介入の決

定に影響を与える事前変数𝑋𝑋2が観測できない状況下でも，事前変数が閾値近傍では連続的

に変化するという仮定を置くことで，閾値の近傍においては，介入の無いグループ(対照群)

とあるグループ(処置群)では介入の有無以外の属性はほとんど同じ，つまり対照群が処置
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群の反実仮想(counterfactual)とみなすことができ，処置群と対照群のアウトカム変数の平

均的な差は処置の有無のみによって生じる，すなわち平均処置効果が識別できるとする戦

略である(Lee(2008)，Imbens and Lemieux (2008))。 

Grout et al. (2011)では，線引規制の境界線までの距離を running variable の代理変数とし，

境界線を閾値とみなして，閾値の近傍では規制の割当を決める running variable である𝑋𝑋2の

値が連続的に変化するという仮定を置くことで，規制対象地区(処置群)のアウトカムと非

規制対象地区(対照群)のそれの差を規制の平均処置効果とすることが提案された。同論文

では，米国オレゴン州ポートランドにおける都市成長境界線(UGB)が地価に与える影響を

調べているほか，Koster et al. (2012)などが土地規制の政策効果を RDD によって推定して

いる 49。  

 

第2節 分析方法  

以上から，RDD による識別戦略に従い，規制の境界線近傍の物件を抽出したうえで，規

制の有無におけるアウトカムの平均値の差を処置効果と考える。本研究では以下のような

回帰関数を推定することで，工場立地規制による住宅価格への平均処置効果を推定する。 

 

𝑝𝑝𝑖𝑖 = 𝛼𝛼 + 𝛾𝛾𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1𝑑𝑑𝑖𝑖𝑠𝑠𝑡𝑡𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑑𝑑𝑖𝑖𝑠𝑠𝑡𝑡𝑖𝑖 ∗ 𝐷𝐷𝑖𝑖 + Σ𝑘𝑘𝛿𝛿𝑘𝑘𝑋𝑋𝑘𝑘 + 𝜀𝜀𝑖𝑖 (5-2) 

 

ここで𝑝𝑝𝑖𝑖は物件𝑖𝑖の㎡あたりの成約価格，𝛼𝛼は定数項，𝐷𝐷𝑖𝑖は規制の有無を表すダミー変数，

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑠𝑠𝑡𝑡𝑖𝑖が境界線からの距離であり，本章の RDD の枠組みにおける running variable である。

規制の有無によって距離の影響が異なることを許容するため規制ダミーと境界からの距離

との交差項𝑑𝑑𝑖𝑖𝑠𝑠𝑡𝑡𝑖𝑖 ∗ 𝐷𝐷𝑖𝑖を含める。このとき平均処置効果は規制の有無による平均値の差とし

て𝛾𝛾で与えられる。また，物件属性𝑋𝑋𝑘𝑘をコントロール変数として加え，第 2 章第 6 節で議論

したように，アウトカムの規制の割り当てからの条件付き独立の仮定である ignorability を

保持する。コントロール変数の中には，年次ダミーおよび年次ダミーと規制ダミーの交差

項も含め，時点の効果と時点ごとの規制区域での変化も観察する。加えて，横浜市内を北

部(神奈川，港北，緑，都筑)・中部(旭，保土ヶ谷，泉，戸塚)・南部(港南，栄，磯子，金沢)

の 3 つのエリアにわけ，地域性の違いを確認する。この 3 つのエリアについて，産業立地

の観点から地域の特徴をまとめたのが表 5-1 である。  

 

                                                        
49 また，規制の分析ではないが，Hidano et al. (2015)が東京特別区内のマンションの取引価格データを

用いて 2 次元空間 RD という手法を利用し，震災危険情報が不動産価格に与える影響を分析している。  
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表 5-1 横浜市内工場立地の特徴  

地区  特徴  

横浜北部地域  
(鶴見川沿い：綱島・

新羽・港北ＩＣ周辺) 

・ 昭和 50 年代以降、城南、京浜臨海部からの移転用地として、

東横線沿線の綱島地区にベンチャー型企業  
・ 白山地区に先端研究施設集積  
・ 新羽地区では、都市計画上の配慮がないままに、短期間に工

場集積が進み、住工混在化  
横浜中南部地域  
(東海道線沿線：戸

塚・大船等) 

・ 1930～40 年代、京浜の川崎、鶴見地区の影響を受け、東海道

線沿いに工場立地進行  
・ 上矢部に中小企業集積  
・ 東海道線沿いに大規模工場が集積  

 

 

図 5-1 は横浜市内の工場立地の分布と，本章の分析で関心を持っている地域周辺の工場

立地特性を地図上に示したものである。ここで地図上にプロットした値を事業所数ではな

く従業者数としたのは，本章の分析の関心が住宅価格への影響であり，住宅の需要を反映

するのは，その地域の労働人口と考えたためである。なお，事業所の数や密度など事業所

そのもの分布も工場からの負の外部性や職場への通勤利便性という側面から影響を与えう

るため，次節の分析においては工場の近接性指標を作成し，説明変数としている。  

横浜北部地域は比較的新興の工業団地が集積しており，昭和 50 年代以降に京浜臨海部

からの移転用地として東急東横線沿線の綱島地区にベンチャー型企業が多く立地したほか，

白山地区に先端研究施設の集積がみられた。また，同じ北部地域でも新羽駅周辺の地区は

そうした背景もあって短期間に工場集積が進んだ結果，住工混在化が目立つようになった

地域である。一方，工場の集積地としては歴史の長い南部地域は，JR 東海道線沿線の戸塚・

大船駅周辺に，1930～40 年代に京浜工業地帯の発展とともに，それらの工場が拡大する受

け皿として工場立地が進んだ地域である。  

 

(出所)建設省(1999)「東京圏の工業集積地(東京・神奈川・埼玉・千葉)」，横浜市経済局「企業立地ガイド」

より作成 
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第3節 利用データ  

本研究では，横浜市を対象に，不動産流通標準情報システム(REINS)データによるマンシ

ョン売買取引の成約価格を用いる。対象とする横浜市の既成市街地および物件の立地分布

を図 5-2 に示す。  

 

図 5-1 横浜市内の工場立地分布  

図 5-2 サンプル内物件の立地分布  
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既成市街地の範囲を示すデータは国土数値情報ダウンロードから取得した「三大都市計

画区域データ」に含まれる首都圏整備法の既成市街地を用いた。住宅の属性は REINS に含

まれているものを利用する。 寄り駅までの移動時間については，「所在地から駅までの徒

歩所要時間」もしくは，「所在地の 寄りのバス停からの徒歩所要時間」と「所在地の 寄

りのバス停から駅までの時間」を合計した値のいずれかを通勤時間とした。また中心市街

地へのアクセシビリティについては，国勢調査の通勤通学時間に基づいて 寄り駅から主

要な中心業務地区(CBD)への所要時間を算出した。  

工業集積への近接性について，物件𝑖𝑖の工業集積への近接性は、経済センサス(旧事業所・

企業統計調査)の 2 分の１地域メッシュを用いて、物件から半径 500m 以内で接するメッシ

ュを対象に、メッシュの従業者数を物件からメッシュの重心までの距離の逆数で加重し合

計した値として，以下のとおりに求めた：  

 

近接性
𝑖𝑖

= �
𝐸𝐸𝑗𝑗
𝐷𝐷𝑖𝑖𝑗𝑗

𝑘𝑘

𝑗𝑗=1

 (5-3) 

 

ここで𝑗𝑗：物件𝑖𝑖の 近傍メッシュ、𝑘𝑘：500m 以内で接する 遠メッシュ、𝐸𝐸𝑗𝑗：メッシュ𝑗𝑗に

おける従業者数、𝐷𝐷𝑖𝑖𝑗𝑗：物件𝑖𝑖からメッシュ𝑗𝑗の重心までの距離である。また、より強く影響

を受けると考えられる，物件が属するメッシュについては  

 

𝐷𝐷𝑖𝑖𝑗𝑗 = �メッシュの重心までの距離�
1
2 (5-4) 

 

とした。  

農地及び道路の面積の算出については、国土数値情報の都市地域土地利用細分メッシュ

を用い、当該物件の属する・および隣接するメッシュについて、田及びその他の農用地を

合算したもの、ならびに道路用途に供される土地面積を算出した。  

その他の住宅の周辺環境として，標高，自治体による土砂災害危険箇所指定の有無ダミ

ー，線路から 50m 以内の立地ダミー，ニュータウンの中心地から 500m 以内の立地ダミー

についても，それぞれ国土数値情報の GIS データを用いて計算し，GIS を用いて各物件情

報と統合した。また，規制の有無によって近接性から受ける影響が異なる可能性を許容す

るため，工場近接性と規制区域ダミーの交差項を含めた。なお，変数の水準から明らかに

異常値と考えられる数値が入力されているデータが複数確認されたため、あらかじめ各変
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数の上下 1%を異常値とみなして除外した。  

さらに住宅価格へのマクロ経済的な影響を考慮するため成約年ダミーを含めるが，規制

の有無による土地の用途の代替可能性の違いがマクロ的影響に違いを生じさせる可能性を

考慮し，成約年と規制区域の交差項を説明変数に含め，経年的な価格の変化に差異が生じ

るかを確認する。境界からの距離の設定については，Grout et al. (2011)にならい，境界から

左右に一定の距離(本論文では 500m)をベースケースとし，感応度の確認として 250m と

1000m の 3 つの範囲においてそれぞれ分析を試みた。主な変数一覧は表 5-2 のとおりであ

る。  
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変数名 説明 データ取得先

成約価格/㎡ 1㎡あたり物件の成約価格 REINS

境界までの距離 物件から規制の境界線までの最短距離
REINS,

国土数値情報

規制区域ダミー 既成市街地に属する場合1をとるダミー 国土数値情報

専有面積 物件の専有面積（㎡） REINS

成約時の築年月
物件の築年月（REINSの登録は年月までであるため、すべて当月1日とみな
して日数換算した）

REINS

所在階 部屋の階 REINS

建物の階層 建物の階層 REINS

棟総戸数 物件のある棟の総戸数 REINS

建物構造
建物構造（木造（ベース）,鉄骨造,RC,SRC,PC,HPC,その他）のカテゴリー変
数

REINS

バルコニー面積 バルコニーの面積（㎡） REINS

新築ダミー 新築の時1をとるダミー変数 REINS

最寄り駅までの時間
最寄り駅までの徒歩時間、もしくはバス停までの徒歩時間とバスによる最
寄り駅所要時間の合計

REINS

CBDへの通勤時間 最寄り駅からCBDまでの乗車時間 国勢調査

用途地域
用途地域（一低（ベース）,二中高層,二住,近商,商業,準工,工業,二低,一中高
層,一住,準住,無し）のカテゴリー変数

REINS

所在区ダミー 横浜市内所在区のカテゴリー変数 REINS

路線ダミー 最寄り駅の属する路線のカテゴリー変数 REINS

成約年 成約された年を示すカテゴリー変数 REINS

81年以前ダミー 竣工が1981年以前の場合に1をとるダミー変数 REINS

団地ダミー 物件が団地である場合に1をとるダミー変数 REINS

標高 物件の属する250mメッシュにおける最高標高(m) 国土数値情報

危険箇所ダミー 土砂災害危険箇所に指定される場合に1をとるダミー変数 国土数値情報

沿線50mダミー 線路から50m以内に立地する場合に1をとるダミー変数 国土数値情報

ニュータウンダミー ニュータウンの中心点から500m以内に立地する場合に1をとるダミー変数 国土数値情報

工場近接性
2分の1メッシュごとの従業者数について物件からの距離で重み付けした近
接性指標

経済センサス
REINS

農地面積 物件が属するメッシュおよび隣接メッシュにおける農地面積の合計(㎡) 国土数値情報

道路面積 物件が属するメッシュおよび隣接メッシュにおける道路面積の合計(㎡) 国土数値情報

被説明変数

説明変数

表 5-2 分析における変数一覧  
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サンプリングは，REINS に登録されているマンションの住所から，jSTAT MAP(地図で見

る統計)を利用してジオコーディングを行い，境界線から 1000m 以内に立地する物件を抽

出し，さらに各変数の値の上下 1%を外れ値として除外した。  

規制の有無ごと（既成市街地の内外）による記述統計量を示したのが表 5-3 である。1 ㎡

あたりのマンション価格の平均は規制なし区域で 311,417 円，規制あり区域で 333,446 円

となっており，平均的には工場立地規制のかかっている地区で単価は高い。その他は概ね

類似した値をとっているが，いくつかの特徴の違いも見られる。例えば工場近接性は既成

市街地における物件のほうが値が高い，すなわち工場に実質的に近いマンションが標本に

多く含まれている。また近隣環境として非規制区域は農地が比較的多く，一方規制区域の

ほうが道路に囲まれている割合が大きい。この点は都心により近いほうが工場立地規制が

かかっている事情を踏まえると妥当と考えられる。  

 

 
 

 上記に加えて，市内の工場立地状況ごとに北部・中部・南部に分けて主要な変数の記述

統計量を整理したものが表 5-4 である。まず標本に含まれる規制の有無の分布を北部と中

南部で比較すると，いずれも規制ありの区域に比較的多くの物件があるが，中南部でより

多く観察されている。１平方メートルあたりの成約賃料に地区ごとの大きな差は見られな

いが，南部はやや低い傾向にある。また比較的新しい工業団地が造成されている北部は中

南部に比べ平均的に専有面積は狭い傾向にある。また工場の近接性をみると，北部の物件

平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値

【被説明変数】

成約価格/㎡ 311,417 121,339 97,890 682,978 333,446 123,366 98,200 685,797

【説明変数】

境界までの距離 425.8 283.1 2.491 992.9 -534.1 284.7 -999.8 -1.595
log 専有面積 4.215 0.216 3.469 4.755 4.216 0.214 3.428 4.753
log 築年数 2.683 0.682 -2.642 3.787 2.583 0.713 -4.29 3.787
log 建物階層 1.185 0.651 0 2.773 1.268 0.654 0 3.332
log 所在階 1.84 0.423 0 2.89 1.921 0.408 0 3.367
log 最寄り駅までの徒歩時間 2.373 0.494 1.00E-06 3.738 2.385 0.586 1.00E-06 3.738
log 駅からCBDまでの時間 3.487 0.388 1.099 3.989 3.355 0.38 1.099 4.033
log バルコニー面積 2.317 0.521 -4.605 5.139 2.264 0.489 -0.357 8.243
log 標高 3.957 0.492 1.962 4.911 3.672 0.745 -0.494 4.61
log 工場近接性 3.716 0.862 1.002 6.22 4.128 0.887 1.735 7.886
log 農地面積 12.03 3.399 -4.605 14.69 10.74 4.89 -4.605 14.69
log 道路面積 4.098 7.289 -4.605 12.03 6.389 6.754 -4.605 12.69
団地ダミー 0.207 0.405 0 1 0.14 0.347 0 1
1981年以前ダミー 0.295 0.456 0 1 0.206 0.405 0 1
危険箇所ダミー 0.069 0.254 0 1 0.0903 0.287 0 1
沿線50m以内ダミー 0.0504 0.219 0 1 0.0546 0.227 0 1
ニュータウンダミー 0.204 0.403 0 1 0.286 0.452 0 1
新築ダミー 0.00107 0.0327 0 1 0.00285 0.0534 0 1

観測数

既成市街地（規制あり）非既成市街地（規制なし）

5,593 10,509

表 5-3 標本の記述統計  
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が も実質的な工場への距離が近い物件が多い。前節でも整理したように北部に立地する

工場は比較的新興のハイテク産業が多いことから，職住近接のメリットが高い可能性を想

定することができるだろう。また危険箇所に指定されている区域にある物件の割合は南部・

中部・北部の順で高くなっている。  

 

 

第4節 分析結果  

第1項 共変量を含めないアウトカムの平均のみのケース  

 はじめに，ベンチマークとしてもっとも基本的な RDD の推定モデルである規制の有無

と running variable，および時間効果のみを含めたアウトカムの平均値の差を，Imbens and 

Lemieux (2008)に従って推定した(表 5-5)。  

共変量をコントロールせず，割り当ての独立性に関する条件を何も課していないモデル

での推定によると，すべての地区で工場立地規制のある区域では不動産価格に負の影響を

与えている。工場立地規制によって住環境は必ずしも改善されていない可能性が示唆され

る。次項以降では物件の属性や立地環境をコントロールしたモデルによって詳細に効果を

推定する。  

 

表 5-4 地区ごとの諸変数の記述統計  

平均 最小値 最大値 平均 最小値 最大値 平均 最小値 最大値

既成市街地ダミー 0.594 0 1 0.713 0 1 0.608 0 1
成約賃料/㎡ 329,382 98,353 682,853 330,285 98,200 685,174 316,490 97,890 685,797
専有面積 66.81 30.8 115.9 69.89 30.8 116.2 70.32 31.18 116
最寄り駅からCBDまでの時間 37.64 12 50.33 26.32 3 56.45 36.07 18 55.45
築年数 16.74 0.0795 44.13 15.6 0.0137 44.03 18.64 0.0712 44.11
駅までの徒歩時間 12.18 1 40 11.75 1 42 12.89 1 42
工場近接性 4.229 2.748 7.886 4.122 1.86 6.731 3.599 1.002 6.22
1981年以前ダミー 0.232 0 1 0.157 0 1 0.359 0 1
新築ダミー 0.00132 0 1 0.00246 0 1 0.0026 0 1
危険箇所ダミー 0.0368 0 1 0.0518 0 1 0.163 0 1
ニュータウンダミー 0.143 0 1 0.323 0 1 0.248 0 1

観測数

北部 中部 南部

3,777 7,330 4,995
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北部 中部 南部

規制区域ダミー -171,879*** -257,547*** -276,034***
(27,164) (19,411) (24,541)

境界までの距離 -58.24*** 41.05** 65.91***
(20.31) (16.33) (18.86)

境界までの距離　✕　規制区域ダミー -36.16 -72.32*** -119.3***
(26.93) (19.67) (23.84)

1993年　✕　規制区域ダミー 221,050*** 259,229*** 293,616***
(28,890) (17,740) (23,335)

1994年　✕　規制区域ダミー 161,563*** 229,973*** 267,212***
(28,571) (17,834) (22,429)

1995年　✕　規制区域ダミー 5,464 115,106*** 183,736***
(30,156) (18,158) (23,451)

1996年　✕　規制区域ダミー 14,618 70,317*** 146,326***
(28,123) (18,115) (22,858)

1997年　✕　規制区域ダミー 4,006 55,057*** 146,874***
(30,007) (18,133) (22,034)

1998年　✕　規制区域ダミー -19,199 27,416 113,087***
(29,228) (18,229) (22,685)

1999年　✕　規制区域ダミー -7,651 18,945 84,655***
(27,874) (18,429) (23,966)

2000年　✕　規制区域ダミー -73,028*** -3,679 50,769**
(27,581) (18,542) (22,375)

2001年　✕　規制区域ダミー -36,017 -35,140* 29,725
(27,823) (17,977) (23,339)

2002年　✕　規制区域ダミー -66,353** -30,537* 3,308
(27,164) (18,038) (22,360)

2003年　✕　規制区域ダミー -61,635** -52,962*** 4,581
(26,629) (17,793) (23,063)

2004年　✕　規制区域ダミー -37,721 -29,887 -5,535
(27,963) (18,646) (22,616)

2005年　✕　規制区域ダミー -71,256*** -40,815** -3,344
(26,960) (19,104) (23,197)

2006年　✕　規制区域ダミー -42,477 -33,909* -6,890
(26,944) (18,825) (22,774)

2007年　✕　規制区域ダミー -5,445 -34,788* 10,535
(27,591) (19,778) (22,885)

2008年　✕　規制区域ダミー 6,548 -6,621 14,448
(27,354) (19,614) (23,662)

2009年　✕　規制区域ダミー -6,193 -14,482 -4,401
(28,123) (20,446) (23,056)

2010年　✕　規制区域ダミー 9,359 -23,210 8,790
(27,482) (19,500) (24,683)

2011年　✕　規制区域ダミー -10,356 -3,383 14,557
(27,641) (21,403) (23,444)

2012年　✕　規制区域ダミー -19,498 -28,001 -5,246
(29,571) (20,709) (23,160)

2013年　✕　規制区域ダミー -11,606 -14,637 10,570
(27,819) (19,625) (23,893)

2014年　✕　規制区域ダミー 13,734 19,849 -5,823
(27,397) (20,614) (24,709)

2015年　✕　規制区域ダミー 25,540 33,051 21,453
(28,635) (22,682) (25,267)

定数項 514,462*** 515,036*** 529,580***
(10,134) (9,399) (12,217)

観測数 2,092 3,791 2,038
決定係数 0.427 0.525 0.562
カッコ内は頑健標準誤差

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

年次ダミー　✕　規制区域ダミー

（年次ダミー省略）

表 5-5 ベンチマークモデルによる推定結果  
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第2項 用途規制による区別をしないケース  

土地利用に大きな影響を与える用途地域による区別をせず，すべてのデータをプールし

たサンプルを用いて推定した結果が表  5-6 である。なお，本研究で主たる関心のない専有

面積、駅から CBD までの時間、成約年ダミー、所在区ダミー、路線ダミー築年数、所在階、

寄り駅までの時間、バスを使う場合の 寄り駅までの時間、駅から CBD までの時間、バ

ルコニー面積、規制区域におけるバルコニー面積、新築ダミー、団地ダミー、標高、危険

箇所ダミー、沿線 50m ダミー、ニュータウンダミー、農地面積、道路面積の推定結果は表

示していない。成約価格の平均単価の差である規制区域ダミーでは，北部でマイナス，中

部と南部でプラスの値をとっている。  
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1000m 500m 250m 1000m 500m 250m 1000m 500m 250m

規制区域ダミー -91613.3*** -105390.7*** -76775.7** 58585.7*** 50955.0** 72115.8** 47055.3** 72794.2*** 91473.2**
(-4.47) (-3.92) (-2.39) (3.49) (2.14) (2.51) (2.44) (2.92) (2.56)

境界までの距離 -0.885 -5.281 -56.70 0.913 40.26*** 74.18*** 74.40*** 40.76** 57.35
(-0.18) (-0.25) (-1.58) (0.19) (3.53) (2.84) (11.76) (2.52) (1.14)

境界までの距離 -46.40*** -16.75 -47.09 -25.73*** -75.71*** -58.76 -67.64*** -52.47*** -168.0***
×規制区域ダミー (-7.05) (-0.73) (-1.02) (-4.43) (-5.64) (-1.60) (-8.73) (-2.67) (-2.79)

log 専有面積 23580.9*** 33306.9*** 43759.9*** 23196.5*** 6085.9 -7418.6 38523.2*** 35199.6*** 10339.2
(4.14) (4.37) (4.35) (5.10) (1.10) (-1.02) (8.87) (4.69) (0.89)

log 築年数 -92915.7*** -81381.0*** -79897.9*** -80138.7*** -83175.1*** -79575.3*** -67223.5*** -71584.4*** -82261.0***
(-40.79) (-31.47) (-23.22) (-46.33) (-29.36) (-19.02) (-26.20) (-23.76) (-17.13)

log 所在階 15245.6*** 17553.4*** 17521.4*** 12303.0*** 11563.3*** 9152.7*** -406.5 2630.8 1208.3
(10.84) (10.68) (8.36) (12.20) (8.61) (5.53) (-0.40) (1.50) (0.47)

log 寄り駅までの時間 -27315.9*** -18152.5*** -19702.0*** -42007.0*** -30085.8*** -27683.4*** -41613.0*** -44678.0*** -34907.7***
(-13.35) (-8.49) (-6.41) (-24.70) (-10.77) (-6.62) (-20.25) (-14.45) (-8.56)

log  寄り駅までの時間 -11684.2*** 1460.1 -2210.2 -14959.1*** -16108.8*** -9811.8*** -13552.5*** -14999.3*** -6259.2***
×バスダミー (-9.84) (0.91) (-0.91) (-17.77) (-15.99) (-7.74) (-12.60) (-8.59) (-2.72)

log 駅からCBDまでの時間 7590.0 -28222.4 -90391.5** 268.9 -6921.1** -2592.1 1608.0 -474.0 24496.1
(0.57) (-1.12) (-2.24) (0.10) (-2.32) (-0.86) (0.21) (-0.03) (1.37)

log バルコニー面積 14684.1*** 14802.7*** 16821.3*** 16224.7*** 17603.2*** 9926.9** 13642.1*** 10637.7*** 11086.1**
 × 規制区域ダミー (4.89) (4.50) (4.23) (5.13) (4.41) (2.35) (4.97) (2.61) (2.12)

log バルコニー面積 4024.6 157.5 -1641.9 -7013.5** -11212.8** 3872.9 4914.0 569.3 3876.5
(1.08) (0.04) (-0.29) (-2.00) (-2.46) (0.69) (1.53) (0.11) (0.51)

新築ダミー -206538.6*** -147395.8*** -136259.3*** -119708.3*** -143478.9*** -46392.8** -79649.9*** -17233.9 -40423.5**
(-7.93) (-4.38) (-3.70) (-4.97) (-4.10) (-2.15) (-3.88) (-1.44) (-2.17)

81年以前ダミー -21782.0*** -23593.2*** -21491.4*** -25784.8*** -10992.6*** -15783.4*** -37580.7*** -37717.5*** -36427.0***
(-5.75) (-5.50) (-4.17) (-10.49) (-3.21) (-3.33) (-11.86) (-6.77) (-4.26)

団地ダミー 7799.2* -7856.9 -9060.1 34804.0*** 15971.0*** 7854.8 13993.7*** 27950.8*** 30295.5***
(1.71) (-1.18) (-1.00) (9.79) (3.63) (1.36) (5.30) (5.75) (3.07)

log 標高 -9122.8*** -2323.5 3566.8 48618.5*** 20936.2*** 6846.1 -25416.1*** -9123.5*** 2361.3
(-4.21) (-0.90) (0.84) (19.06) (6.31) (1.15) (-14.37) (-2.60) (0.31)

危険箇所ダミー -19269.3*** -20703.7** -34723.3*** -17619.2*** -6184.0* -2647.1 -8893.4*** -13684.9*** -15921.6***
(-4.30) (-2.25) (-3.47) (-7.37) (-1.87) (-0.67) (-4.55) (-4.38) (-4.11)

沿線50mダミー -10648.9*** -7066.7 -16143.9*** -13479.6*** 1290.8 4549.3 6380.1 3523.8 -604.8
(-3.14) (-1.63) (-2.97) (-4.14) (0.32) (0.91) (1.56) (0.53) (-0.07)

ニュータウンダミー 15313.7*** -16849.4** - 20564.1*** 9742.4*** 6945.2* 26081.7*** 24922.3*** 25722.1***
(4.13) (-2.45) (10.57) (3.88) (1.77) (11.43) (6.88) (4.71)

log 工場近接性 -19486.7*** -14457.3*** -9817.9* 15068.0*** 13673.7*** 15077.5*** 13605.1*** 9433.2*** 18621.9***
(-7.89) (-3.25) (-1.76) (8.24) (5.23) (4.64) (7.17) (3.33) (4.20)

log 工場近接性 27293.4*** 28688.9*** 12259.7*** -5319.1*** -7850.6** -1843.4 -16249.6*** -21493.0*** -4109.4
×規制区域ダミー (9.34) (6.09) (2.99) (-2.60) (-2.37) (-0.58) (-7.81) (-6.02) (-0.73)

log 農地面積 -14657.8*** -13317.4*** -17162.0*** -17742.6*** -3920.4** -9884.1*** -606.5*** -605.6** 53.92
(-5.89) (-4.20) (-3.56) (-12.64) (-2.12) (-3.42) (-3.44) (-2.43) (0.11)

log 道路面積 -425.4** 747.7*** 643.4 -845.2*** -211.5 -541.5* 849.6*** 1506.3*** 3668.1***
(-2.47) (3.09) (1.63) (-6.06) (-1.16) (-1.93) (4.54) (4.26) (4.07)

成約年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

成約年×規制区域ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

所在区ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

路線ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

定数項 954195.6*** 883658.2*** 1048303.4*** 641218.2*** 644742.7*** 808016.2*** 685905.2*** 653205.2*** 579029.6***
(15.46) (8.65) (7.36) (20.05) (15.89) (15.02) (22.65) (11.64) (7.38)

観測数 3777 2092 1291 7330 3791 1989 4995 2038 974
決定係数 0.847 0.859 0.867 0.833 0.854 0.867 0.861 0.871 0.883
自由度修正済み決定係数 0.844 0.853 0.858 0.831 0.852 0.861 0.859 0.866 0.874

カッコ内はt値。 有意水準はそれぞれ* p<0.1, ** p<0.05,  *** p<0.01

北部 中部 南部

表 5-6 推定結果 2: プールデータ  
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北部の規制区域で相対的に住宅価格が低くなっているが，工場近接性を見ると規制区域

では工場に近いほど単価が高くなる現象が観察された。これは，前節でみたように，北部

が 80 年代中頃の近年に工場立地が進んだ地域であり，環境技術の向上から工場への近接

性が，外部不経済よりも通勤利便性による便益が上回っている可能性が考えられる。  

一方，中部・南部は規制区域において平均的に単価が高く，工場への近接性がマイナス

となっている。これらの地域は古くから存在する工場が多く，外部不経済の影響が少なか

らずあると考えられる。工業等制限法は設備更新を抑制するため，環境改善が進まなかっ

たことが住宅価格に反映されている可能性が高い。また，1993 年を基準とした年次効果の

規制の有無による差を調べた成約年と規制区域ダミーの交差項の係数が，とくに 1000m ま

で幅を取るとマイナスとなることが，3 つのいずれのエリアでも観測された。  

図 5-3 は北部の境界距離 1000m による推定結果を用いて，年次ダミーの効果と 95%信

頼区間をプロットしたものである。1993 年以降，一貫して平均単価が下落傾向にあるが，

規制区域は，規制のない区域に比べてより大きく下落していることが伺える。これは規制

によってその土地の代替的な用途が限定されている分，資産価格の下落局面では将来的な

土地の転用の不可能性を見越して低価格で売却しようという売り手側の行動の変化を表し

ている可能性がある。ただし，500m，250m とより狭い範囲での推定結果では統計的有意

差は観測されず，経年効果に違いは確認されていない。  

 

 

 

図 5-3 北部地区における経年の効果  
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第3項 住工混在可能地区のケース  

続いて，住宅と工業の用途混在が可能な地区に属する物件だけを抽出し推定を行った。

具体的には，実質的に工場が立地できない第一種・二種低層住居専用地域および第一種・

二種中高層住居専用地域を除く地区に立地している物件を抽出し，より規制の効果が実効

的と考えられるサブサンプルを用いて分析を行った。  

結果(表  5-7)をみると平均的な単価の差や近接性に対する価格の影響などは先の推定結

果とほぼ同様の傾向が確認された。さらに成約年と規制区域の交差項による経年効果につ

いては，南部においても明確な差が生じている(図 5-3)。また，工業等制限法が 2002 年に

解除されて以降，とくに中部・南部において 2002 年以降規制の有無による差が縮小ないし

消滅していくことから，これらの地域においてとくに規制が実効的であったと考えられる。 
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1000m 500m 250m 1000m 500m 250m 1000m 500m 250m

規制区域ダミー -128639.5*** -45914.8 -61963.4* 67959.1*** 53985.1* 87079.9** 76469.2*** 95777.6** 141533.1**
(-4.68) (-1.43) (-1.73) (3.27) (1.84) (2.50) (2.73) (2.09) (2.17)

境界までの距離 -27.42*** -60.50** -101.7*** 5.514 36.59** 142.0*** 58.86*** 94.65*** 125.0
(-3.57) (-2.44) (-2.72) (0.89) (2.27) (4.02) (5.98) (3.41) (1.49)

境界までの距離 -0.178 36.28 -16.87 -15.96** -59.44*** -110.1** -51.31*** -94.56*** -147.7*
×規制区域ダミー (-0.02) (1.33) (-0.35) (-2.12) (-3.14) (-2.38) (-4.23) (-2.60) (-1.67)

log 専有面積 18379.5*** 31725.1*** 34096.0*** 29694.2*** 7347.2 2839.7 17882.4** 26246.6** -26361.9
(2.73) (3.48) (3.06) (5.38) (1.04) (0.33) (2.52) (2.15) (-1.50)

log 築年数 -86575.5*** -79467.6*** -80554.0*** -77318.2*** -81567.4*** -74070.1*** -74682.2*** -74173.9*** -84877.7***
(-34.64) (-27.39) (-20.45) (-38.56) (-22.68) (-15.44) (-17.13) (-18.69) (-13.84)

log 所在階 20944.6*** 19750.0*** 19630.6*** 14304.7*** 19917.0*** 15504.4*** 5624.8*** 4053.6* 5961.1*
(12.97) (10.51) (8.68) (11.49) (11.45) (7.58) (3.35) (1.66) (1.89)

log 寄り駅までの時間 -28832.1*** -17595.4*** -18010.8*** -46591.6*** -29373.8*** -26794.9*** -36972.7*** -47277.4*** -26627.2***
(-12.05) (-7.34) (-5.38) (-22.89) (-8.37) (-5.01) (-12.42) (-10.13) (-4.34)

log  寄り駅までの時間 -18020.4*** 360.3 1303.3 -19558.1*** -18171.4*** -8812.3*** -9189.6*** -12944.6*** -12767.6***
×バスダミー (-9.09) (0.13) (0.35) (-17.03) (-12.31) (-5.06) (-5.69) (-4.38) (-3.51)

log 駅からCBDまでの時間 36380.9* -34383.8 -186730.1*** -4372.1 -7419.4** -3758.0 21916.3* 41166.1** 14786.5
(1.93) (-0.71) (-3.13) (-1.40) (-2.24) (-1.21) (1.92) (2.58) (0.87)

log バルコニー面積 10241.5*** 11500.6*** 15351.3*** 11137.9*** 17161.4*** 2590.9 10274.5** 6710.3 16849.2***
(2.85) (2.70) (3.26) (3.45) (4.75) (0.60) (2.34) (1.40) (3.06)

log バルコニー面積 8081.1* 3542.4 1548.8 -2014.3 -9038.4* 12478.8** 9509.9* 13507.7* -6168.3
 × 規制区域ダミー (1.83) (0.67) (0.25) (-0.53) (-1.87) (2.16) (1.79) (1.73) (-0.51)

新築ダミー -177067.6*** -131559.5*** -130650.6*** -139366.6*** -157305.3*** -9368.5 -15214.6 -23595.0 -51870.7*
(-5.76) (-3.52) (-3.26) (-5.20) (-3.91) (-0.45) (-1.33) (-1.52) (-1.79)

81年以前ダミー -21883.2*** -20915.2*** -19082.1*** -30610.9*** -8595.7 -12175.1* -55519.4*** -45110.6*** -24024.1***
(-5.05) (-4.19) (-3.34) (-9.95) (-1.53) (-1.76) (-9.04) (-5.07) (-2.59)

団地ダミー 742.9 30909.6 -73760.5*** 19842.4*** 15185.2** 10069.6 36384.3*** 31378.9*** 28133.4*
(0.07) (1.03) (-4.65) (3.10) (2.02) (1.17) (5.86) (3.83) (1.82)

log 標高 -12826.7*** -5838.2* 3457.7 52511.4*** 27908.2*** 2028.8 -33135.8*** -13170.1** 3354.6
(-4.61) (-1.69) (0.75) (18.56) (6.69) (0.26) (-15.71) (-1.97) (0.20)

危険箇所ダミー -7673.3 -27548.6** -27848.1** -23506.9*** -11330.1*** -2560.0 -9269.2*** -10932.4* 931.5
(-1.53) (-2.22) (-2.19) (-8.35) (-2.79) (-0.60) (-2.83) (-1.85) (0.12)

沿線50mダミー -7572.9** -5989.0 -14647.6*** -11978.5*** -1301.3 1528.1 1070.8 11482.2 49224.2***
(-2.15) (-1.35) (-2.66) (-3.45) (-0.29) (0.27) (0.18) (1.32) (4.10)

ニュータウンダミー 23929.0*** -4036.9 - 8207.4*** 4499.0 8364.9 23412.3*** 33054.7*** 178409.8***
(3.96) (-0.32) (3.49) (1.34) (1.50) (5.99) (3.15) (8.94)

log 工場近接性 -29098.1*** -600.4 -7036.4 20871.1*** 18315.8*** - 27551.4*** 15910.8*** 6628.6 50817.6***
(-6.71) (-0.11) (-1.15) (7.76) (4.42) (4.67) (4.93) (1.50) (7.35)

log 工場近接性 36099.5*** 15755.6*** 15281.3*** -8358.1*** -7457.7 3337.8 -16540.5*** -16440.9** 35933.9***
×規制区域ダミー (7.81) (2.81) (3.49) (-2.92) (-1.57) (0.82) (-4.60) (-2.10) (2.98)

log 農地面積 -17159.3*** -7285.5** -19191.9*** -26916.7*** -14152.8*** -15052.0*** -550.1 -745.3 1381.8*
(-5.73) (-1.97) (-3.56) (-15.30) (-5.43) (-3.73) (-1.62) (-1.42) (1.67)

log 道路面積 790.1*** 833.6*** 1462.9*** -1705.7*** -1525.5*** -1286.5*** 582.5* 1841.2*** -1340.4
(3.45) (2.66) (2.87) (-9.41) (-5.34) (-2.88) (1.96) (2.67) (-0.77)

成約年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

成約年×規制区域ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

所在区ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

路線ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes

定数項 989446.1*** 824611.1*** 1503078.9*** 751580.2*** 735778.1*** 807582.3*** 726861.7*** 612970.0*** 653796.2***
(12.37) (4.74) (6.57) (19.00) (13.60) (12.46) (15.38) (8.41) (5.59)

観測数 2497 1533 1048 5189 2347 1305 2045 969 501
決定係数 0.833 0.840 0.852 0.819 0.839 0.865 0.857 0.893 0.922
自由度修正済み決定係数 0.827 0.832 0.841 0.817 0.833 0.857 0.852 0.884 0.909

カッコ内はt値。 有意水準はそれぞれ* p<0.1, ** p<0.05,  *** p<0.01

北部 中部 南部

表 5-7 推定結果 3: 住工混在地域のみ  
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第4項 プラセボによる推定の頑健性の確認  

 ここでは Imbens & Lemieux(2008)において整理されている RDD 識別戦略に基づく推定

モデルの頑健性テストのうち，処置のないポイントにおけるアウトカムの不連続性の存在

の確認をプラセボテストにより行う。具体的には規制区域内にある物件のみをサブサンプ

ルとして抽出し，実際の境界から 500m のポイントを擬似的な規制の境界線とみなして，

その両側の物件価格の差を，前項までと同様のモデルを用いて推定する。帰無仮説は（擬

似的な）処置による影響はないというものであり，ここでは棄却されないことが期待され

る。なお，サブサンプルは住工混在地域における物件として抽出し，北部・中部・南部に

それぞれ分けて確認を行う。また，規制区域の外側に立地する物件についても同様のテス

トを行う。  

 それぞれの結果を示したのが表  5-8 及び表 5-9 である。北部地域についてはいずれのプ

ラセボテストに関して，擬似的な閾値の両側に生じている差が偶然と判別できないという

結果が得られた。すなわち明確な物件の価格差が規制からのみ生じている可能性を示唆す

ると言えよう。一方，中・南部においては特に規制区域内において，擬似的な処置にも関

わらず統計的な差が検出された。すなわちより中心部に近いほうが物件に負の効果が現れ

ている。前項の表  5-7 の結果を見ると，いずれも境界線に近いほうが物件価格に正の効果

が生じていることに鑑みると，前項までの推定結果と矛盾するものではないが，本来効果

図 5-4 南部の経年の効果 



134 

が生じていないと想定される地点において差が生じていることから，標本抽出にあたって

何らかの偏りが存在している可能性は否めない。  

 

 
 

 
 

 

第5節 まとめと考察  

工業等制限法という工場立地規制がマンションの売買価格にいかなる影響を及ぼして

いるかを，横浜市における REINS 登録データを用いて，境界線を閾値と見立てた回帰不連

続デザインによる識別戦略に基づいて，推定を行った。その結果，規制区域の内外におい

て，価格の連続性に分断が生じていることが明らかになったが，工場立地規制が住宅価格

に正負のいずれの影響を与えるかは，地域によって違いが生じていることも確認された。 

すなわち，比較的新しく開発された工業団地を含む市内陸北部は工場規制が住宅価格に

負の効果をもたらす一方，規制区域での工場への近接性は正の効果を持つ。他方で，戦前

から工業立地が進んだ中部・南部は，工場規制が住宅価格に正の効果を持つ一方，近接性

は価格を下げていることから，住工混在するような場所では工場への近接性が負の効果を

北部 中部 南部

プラセボ規制による効果 -18205.446 -47651.287** -98271.693**
(-0.53) (-2.19) (-2.29)

決定係数 0.825 0.816 0.85
自由度調整済み決定係数 0.817 0.812 0.841

観測数 1827 3906 1282

（注）カッコはt値

* p<0.10, ** p<0.05,*** p<0.01

表 5-8 プラセボによる処置効果の推定（規制区域内）  

北部 中部 南部

プラセボ規制による効果 -58770.932 -63243.037 -79392.947*
(-0.68) (-1.43) (-1.75)

決定係数 0.892 0.875 0.906
自由度調整済み決定係数 0.878 0.867 0.895

観測数 670 1283 763

（注）カッコはt値

* p<0.10, ** p<0.05,*** p<0.01

表 5-9 プラセボによる処置効果の推定（規制区域外）  
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もたらす一方，規制が住環境の改善につながっている可能性がある。また，共変量による

コントロールをしていないベンチマークモデルと比較すると，コントロール後には規制の

効果は特に中部・南部で大きく変化した。したがって共変量を含めて推定することの意義

は大きいと考えられる。しかしながらこのことは，言い換えると共変量と割り当てに強い

相関がある可能性を残すことでもある。第 2 章第 6 節でも論じたように，RDD において共

変量をモデルに含める場合には，共変量が潜在アウトカムの予測力をもってはならない

(𝐸𝐸�𝑦𝑦𝑔𝑔�𝐱𝐱� = 𝐸𝐸(𝑦𝑦𝑔𝑔))。本質的にこの問題は反実仮想が観測されない以上厳密に確認を行うこと

はできないが，補足的な確認は行うほうが望ましいだろう。またプラセボテストによる推

定の頑健性の確認の結果，特に中・南部において本来処置効果の観測されない地点での統

計的有意な差が検出された。正確な処置効果の推定には，標本に含まれる物件の立地環境

に関するより詳細な情報を基にサブサンプルを構築する必要があるだろう。  

以上，工業等制限法による工場の新増設規制によって，直接的な規制を受けていない住

宅価格へも影響があり，その効果の波及経路は，横浜市内という限られた地理的範囲にお

いても差異がある可能性が明らかとなった。土地利用規制の実施に際しては，一様な効果

を前提にするのではなく，当該地区に集積する産業や住民の属性などの地域特性を十分考

慮する必要がある。  

なお，本章の工業等制限法の影響に関する分析を RDD によって行ったことによる課題

は，上述した共変量の潜在アウトカムへの影響及び標本のバイアスに加え，running variable

の連続性の仮定が十分保持されているか，がある。すなわち規制の境界線が地理的な要因

(例えば河川の中心線を境界としているなど)である場合，境界周辺で立地環境が連続的で

あるとする仮定は成立しなくなる。本章では GIS を用いて地理的な情報を極力変数に含め

ることでこの問題に対処することを試み，推定のバンド幅を変化させることで感応度を確

認したが，例えば Grout et al.(2011)で採用されたように境界線を地図上にプロットし目視

で確認する方法など複数の頑健性チェックを行うことでより推定の精度を高めることがで

きるだろう。また，今回の推定モデルで規制の有無による住宅価格の差が確認されたが，

その効果の波及メカニズムについては必ずしも明確になっていない。要因としては物件の

詳細な属性や周辺環境，マクロ経済的な影響を十分に考慮するためのデータの整理が困難

なためであり，今後の課題である。  
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第6章 中核市指定が自治体財政に与える影響～Synthetic Control Method による

分析 50 

 本章では，大都市制度の一つである中核市に着目し，一般市からより事務権限の大きい

中核市に移行した自治体では，歳出にどのような影響があるかを因果推論によって分析す

ることを試みる。このとき問題となるのは，中核市への移行が決して頻繁に生じるもので

はなく，また財政への影響が自治体の特徴ごとに大きく異なる可能性が高いことから，移

行した自治体すべてを処置群として標本にプールし回帰分析することで，かえって移行の

影響が不鮮明になると考えられることである。こうした大標本理論に依拠した回帰分析が

適当でないと考えられるとき，処置個体が一つであってもドナープールと呼ばれる対照群

候補のグループに含まれる個体が一定の条件を満たして複数利用可能であれば，ドナープ

ールを使って処置個体との差を 小化するような加重平均ベクトルを推定することで反実

仮想を形成する Synthetic Control Method で処置効果を推定することができる。本章では

Synthetic Control Method によって中核市移行の財政への影響の分析を試み，その結果と課

題について論じる。  

 

第1節 中核市移行と地方公共団体の財政  

第1項 中核市制度と移譲事務  

大都市制度は，人口要件に従って広域自治体(道府県)の事務権限を政令が定めるところ

により部分的に基礎自治体(市町村)へ移譲する制度である。現行の大都市制度では人口 50

万人以上を要件とする「指定都市」(いわゆる政令指定都市)と人口 20 万人「中核市」があ

る。また 2015 年以前には中核市は 30 万人以上を要件としており，20 万人以上の地方公共

団体を「特例市」に指定することができた。2015 年に特例市が廃止され中核市の人口要件

が引き下げられた一方で，かつての特例市(旧特例市)で制度廃止時に中核市等に移行しな

かった基礎自治体は経過措置として「施行時特例市」に移行し，特例市の事務を継続する

とともに，改正法施行後 5 年間(2020 年 3 月 31 日まで)であれば法定人口 20 万人に満たな

くても中核市に移行することができるとされている。  

指定都市や中核市に指定されることによって広域自治体からどの事務がどの程度移譲

されるかについては個別に政令によって定められることになるが，おおよその目安として

北村(2013)では指定都市で道府県の約 8 割，中核市で指定都市の約 7 割の事務権限が移譲

されるとしている。中核市では特に一般の市町村には移譲範囲が限定的な「保健衛生」や

                                                        
50 本章は小谷・浅田(2019)「中核市移行が自治体財政に与える影響に関する実証分析」Working Paper 

SeriesNo.19-02 を加筆・修正したものである。  
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「福祉」の分野における事務移譲が大きい。大都市制度の背景として松本(2016)は「規模能

力のある自治体には，それに応じた事務分掌を行い，それぞれの都市にあった多角的な地

方自治の展開を可能にする」と指摘するように，人口規模が大きい地方公共団体ほど事務

遂行能力が高く，事務分掌を行うことで広域自治体が担うよりも，一層地域の実情にあっ

た施策展開が可能になるという前提があると考えられる。  

中核市は人口要件を満たす市が市議会において指定申出の議決を経た後に，その市の属

する都道府県知事に同意を申し入れ，知事から都道府県議会に同意の議案を提出し議決を

得られたら，国に申出をすることによって指定されることになる(図  6-1 参照)。したがっ

て一般市の中核市への移行は，地方公共団体自らの申し出による。市は移行によるメリッ

トとデメリットを勘案して中核市への移行を検討することになる。  

 

 

 

中核市移行にはどのようなメリット・デメリットがあると検討自治体は考えているだろ

うか。加古川市および寝屋川市(いずれも 2019 年 4 月 1 日に中核市に移行)が作成した移行

(出所 )総務省ホームページより抜粋  
図 6-1 中核市の指定手続きフロー 
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検討報告書から整理すると，メリットとしては行政サービスの迅速化・効率化，質の高い

保健衛生サービスの提供，独自のまちづくりの推進，市のイメージアップ(転入者増や企業

誘致等)，児童相談所の設置などが挙げられている。一方，デメリットとして歳出増，専門

的人材の確保・育成の必要性，様々な条例や規則の整備，附属機関の設置の必要性などの

財政への影響や業務負担の拡大が挙げられている。中核市市長会(2012)では「権限移譲に

より密接な住民サービスの展開が可能となる場合もあるが，一般的にはスケールメリット

が働きにくく，市単独の追加経費が発生している事例も多い」とし，中核市への移行によ

って行政コストの増加が懸念されている。  

では移行によってどの程度の歳出が増えると想定されているのだろうか。中核市への移

行を検討している地方公共団体が作成している移行検討書等のうち筆者が入手できたケー

スにおいて，基準財政需要額のうち特に移譲権限の多いと考えられる民生費と衛生費につ

いての試算をまとめたものが表 6-1 である。  

 

 

 

基準財政需要額は地方交付税交付金の算定にあたって計算されるもので，歳出そのもの

ではないことには留意する必要があるが，民生費のうち社会福祉費で平均 10.5%，衛生費

のうち保健衛生費で平均 21.8%程度の増加が見込まれているようである。ただし，保健衛

生費に関しては 小値で 18.0%， 大値で 31.9%であるのに比べ，社会福祉費は松本市の

2.6%から加古川市の 21.4%まで試算結果のばらつきが大きい。中核市移行による財政負担

の拡大が指摘される中，実際の歳出をどの程度増加させるのかは今後の中核市移行を検討

する地方公共団体にとって意義があるだろう。 

 

(出所)各自治体移行検討資料等を基に作成  

表 6-1 中核市移行による基準財政需要額への影響の試算  
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第2項 地方公共団体財政の現状 

本節では地方公共団体の中でも市を対象に，指定区分による財政の現状を概観する。図 

6-2 は指定の状況別に見た一人当り歳出総額の平均の推移である。ここで移行検討市とは，

中核市市長会が候補市として挙げている 9 市を指す。指定都市以外の市はいずれも似たよ

うな傾向を示しており，とくに中核市と移行検討市は 1995 年以降概ね横ばいで 2000 年代

後半からやや微増傾向にある。一般市の一人当り歳出も中核市・移行検討市と似た傾向を

示しているが，2000 年代に入ってからは強い増加傾向を示し，2013 年には他の規模の地方

公共団体と比べて も多くなっている。人口 20 万人未満の地方公共団体においては近年

の行政効率の悪化を伺わせるものであり，人口減少の影響も関連している可能性があるだ

ろう。一方，指定都市では，1995 年以降 10 年間ほど一人当り歳出は減少しており，その

後やや増加したものの横ばいと言える。  

 

 

 

本研究において注目している中核市の歳出の目的別内訳を示したものが図 6-3 である。

ここで対象としている中核市は，2018 年現在に指定されている市であり，中核市移行前の

数値を含んでいる。 も大きな歳出費目は民生費であり，一貫して増加傾向にある。2013

年時点で 31.2％を占める一方，中核市移行によって大きく権限移譲される分野である衛生

費については，額としてはあまり変化がなく，全体に占める割合は 2013 年時点で 8.9%に

とどまる。  

(出所 )総務省『地方財政状況調査』より作成  

図 6-2 大都市制度別一人当たり歳出総額推移  
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次に民生費と衛生費のみに注目してその動向を確認する。一人当り民生費の歳出総額に

しめる割合を指定の状況別に見たのが図 6-4 である。中核市は他の都市に比べて一人当り

民生費の歳出割合が大きい。しかし傾向としてはいずれの都市においても増加している。

一方，一人当り衛生費の歳出割合を見ると，傾向としてはいずれの都市も類似して 2000 年

代に入って減少傾向にあるが，一般市が も衛生費にしめる割合が大きく，指定都市が

も低い。  

 

 

衛生費  

図 6-3 中核市目的別平均歳出の推移  
(出所)総務省『地方財政状況調査』より作成  

民生費  

(出所)総務省『地方財政状況調査』より作成  

(出所)総務省『地方財政状況調査』より作成  

図 6-4 大都市制度別 歳出総額に占める民生費及び衛生費割合  
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さらに中核市だけを対象に，移行の前後でそれぞれの費目の歳出割合がどう変化したか

を示したのが図  6-5 である。実質化した民生費および衛生費について，移行年を 100 とし

て指数化したものである。その結果，民生費については移行後に大きく増加している一方，

衛生費はグラフからは明確な変化が見られない。  

 

 
 

以上から，中核市移行によって大きく歳出額が変化しうるのは民生費である可能性が高

いことが推察される。しかしながら先に見たように，民生費の増加傾向は中核市に限った

ことではなく，中核市の移行に起因する民生費の増加はどの程度なのかは，単純な前後比

較によって計測することができない。  

 

第3項 中核市への移行による効果  

中核市に移行したことによる効果を調べた研究は決して多くはないが，いくつかある。

まず原・星子他(2010)は当時の中核市 35 市に対してアンケート調査を実施し，うち回答の

あった 27 市における保健・福祉業務の変化を調べたところ，ほとんどが移行後の体制にお

いても移譲された業務をこなしているという結果を得ているほか，17 市では保健所を新設，

およびそれに伴う職員の増員をしていた。また同研究では中核市移行のデメリットも尋ね

ており，「仕事上の負担増」および「交付税カット」が回答の上位に挙げられている。また，

星子・原他(2010)は久留米市(2008 年 4 月に中核市移行)を対象に，移行直前の同年 3 月と

移行後 6 ヶ月を経過した 10 月の 2 回にわたって，インターネットをつうじた住民意識調

査を実施し，移行前後ともに移行への期待は「市の活性化」が も高いが，移行後の実感

として「特にない」という回答が 81.2%であったという結果を得ている。これらの結果か

図 6-5 中核市一人あたり民生費及び衛生費の推移(移行年を 100) 

(出所)総務省『地方財政状況調査』より作成  
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ら示唆されることは，事務権限が広域自治体から移譲されたことが即行政サービスの改善

につながったとは言えないものの，少なくとも移譲事務を処理できているという点だろう。

また，職員の増員や施設の増設などによって対応していることから，自治体財政への影響

は考えられる。  

中核市，あるいは指定都市に移行したことによる財政への影響を調べた研究は，筆者の

調べた範囲では見当たらない。地方公共団体の構造の変化による財政への影響という観点

からは，市町村合併による財政効率への影響を見た林(2013)が，合併形態ごとの職員給与

への影響を分析し，いずれの合併形態においても給与水準を引き上げる効果を確認してい

る。一方，規模の経済による歳出削減効果も，425 市のうち 315 市において確認された。

ただし歳出が増加したケースもあった。その他，牧田(2015)は徳島県内基礎自治体におけ

る市町村合併の人口一人当り歳出額に与える影響を分析し，合併時期によって効果が異な

ると報告している。地方公共団体の構造の変化による財政効率への影響は一様ではないこ

とが伺える。  

 

第2節 中核市移行の民生費への効果の分析  

第1項 本研究における Synthetic Control Method 

前節で見たように，中核市移行による民生費への影響は一見しただけでは明らかではな

い。この場合，中核市に移行した市が，仮に中核市に移行しなかった場合にどのような支

出をおこなっていたかという反実仮想(counterfactual)の設定し，実際の値と比較すること

で，移行の効果(図 6-6 における𝛼𝛼𝑝𝑝や𝛼𝛼𝑙𝑙)を推定することが望ましい。  

 

 
 

(出所)筆者作成  

図 6-6 中核市移行による民生費への影響  
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本研究では，一般市が中核市に移行した結果として生じた民生費への影響を Abadie and 

Gardeazabal (2003)によって開発され，続く Abadie，Diamond et al. (2010)，Abadie，Diamond 

et al. (2015) で発展されてきた Synthetic Control Method を用いて評価することを試みる。

第 2 章第 7 節でみたように，Synthetic Control Method は，ある政策介入があった個体に政

策による効果があったかを比較分析で行う場合に，比較される対照(Control)を，政策介入

のない複数の個体のアウトカムを加重平均することで合成的に形成する手法である。この

合成された対照を Synthetic Control(以下，SC)と呼び，ドナープールに含まれる非処置個体

のアウトカムの加重平均値である SC を反実仮想として，実際に観測された介入個体のア

ウトカムと差分を取ることで処置効果を推定する。  

近年はこの Synthetic Control Method を用いた実証分析が蓄積されつつある。例えば，こ

の手法を開発・応用した一連の研究では，Abadie and Gardeazabal (2003)のバスク紛争によ

るバスク地方経済への影響，Abadie，Diamond et al. (2010)の米国カリフォルニア州におけ

る Proposition 99(タバコ税の引き上げ )による同州内のタバコ消費への影響，Abadie，

Diamond et al. (2015)の東西ドイツ統合による旧西ドイツ経済への影響などを分析している。

例えば東西ドイツ統合の影響であれば，従来注目されていた研究テーマは統合によって生

じた東ドイツへの影響や統合による東西経済の収束の仕方 (Canova and Ravn(2000), 

Heilemann and Rappen(2000), Meinhardt et al.(1995)など)が主であったが、これらから得られ

た結果からは東西統合の影響は不確かなままであった。Abadie, Diamond et al. (2015)は統計

的な比較分析によりひとつの有力な解を与えている。また，日本のケースでは Ando (2015)

が原子力発電所の立地による経済的な影響を，duPont and Noy (2015)が阪神淡路大震災に

よる神戸市経済への影響を，江坂・藤井(2018)は固定相場制への移行の財政規律への影響

を，Synthetic Control Method によって分析している。  

本章では Abadie，Diamond et al. (2010)に従って，Synthetic Control Method による中核市

移行の民生費への効果の推定手続きを以下のように設定する。まずアウトカムとして民生

費に関する変数の観測された値を𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎とする。ここで𝑖𝑖は個体(本研究では個々の地方公共団

体)，𝑡𝑡は観測された年を表す。また𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝑁𝑁は個体𝑖𝑖が政策介入(本研究では中核市移行)を受けて

いないとした場合の，𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝐼𝐼は政策介入を受けた場合の，時点𝑡𝑡におけるアウトカムを表す。こ

のとき，個体𝑖𝑖の時点𝑡𝑡における政策介入の効果は𝛼𝛼𝑖𝑖𝑎𝑎 = 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝐼𝐼 − 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑎𝑎𝑁𝑁として求めることができる。 

標本内の観測される個体の数を𝐽𝐽 + 1個とし，𝑖𝑖 = 1が政策介入のあった個体(処置個体)，

残り𝐽𝐽個の個体𝑖𝑖 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1が政策非介入，すなわち中核市に移行していない自治体の集合

である。この非介入自治体のグループを，本研究における SC を形成するための潜在的な

個体の集合であることからドナープールと呼ぶ。観測期間は𝑡𝑡 = 1, … ,𝑇𝑇0,𝑇𝑇0 + 1, …𝑇𝑇とし，𝑇𝑇0
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までが中核市移行前の期間，𝑇𝑇0 + 1期以降𝑇𝑇期までが移行後の期間とする。ここで，𝑇𝑇0期以

前には中核市移行のアウトカムに対する影響はまったくなく，中核市の移行後に初めて民

生費に影響が生じるものと仮定する。また，処置個体への政策介入がドナープールに含ま

れる非介入個体に影響がない，すなわちある地方公共団体の中核市移行によって他の自治

体の民生費の歳出行動に影響が生じないことを仮定する。  

上記の設定の下，本研究の目的は中核市移行によって地方公共団体の民生費にもたらさ

れた変化を推定することである。ここで，𝑖𝑖 = 1における𝑇𝑇0 < 𝑡𝑡の期間のアウトカムは𝑌𝑌1𝑎𝑎𝐼𝐼 とし

て観測されていることから，政策介入の効果𝛼𝛼1𝑎𝑎を求めるには，観測されない𝑌𝑌1𝑎𝑎𝑁𝑁を推定すれ

ばよいということになる。  

Synthetic Control Method による推定のフォーマルな定式化は第 2 章第 7 節で行っている

ため本章では割愛するが，前節でみたとおり，𝑾𝑾∗の存在が保証されるためには，処置個体

の 変 数 ベ ク ト ル �𝑌𝑌11, … ,𝑌𝑌1𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁1′ �が 非 処 置 個 体 群 の 変 数 ベ ク ト ル の 集 合 で あ る

��𝑌𝑌21, … ,𝑌𝑌2𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁2′ �, … , �𝑌𝑌𝐽𝐽+11, … ,𝑌𝑌𝐽𝐽+1𝑇𝑇0 ,𝒁𝒁𝐽𝐽+1′ ��の凸包に属する必要があり，ドナープールにどのよ

うな対照候補を含めるかを検討する必要がある。本章における分析は一般市から中核市に

移行した地方公共団体を処置個体として取り上げている。中核市への移行要件が人口 20 万

以上であることから ,ドナープールに含める候補自治体を地方公共団体における人口規模

に着目して選定することはひとつの妥当な基準と考えられるだろう。地方公共団体の人口

規模は差異が大きく，例えば 2015 年の国勢調査による人口総数では，全国市町村のうち，

指定都市や中核市を含まない一般市に限っても， も少ない北海道歌志内市の約 3.6 千人

から も多い千葉県松戸市の約 48 万人まで存在する。ここでは中核市の移行要件である

人口 20 万人を含む自治体の集合の目安として，人口 15 万人以上の一般市をドナープール

に含めることとした。  

 

第2項 Synthetic Control Method による反実仮想の形成  

Synthetic Control Method によって𝑌𝑌1𝑎𝑎𝑁𝑁の推定量を得るためにはドナープールに含まれる非

介入個体に適切な加重をするためのウェイトベクトル𝑾𝑾∗を得る必要がある。𝑾𝑾∗の推定値

を得るためのフォーマルなセットアップは第 2 章第 7 節にて論じた。ここでは本章の文脈

に即した形で反実仮想の構築を行う。まず非処置個体を加重平均するためのウェイトベク

トル𝑾𝑾 = (𝑤𝑤2, … ,𝑤𝑤𝐽𝐽+1)′は𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1においてすべて正 (𝑤𝑤𝑗𝑗 ≥ 0 ),かつ𝑤𝑤2 + ⋯+ 𝑤𝑤𝐽𝐽+1 = 1とい

う性質を持つ(𝐽𝐽 × 1)のウェイトベクトルである。𝑌𝑌1𝑎𝑎,𝑌𝑌𝑗𝑗𝑎𝑎 (𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1)はそれぞれ処置個体

および非介入個体の𝑡𝑡 = 1, … ,𝑇𝑇時点で観測されたアウトカム変数の値である。また説明変数

とは別に，介入前期間のアウトカムの線形結合𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑲𝑲 = ∑ 𝑘𝑘𝑠𝑠𝑌𝑌𝑖𝑖𝑠𝑠
𝑇𝑇0
𝑠𝑠=1 を定義する(𝑇𝑇0 × 1)ベクトル
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𝑲𝑲 = �𝑘𝑘1, … , 𝑘𝑘𝑇𝑇0�
′
を考える。この𝑲𝑲を用いることで，𝑾𝑾∗ベクトルの推定にあたってアウトカ

ムの情報を𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑲𝑲として取り込むことができる。例えば𝑘𝑘1 = 𝑘𝑘2 = ⋯ = 𝑘𝑘𝑇𝑇0−1 = 0,𝑘𝑘𝑇𝑇0 = 1のとき，

𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑲𝑲 = 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑇𝑇0となり，この場合は𝑾𝑾∗の推定に𝑇𝑇0期のアウトカムの情報のみ用いることを意味す

る。一方，𝑘𝑘1 = 𝑘𝑘2 = ⋯ = 𝑘𝑘𝑇𝑇0−1 = 𝑘𝑘𝑇𝑇0 = 1/𝑇𝑇0であれば，𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑲𝑲は個体𝑖𝑖に関する介入前期間の算術

平均，すなわち
1
𝑇𝑇0
∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑠𝑠
𝑇𝑇0
𝑠𝑠=1 となる。ここで𝑲𝑲1, … ,𝑲𝑲𝑀𝑀で定義される線形結合の集合𝑀𝑀を考える。

このとき処置個体の介入前期間の説明変数ベクトルを(𝑘𝑘 × 1)の𝑿𝑿1 = (𝒁𝒁1′ ,𝒀𝒀�1
𝑲𝑲1 , … ,𝒀𝒀�1

𝑲𝑲𝑀𝑀)として

定義する。ここで注意すべき点が 2 つある。まず説明変数に任意の数𝑀𝑀個のアウトカムの

線形結合が含まれていることである。もうひとつは，反実仮想の形成に用いる説明変数ベ

クトルの各説明変数には時間の添字𝑡𝑡が付されていない点である。すなわち𝒁𝒁1は処置個体の

各共変量の介入前期間における平均値である。また𝑘𝑘 = 𝑒𝑒 + 𝑀𝑀であり，𝑒𝑒は𝒁𝒁1に含まれる変数

の数である。すなわち観測できる各共変量の値の平均値𝒁𝒁1および𝑀𝑀個のアウトカム変数自

体の線形結合の集合がアウトカムの予測変数となる。ドナープールに含まれる非介入個体

の説明変数ベクトルも(𝑘𝑘 × 𝐽𝐽)の𝑿𝑿0として同様に表現でき，𝑗𝑗番目の個体の説明変数ベクトル

は𝑿𝑿𝑗𝑗 = (𝒁𝒁𝑗𝑗′ ,𝒀𝒀�𝑗𝑗
𝑲𝑲1 , … ,𝒀𝒀�𝑗𝑗

𝑲𝑲𝑀𝑀)である。上記の設定の下，Abadie，Diamond et al. (2010)に従って𝑤𝑤2 +

⋯+𝑤𝑤𝐽𝐽+1 = 1 かつ  𝑤𝑤𝑗𝑗 ≥ 0 , 𝑗𝑗 = 2, … , 𝐽𝐽 + 1 の制約の下，処置個体と非介入個体群の説明変数ベ

クトルの間の差異である‖𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾‖𝑽𝑽 = �(𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾)′𝑽𝑽(𝑿𝑿𝟏𝟏 − 𝑿𝑿𝟎𝟎𝑾𝑾)を 小にするような𝑾𝑾∗

を求める。ここで𝑽𝑽は(𝑘𝑘 × 𝑘𝑘)の正定値対角行列であり，含まれる各要素は，各説明変数の予

測力を定義する。すなわち𝑾𝑾∗の選択は𝑽𝑽の選択に依存することになる。𝑽𝑽の選択方法は

Abadie and Gardeazabal (2003)および Abadie，Diamond et al. (2010)と同様に，介入前期間に

おけるアウトカムの平均二乗予測誤差(MSPE)を 小にする𝑽𝑽を選択する。  

 

第3節 Synthetic Control Method における統計的推論  

本研究では，比較的小サイズなサンプルにおける推論方法として，パーミュテーション

検定のアイデアに基づく推論を行う。具体的には，標本に含まれるすべての個体に対して，

分析対象となる処置個体と同じ Synthetic Control Method をプラセボとして適用し，そこで

得られた効果の大きさと比べて処置個体の効果が十分に大きいかどうかをテストする方法

である。検定統計量についてもいくつか提案されているが，本研究では Abadie，Diamond 

et al. (2015)に従って，標本に含まれるすべての個体に対し介入前期間における平均平方二

乗予測誤差(RMSPE)と介入後期間における RMSPE の比をとった値を検定統計量として計

算する。  
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𝑅𝑅𝑀𝑀𝑅𝑅𝑃𝑃𝐸𝐸比
𝑗𝑗

=

�∑ �𝑌𝑌𝑗𝑗,𝑎𝑎 − 𝑌𝑌�𝑗𝑗,𝑎𝑎
𝑁𝑁�2𝑇𝑇

𝑎𝑎=𝑇𝑇0+1

𝑇𝑇 − 𝑇𝑇0

�∑ �𝑌𝑌𝑗𝑗,𝑎𝑎 − 𝑌𝑌�𝑗𝑗,𝑎𝑎
𝑁𝑁�2𝑇𝑇0

𝑎𝑎=1

𝑇𝑇0

 (6-1) 

 

そこで得た値を大きい順に並べ，処置個体すなわち中核市に移行した地方公共団体の歳

出への効果が，非介入の地方公共団体と比べて十分大きいかを評価する。より一般的には，

真に移行のあった自治体のアウトカムの推定値が，移行のなかった自治体に比較して，十

分大きな効果を表しているかを検定する方法と言える(Abadie，Diamond et al. (2010))。帰無

仮説は「中核市移行による歳出の変化は偶然生じたものである」とし，以下の式に基づい

て検定を行う。  

 

𝑝𝑝1 =
∑ 𝟏𝟏 �𝑅𝑅𝑀𝑀𝑅𝑅𝑃𝑃𝐸𝐸比

𝑗𝑗
≥ 𝑅𝑅𝑀𝑀𝑅𝑅𝑃𝑃𝐸𝐸比�

1
�𝐽𝐽+1

𝑗𝑗=2

𝐽𝐽
 

=
移行市の RMSPE 比より大きいプラセボの数

ドナーに含まれる個体数
 

(6-2) 

 

すなわち，処置個体における RMSPE 比がプラセボのそれを含めた全体の中で何番目か

に基づいて p 値を計算し，有意水準(本研究では 5%と設定)より小さくなった場合に帰無仮

説を棄却する。統計的に有意な結果がでれば，中核市移行後の歳出の変化は偶然とは言え

ないという結論を得ることができる。  

 

第4節 データ及び推定  

第1項 データ  

一般市から中核市への移行によって民生費関連の歳出にどのような影響があったかを，

前節で導入した Synthetic Control Method によって反実仮想を構築し，比較分析を行う。本

研究で分析対象とする中核市の選定基準は以下のとおりである。まず Synthetic Control に

よる中核市移行前のデータが比較的長くとれる一方，予測のための移行後の期間も同じよ

うに長くとれるという観点から，2000 年～2005 年に中核市に移行した市を抽出した。その

中でも，保健所政令市や旧特例市からの移行ではなく，一般市から直接中核市に移行した

地方公共団体として，旭川市(2000 年移行)，川越市(2003 年移行)，船橋市(2003 年移行)，

高槻市(2003 年移行)を分析対象とした。また合成対照を形成するためのドナープールに含
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める地方公共団体として，サンプル期間(1989 年～2016 年)における平均人口 15 万人以上

かつ保健所政令市以外の一般市として 52 市を抽出し，ドナープールとした 51(表 6-2)。  

 
 

 アウトカムには民生費に関する変数として，総務省『地方財政状況調査』市町村分調査

表を基に，民生費を住民基本台帳による人口で割った市民一人あたり民生費，および歳出

全体に占める民生費の割合の 2 つを採用した。ただし 2000 年 4 月に導入された介護保険

制度により，老人福祉費の財源が一般会計から特別会計に移行した結果，各自治体の民生

費が大きく変動したため，本研究では民生費総額から老人福祉費を除いた額を民生費とし

て用いる。第 2 節第 2 項で述べたように説明変数ベクトルは，観察できる共変量ベクトル

𝒁𝒁𝑖𝑖と介入前期間におけるアウトカム変数自体の線形結合の集合を含んでいる。民生費が自

治体の福祉施策に対する経費であることから，年齢構成や人口動態など人口構成に関する

諸変数によって支出額が決定づけられていると考えられる。本研究では人口の社会増減率，

65 歳以上人口比率，普通出生率，死亡率，一般病院数，小学校数，中学校数，高等学校数

を共変量として採用した。またアウトカム変数自身の線形結合については 1990 年，1995

年，2000 年のそれ自身の値を含めた(表 6-3)。  

                                                        
51 ただし欠損値を含むひたちなか市，西東京市，和泉市，今治市，周南市は除いた。  

 地方公共団体名称 

処置個体 旭川市, 川越市, 船橋市, 高槻市 

潜在的な 

合成対称 

釧路市, 帯広市, 苫小牧市, 弘前市, 日立市, 足利市, 栃木市, 小山市, 伊勢崎

市, 太田市, 熊谷市, 所沢市, 春日部市, 狭山市, 上尾市, 草加市, 久喜市, 市

川市, 松戸市, 野田市, 佐倉市, 習志野市, 市原市, 流山市, 八千代市, 立川

市, 三鷹市, 府中市（東京）, 調布市, 小平市, 日野市, 高岡市, 松本市, 上田

市, 大垣市, 沼津市, 富士市, 磐田市, 松阪市, 鈴鹿市, 宇治市, 岸和田市, 茨

木市, 和泉市, 出雲市, 宇部市, 山口市, 岩国市, 徳島市, 今治市, 佐賀市, 都

城市 

 

表 6-2 本研究における分析対象地方公共団体  

(出所)筆者作成  
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第2項 Synthetic Control による比較分析  

(1) 一人あたり民生費 

図  6-7 は本研究で分析対象とした中核市 4 市の一人あたり民生費の推移 (実線 )と，

Synthetic Control Method で推定した合成対照(SC)の推移(点線)を比較したものである。SC

は中核市移行後の各市の反実仮想を形成しており，移行前期間のアウトカムをよく再現し

ている。一人あたり民生費は，移行後期間全体の平均では旭川市で 17,193 円，川越市で 811

変数名 説明 データ出所 
市民一人あたり 
民生費（円） 

民生費合計 ÷ 市内人口 
・ ただし民生費には老人福祉費を含めない 

総務省『地方財政状況調査』 
総務省『社会・人口統計体系』 

歳出に占める 
民生費割合（％） 

民生費合計 ÷ 歳出 
・ ただし民生費には老人福祉費を含めない 

総務省『地方財政状況調査』 

人口の社会増減率 
（％） 

�転入者数−転出者数�× 100
市内人口

 

・ 1995 年以前の転出者数のデータが含まれていなかっ

たため, 1996 年以降移行前年までの値を平均。 
・ 転出者数について 95 年今治, 96 年和泉, 今治の各市

のデータは欠損のため, 平均から除外。 

総務省『社会・人口統計体系』 

65 歳以上 
人口比率（％） 

�65 歳以上人口 ÷ 市内人口� × 100 
・ データは国勢調査に基づいているため, 1990 年, 1995

年, 2000 年の値 
総務省『社会・人口統計体系』 

普通出生率（‰） �出生数 ÷ 市内人口�× 1000 厚生労働省『人口動態統計』 
総務省『社会・人口統計体系』 

死亡率（人口 10
万人あたり） �死亡数 ÷ 市内人口� × 100000 総務省『社会・人口統計体系』 

一般病院数（人口

10 万人あたり） 

�一般病院数 ÷ 市内人口� × 100000 
・ 89 年久喜, 狭山, 熊谷, 春日部, 所沢, 上尾, 草加, 90

年茨木, 岸和田, 佐賀, 三鷹, 小平, 大垣, 調布, 日野, 
府中, 立川, 和泉, 91 年久喜, 狭山, 熊谷, 春日部, 所
沢, 松本, 上田, 上尾, 草加, 92 年伊勢崎, 松本, 上
田, 太田, 大垣, 93 年宇部, 岩国, 山口, 都城, 95 年茨

木, 岸和田, 和泉, 96 年小山, 足利, 栃木の各市のデ

ータは欠損のため, 平均から除外。 

総務省『社会・人口統計体系』 

小学校数（人口

10 万人あたり） �小学校数 ÷ 市内人口�× 100000 総務省『社会・人口統計体系』 

中学校数（人口

10 万人あたり） �中学校数 ÷ 市内人口�× 100000 総務省『社会・人口統計体系』 

高等学校数（人口

10 万人あたり） 

�高等学校数 ÷ 市内人口� × 100000 
・ 92 年熊谷, 93 年宇部, 岩国, 山口, 95・96 年都城, 

99・00 年熊谷の各市のデータは欠損のため平均から

除外。 

総務省『社会・人口統計体系』 

アウトカム変数の

線形結合 

(𝑌𝑌�𝑖𝑖 ,1990,𝑌𝑌�𝑖𝑖,1995,𝑌𝑌�𝑖𝑖 ,2000 )′ 
・ 旭川市については 2000 年に移行しているため, 説明

変数に含まれるのは 1990 年と 1995 年の値のみ。 

総務省『地方財政状況調査』 
総務省『社会・人口統計体系』 

※ 市内人口は『社会・人口統計体系』における住民基本台帳人口を採用した。 
※ 『社会・人口統計体系』における一般病院数, 小学校数, 中学校数, 高等学校数は可住地面積あたりであるた

め, 可住地面積を乗じた値を採用した。 
※ 民生費は 2015 年の消費者物価指数（総合指数）を 100 として実質化した。 

 (出所)筆者作成  

表 6-3 変数一覧 
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円，船橋市で 349 円のプラスの効果が確認された。一方，高槻市については 1,513 円の減

少の効果が確認された。増減率でみるとそれぞれ 13.7%，0.9%，0.3%，マイナス 1.4%とな

っている。  

 

 

 

(2) 歳出に占める民生費の割合 

地方公共団体の全体の歳出額は単年度で変化しうるから，各項目だけを取り上げて額面

上に変化が見られなくても，歳出全体に占める割合は変化させている可能性がある。民生

費割合でみると，中核市移行後の期間全体の平均では，旭川市は 5.2%，船橋市で 0.9%，高

槻市で 1.0%，支出割合が増加している。一方，川越市は反対に，中核市移行後に民生費割

合を 1.3%減少させている。これらの結果は，平均的には中核市移行によって事務権限は増

えているが，必ずしも支出増につながっているとは限らないことを示唆する。  

それぞれの推定された効果をまとめたものが表 6-4 である。これらの結果のうち，プラ

セボを用いた推定に基づく検定によって帰無仮説が棄却された，すなわち統計的有意に差

があると言える結果は旭川市における歳出全体に占める民生費割合(p 値≒0.02)のみであ

り，その他の結果については積極的に支持できるとは言えないため，解釈には注意が必要

である。  

図 6-7 中核市と SC の比較－市民一人あたり民生費  
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本節での分析から，分析対象とした 4 市において中核市への移行後に一人あたり民生費

および歳出に占める民生費割合のいずれについても増加が見られたが，中核市の移行が要

因となったといえるのは旭川市のみであり，その他の市では民生費の増加が中核市移行に

起因するとは言えない結果となった。  

旭川市が中核市移行後に明確に民生費を増加させた背景を探ることは本研究の範囲を超

えるが，旭川市はそれ以外の他の 3 市に比べて人口減少が著しい点は注目に値するだろう。

旭川市が中核市に指定された 2000 年から 2016 年の 17 年の間に旭川市の人口は 4.9%減少

図 6-8 中核市と SC の比較－民生費割合  

中核市

旭川市 17,193 (0.28) 5.24 (0.02)
川越市 811 (0.84) -1.32 (0.92)
船橋市 349 (0.67) 0.93 (0.67)
高槻市 -1,513 (0.96) 1.00 (0.96)

一人当民生費（円） 民生費割合（％）

表 6-4 Synthetic Control Method による処置効果  

(注)カッコはプラセボテストによる p 値  



151 

している。一方，同じ 17 年間に川越市は 6.3%，船橋市は 12.5%の人口増加をしている。

高槻市は 1.3%の減少だが 2004 年以降はほぼ横ばいである。大都市圏(東京圏及び大阪圏)

に位置している 3 市に比較して早い段階で人口減少に直面している旭川市にとっては，中

核市移行が財政負担につながっている可能性は考えられる。一方，他の 3 市についても民

生費は右肩上がりではあるものの，本研究の SC 推定による反実仮想との違いはほとんど

なく，中核市移行が民生費を増加させた要因とは言えない。 

 

第5節 頑健性の確認  

本節では，SC 推定モデルの頑健性テストを行う。Abadie，Diamond et al. (2015)にならっ

て，非介入個体の加重平均によって形成された合成対照(SC)を一つずつ除いたときに結果

がどの程度影響を受けるかという一個抜き再推定(leave-one-out reestimation)によって， SC

の頑健性を確認する。  

4 つの事例におけるそれぞれ 2 つの推定に関して，SC 形成のために加重平均された地方

公共団体とそれらのウェイトを示したのが表 6-5～表 6-8 である。一人当たり民生費およ

び民生費割合についてウェイトが付されている自治体のアウトカムの加重平均で SC が形

成されている。これらについてドナープールからひとつずつ抜いて再度推定を行った結果

を重ねて示したのが図 6-9～図 6-12 である。いずれの結果においても，介入前期間のフィ

ットはよく，元の推定結果と大きく異なった推移を示すことはなかったため，推定モデル

は概ね頑健と考えられる。  

 
表 6-5 旭川市の SC 推定によるウェイト  
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図 6-9 一個抜き再推定による旭川市の SC 

表 6-6 川越市の SC 推定によるウェイト  

図 6-10 一個抜き再推定による川越市の SC 
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表 6-7 船橋市の SC 推定によるウェイト  

図 6-11 一個抜き再推定による船橋市の SC 

表 6-8 高槻市の SC 推定によるウェイト  
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第6節 まとめと考察  

本研究では，小標本における処置効果の推定手法として Synthetic Control Methods を用

い，中核市移行の歳出効果を推定した。推定の結果，一人当り民生費の増加率は

−1.4%~13.7%，歳出に占める民生費の割合も平均的に−1.32%~5.0%の増加と，民生費に与え

る影響については地方公共団体によってばらつきが見られ，統計的有意に支出を増加させ

たのは旭川市のみであった。また，もっとも効果が大きく現れた旭川市のケースを取り上

げ，ウェイトを持つ非介入個体の一個抜き推定によるモデルの頑健性テストを行った結果，

モデル自体は頑健であることが確認された。  

中核市移行によって事務が移譲された結果歳出は一般的に増加することが予想される

が，民生費を対象に分析を行った結果，必ずしも歳出額を増加させず，その幅にもばらつ

きがある可能性が示唆された。これらの結果については，中核市に移行した後の地方公共

団体の経営努力の可能性はあるが，歳出額の変化の差異をもたらす要因については，別途

分析が必要であり，ここではいくつかの論点を示すに留める。町田(2010)は長崎市のケー

ススタディをつうじて，地方圏の中核市が大都市圏の中核市と比較して財政力が低く，中

核市に十分な財源措置が講じられていないと指摘している。一方，大都市圏のベッドタウ

ンの性質をもつ中核市は人口を増加させているが，それらの都市が「中核性」をもつかに

疑問を呈している 52。本研究で取り上げた 4 市についても旭川市が地方圏の中核市であり，

その他の 3 市が大都市圏の中核市であることから，同様の議論は成り立つだろう。2015 年

の各市の財政力指数は旭川市(0.49)，川越市(0.96)，船橋市(0.95)，高槻市(0.79)と，旭川市

が突出して低い。旭川市は町田(2010)の指摘する地方圏の中核市として，人口減少に直面

                                                        
52 2000 年時点において旭川市，川越市，船橋市，高槻市の昼間人口比率はそれぞれ 100.8%，93.7%，

81.7%，83%であり，旭川市のみ日中の人口が 1 を超える。  

図 6-12 一個抜き再推定による高槻市の SC 
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しているなかでの中核市への移行となったことが，一人あたり民生費や割合の増加につな

がっている可能性は考えられる。本研究の結果から，地方公共団体の財政に対する中核市

移行の影響は自治体の特徴や近接する経済圏，人口推移等によって異なることから，財源

措置を講じるにも多面的な評価が必要ということが示唆される。  

また，原・星子他(2010)がアンケート調査から確認したように，事務の拡大を職員の増員

で対応しているとすれば，そうした効果は職員数の増大に現れる一方，その他の経費の節

減等を通じて相殺し，総額で変化が現れていないというケースも考えられよう。地方公共

団体の歳出内容を目的別だけでなく性質別に分析など詳細にすることで，構造的な変化が

生じた際の支出行動の変化を観察することができると考えられるが，今後の研究課題とし

たい。  

  



156 

第7章 まとめと残された研究課題 

 本研究をつうじて，政策プログラムの評価に関する統計的手法の整理を行い，またいく

つかの異なる政策を取り上げて，それらの経済的な影響についてそれらの手法による推定

を試みた。本章では，本研究全体のまとめとして，各章のとりまとめを行うとともに各分

析の課題に触れ， 後に本研究の主たる関心事とした政策評価における統計的因果推論の

今後の展開について，先行研究を基に筆者なりの見解を論じて稿を閉じたい。  

まず第 1 章は本稿の動機となった政策形成における客観的証拠の整備の重視という近年

のトレンドについて触れ，根拠に基づく政策形成(EBPM)において統計的手法がどのように

位置づけられているかを論じた。政策形成の根拠資料として統計的手法に基づく政策効果

の分析に注目が集まっており，中でも実験的手法による結果がもっとも信頼できるものと

されている。しかしながら政策の意思決定の際にあらかじめ実験によって効果を検証でき

るケースは多くなく，また過去の政策を評価しようとすれば観察データに依拠した分析を

行うほかはない。観察データから政策の因果効果を推論することを本研究の全体のテーマ

とした。  

こうした非実験的データを用いた因果効果の推定は操作変数法を始めとして長らく計

量経済学の中心課題であったが，近年主に疫学の分野で発展してきた統計的因果推論の考

え方を計量経済学が取り込んで様々な社会科学的な関心に基づく分析が行われるようにな

った。第 2 章では，とくに計量経済学の分野での応用が進展した因果効果の推論手法であ

る差分の作法，回帰不連続デザインおよび Synthetic Control Methods について，内生性や平

均処置効果といった基本的な概念について触れながら整理を行った。因果推論は所定の条

件のもとで強力に因果効果を推論することができる。しかしながら，諸条件を満たすため

に分析デザインを工夫することが必要であることを論じた。  

第 3 章では経済主体の便益が不動産の価値に帰着するという資本化仮説に基づく統計的

手法であるヘドニックアプローチを用いた交通投資の生産力効果の分析を行った。従来交

通投資の便益はその交通手段の利用者のみの便益(直接便益)のみを算定することが慣例と

なっているが，近年交通投資がもたらす間接的な便益の計測についても着目されており，

ひとつの実証研究として，移動の一般化費用の変化によるオフィス賃料への影響をつうじ

て，交通投資の間接便益を評価することを試みた。その結果，23 区内では公共交通による

集積の経済が生産性に大きく寄与している可能性が指摘された。今後の課題として産業を

より細かく分類するほか，高速道路利用による集積の経済の効果を計測するために分析対

象エリアを変えるなど，本章で検証しきれなかった設定での分析の拡大が挙げられた。  

第 4 章では，土地の利用規制がもたらす立地の非効率性について，工業等制限法という



157 

工場立地規制の規制解除を自然実験と見立て，差分の差法を用いた実証分析により論じた。

戦後の首都圏への人口流入をせき止める方策として，人口流入の要因と目された工場(およ

び大学)の都心部への新増設を原則禁止としたのが工業等制限法である。工業等制限法は人

口流入の抑制という点では一定の効果があったが，DID 法による分析結果から，事業所密

度には統計的有意に変化が確認された。すなわち規制解除が工場立地を促したか，工場撤

退を防いだ可能性がある。工場立地規制は土地の 有効利用という観点からは正当化でき

ず，政策形成において経済学をはじめとした様々な知見を活用した多面的な評価が必要で

あると論じた。ただし，本章の課題として，推定値の頑健性チェックの必要性や線形関数

の仮定の妥当性の検証と代替案の検討について触れた。  

第 5 章は,第 4 章で取り上げた工業等制限法について，事業所立地のみならず，住宅市場

にも影響があった可能性があることを，規制の境界線を閾値とする回帰不連続デザイン手

法によって明らかにした。工業等制限法はその土地の用途を(規制が有効な期間は)将来に

わたって限定する効果をもつ可能性について論じ，規制の境界線沿いで取引されたマンシ

ョンの売買価格を分析した。その結果，不動産価格の下落局面では規制区域にある物件の

ほうが規制のない物件よりも下落幅が大きくなっている可能性があることが示された。ま

た工場の近接性に対する影響も規制の有無と近接する工場集積地の特徴によって地域性が

現れることが明らかになり,第 4 章と同様に多面的な政策評価の必要性を強調する。本章の

結果から，規制の効果の顕在の仕方が地域的にも異なることが明らかになったことも本章

の貢献と言えよう。なお，本章の分析上の課題として，RDD 識別戦略の鍵となる running 

variable の連続性の条件の確認として，地図上に境界線を描写して目視で確認するなど，複

数の方法で確認することが望ましいと考えられる。また，工場立地規制が住宅市場に与え

るメカニズムに関しては本章の分析からは明らかになっていない。  

第 6 章は大都市制度の自治体財政への影響について Synthetic Control Method による合成

的手法によって比較対照を構築し，一般市が中核市に移行することでどのような財政への

影響があるのかを分析した。一般的には事務権限が広域自治体である道府県から移譲され

ることにより歳出額は増加すると考えられる。しかし民生費に限定してその影響をみると，

増加するかどうかは移行する自治体の特性によって異なることが明らかとなった。具体的

には，地方経済圏の中心的な自治体(本研究では旭川市)では行政負担が大きくなる一方，

大都市圏のベッドタウンの要素が強い自治体(本研究では川越市・船橋市・大槻市)ではそ

れほど大きな歳出増にはつながっていない。中核市移行にともなう財源措置の議論につい

て，一概な制度設計ではなく自治体ごとの特性に鑑みたきめ細かい政策形成が必要になる

だろう。  
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以上が，本研究における各章の取りまとめである。政策評価は当初の政策目標(本研究で

取り上げた例では，工業等制限法であれば東京都心への人口流入の抑制，中核市移行であ

れば行政サービスの改善など)に対する達成度のようなアウトカムの評価を中心に行われ

てきたが，本研究では政策目標そのものを評価対象とするのではなく，政策の実行によっ

て想定される周辺のインパクト(本研究の文脈では工業等制限法による企業立地の抑制効

果や不動産価格への影響，また中核市移行による財政への影響)の因果効果を推定した。  

 近年の EBPM の文脈では政策の効果を実証する方法として も効果の高いのはランダム

化比較試験(RCT)等の実験的手法であるという主張は首肯するものの，一方で政策の事後

評価によるエビデンスの蓄積は，実験的な手法によって得られた実験データ(experimental 

data)ではなく，ほとんどの場合が観察データ(observational data)に依拠せざるを得ない(末

石(2015))。関心ある政策がランダムに対象者を選んでいるとは限らず，したがって入手で

きる観察データに基づく標本も常に i.i.d.の仮定を満たすことを期待することは難しいの

で，政策の効果を一致推定するためには何らかの工夫が必要である。EBPM の文脈におい

ては，実験的な分析手法と並行して本研究で取り上げたような手法の活用およびそれぞれ

の手法の長所や短所を活発に議論し，極力バイアスのない推定値を得るための諸仮定の整

理をする必要があるだろう。  

 近年の統計的因果推論を応用したプログラム評価は理論・実証ともに研究蓄積が急速に

進んでいる。計量経済学は，需要と供給の同時決定や処置の割り当てによる内生性が推定

量に与える問題などの経済学(社会科学)特有の関心事の解決を図り効果を一致推定するた

めに，操作変数法を始めとする様々な推定手法や推論手法が開発されてきた。この計量経

済学の膨大な研究蓄積に近年の統計的因果推論の手法が融合され，プログラム評価にも新

たな展開がもたらされている。大きくは 2 つあるだろう。ひとつは政策効果の推定量の多

様化である。本研究で取り上げた推定方法自体は理論的には比較的歴史のあるものであり，

学術研究の分野では応用も進んでいるが，政策評価への応用は緒についた段階であり，評

価の要請に応じて様々な効果を推定する必要が出てくるであろう。例えば本研究で取り上

げた Difference-in-Differences の一つの発展は Synthetic Control Methods である。第 2 章第 7

節でみたように，Synthetic Control Methods は DID の一般形として解釈することができる。

また，関数形の観点から非線形関数の DID も Athey & Imbens(2006)によって Changes-in-

Changes と呼ばれる手法が提案されている。これは DID では時間効果は処置群と対照群で

共通という平行トレンドの仮定(仮定 DID1)を緩め，グループごとに異なる時間効果を考慮

した推定方法である。  

Regression Discontinuity Design の論点もいくつかあるが，近年の興味深い発展のひとつ
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として，処置群と対照群の間における水準の比較だけではなく，閾値周辺で微分係数に生

じる変化を捉えようとするものがある。すなわち閾値によって水準(切片)だけでなく係数

(傾き)が因果効果としてどの程度変化したかを調べるものである(Nielsen et al. (2010)，Card 

et al. (2015)など)。  

Synthetic Control Method は処置対象が 1 つしかないようなケースであっても，それ以外

の情報提供者となる未処置個体群に適切なウェイトをかければ反実仮想を一致推定量とし

て得られ，処置効果を差分として推定できるという点で，今後ますます活用の場面が増え

るだろう。しかしながら，処置前期間のフィットが十分に高いことが推定の鍵となるもの

の，フィットをあげることは容易でない場合もある。この問題に対してたとえばウェイト

の合計を 1 とする制約を外すことでフィットを向上させることができる (Athey and 

Imbens(2017))ことがわかっているほか，Doudchenko and Imbens(2016)は代替案として

LASSO や Elastic Net といった手法によるフィットを提案している。  

もうひとつの大きな潮流はシミュレーションによるアウトカムの予測を行うことであ

る。経済学では構造推定と呼ばれる技術・選好パラメータで記述される経済モデルを推定

する手法がシミュレーションに強みを持ってきたが，特定の経済理論に結果が大きく左右

される点と，計算が複雑で推定に時間がかかるといった分析上のコストが指摘されてきた

(例えば山口(2017))。また今井・有村・片山(2001)は，構造推定によって良質な研究成果を

あげるには良質かつ膨大な個人レベルのパネルデータを得られるかが鍵となると指摘して

いる。この個人レベルのパネルデータの整備は日本で十分な環境が整っているとは言い難

い。Angrist and Pischke (2010)では「信頼性革命」(中嶋(2016))を掲げて因果推論に基づく分

析デザインによる誘導型推定の長所を取り上げ，また構造推定を批判した。しかしながら，

誘導型推定にも局所的効果の推定に拘泥し外的妥当性に疑問が残る，完全な除外制約をデ

ータからは検証できないので誘導型推定が依拠する仮定も抜け道があるなど批判がないわ

けではなく，構造型 vs 誘導型の議論は結論が出ていない(中嶋(2016))。一方で，特に計算

時間のようなフィジカルな問題は，近年の計算機の計算速度向上が解決しつつあり，また

機械学習による分析の発達が，既存データからの予測精度を飛躍的に高めている。  

Wolpin(2007)は経済学による政策評価は事後的性質(ex-post)と事前的性質(ex-ante)に分類

されるとしている。山口(2017)は，構造推定は経済理論に基づいた外挿予測こそ強みであ

ると指摘している。本研究の範囲を超えるので詳細なレビューはできないが，構造推定も

労働経済学や産業組織論の分野でかなりの研究蓄積がなされてきている(Aguirregabiria and 

Mira(2010))。また政策が予見されると行動様式が変わってしまうため，既存のデータに基

づいて推定されたパラメータを用いて行われる予測は意味を持たない，という Lucas 批判
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(Lucas(1976))によってミクロ経済的な基礎づけのないケインズ経済学は否定されてしまっ

たが，マクロ経済学の分野でも動学確率的一般均衡モデル(Dynamic Stochastic Equilibrium 

Model，DSGE) 53のようにミクロ経済モデルから構築される大きな経済モデルが国際機関の

金融政策モデルとして実際に活用されてきている。構造推定か誘導型推定か，という二者

択一ではなく期待されている役割に応じた分析手法を選択することが重要であるという，

凡庸な結論に至るほかはないと筆者は考える。経済主体の行動を定式化して制約下での目

的関数 適化から構築できる独自の緻密な社会理論の蓄積をもつ経済学が，社会の将来予

測に取り組むことに対する期待は大きいだろう。  

都市政策や国土政策のプログラム評価を行う上でこうした大規模な構造をもつモデル 54

は応用都市経済モデル(Computable Urban Economic Model，CUE) 55や土地利用・交通交互作

用モデル(Land-Use Transport Interaction Model，LUTI) 56，空間応用一般均衡モデル(Spatial 

Computational Equilibrium Model，SCGE) 57などがある。実際，第 3 章でみた英国運輸省の

交通事業評価ガイドライン WebTAG においては，交通事業の広範な経済効果の評価に関す

る手法の紹介のなかで，LUTI や SCGE といった大規模な経済モデルを紹介している。ただ

しこうしたモデルの活用にはモデルの構築やデータの収集，パラメータの推定や頑健性の

確認などに非常に大きな手間がかかり，得られる成果と評価の費用を勘案しながら，必要

に応じて利用すべきとしている。政策評価の実務においてこれらの構造モデルが活用され

るにはさらなる研究蓄積が必要であるものの，分析ツールの発展と実務への応用を橋渡し

することも，これからの研究者に求められる役割であると筆者は考える。  

  

                                                        
53 DSGE の標準的なテキストとして加藤(2007)が挙げられる。また長町・小谷(2019)は公共投資の経済

効果を計測するという視点から DSGE モデルの構築上の論点を整理している。  
54ここで紹介する都市経済モデルなどは構造推定そのものと同列には論じられていない。  
55 展望論文として堤他(2012)を参照。  
56 例えば Geurs and Wee(2004)などを参照。  
57 例えば Donaghy(2009)などを参照。  
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